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序文

中小企業とそこで働く労働者はアジア経済の原動力です。しかし、ここ2年間は新型コロ
ナウイルス感染症（コロナ）のパンデミック（世界的大流行）が猛威を振るったことで中小
企業の日常業務はより複雑で不安定なものとなり、多くの企業の存続が危ぶまれています。

2020年のパンデミックの最初のピーク時に、コンラート・アデナウアー・シュティフトゥ
ング（KAS）のアジア経済政策プログラム（SOPAS）はアジアン・インスティテュート・オ
ブ・マネジメント -リザリーノ・S・ナバロ競争力政策センター（AIM RSN PCC）とともに、
『新型コロナウイルス感染症（COVID-19）とアジアにおけるビジネスの展望』に関する包括
的な報告書を発行しました。この報告書では、調査対象となった東アジアおよび東南アジア
諸国の中小企業が、パンデミックに対応するためにいかにしてアジリティ、イノベーション、
レジリエンスを向上させなければならなかったかについて検討しました。また、コロナがど
のように仕事の未来を変えたか、グローバル化の状況を変化させたか、そしてアジアと欧州
の視点から、関係、制度、経済規制を再構成したかを考察しました。

最新の『新型コロナウイルス感染症（COVID-19）とアジアにおけるビジネスの展望：中
小企業と労働者のベターノーマルを目指して』は、2020年の報告書をさらに深く掘り下げ
たフォローアップ研究です。本研究では、政策、ビジネス戦略、国際関係に関する洞察につ
いて、より詳細に考察しています。本報告書は、アジア4カ国（日本、フィリピン、シンガ
ポール、タイ）の中小企業と労働者へのインタビューを基に、入手可能な定量的データおよ
び追加の定性的データで補完し、三角測量を行っています。上記4カ国は経済発展のレベル
が異なり、コロナ感染の深刻さは時とともに変化しています。

本研究で取り上げた4カ国に直接アクセスできる国別チームが選ばれましたが、その調査
方法は前回の研究とは異なっています。そこで、フィリピンのAIM-RSN-PCCに加え、日
本の独立系研究者、シンガポールのアジア貿易センター、およびタイのタマサート大学とも
提携しました。

本調査の主な課題は、（1）パンデミック後に中小企業が直面した状況を理解し、危機を通
じてビジネスのアジリティ（機敏性）、レジリエンス（回復力）、イノベーションを改善する
ために中小企業がとった戦略に焦点を当てること、（2）危機が中小企業の包摂的なビジネス
慣行や持続可能性を維持、改善、または毀損したかどうかを探ること、（3）中小企業におけ
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序文

る働き方の変化と労働者への増大する影響について論じることにあります。

国によって背景は異なりますが、調査によって共通のテーマがいくつか浮上しました。第
一に、コロナによる中小企業への影響の深刻さは、業種、製品やサービスの性質、サプライ
チェーン、ターゲット市場によって異なります。第二に、パンデミック下で持ちこたえ、場
合によっては業績を上げた中小企業は、コストの最小化、リソースの優先順位付けと最適化、
製品の近代化、デジタル化への迅速な転換など、戦略的危機対応とイノベーションを組み合
わせて採用しました。第三に、おそらく最も重要なこととして、中小企業がキャッシュフ
ロー問題など短期的な課題を解決する上でも、加速するデジタル化の恩恵を受けるなど中長
期の目標を達成する上でも、政府の迅速かつ機動的な政策が不可欠です。

最初の一連の章では、本研究の主な調査結果、提言、結論について総合的な見解を示して
います。各章では、包括的かつ根拠に基づく各国のケーススタディと、それに対応する政策
提言を提示しています。それぞれを独立したセグメントとして読むことも、緊密に結びつい
た全体として読むことも可能です。どのような形で本書をお読みいただいても、その内容が
読者にとって有益で刺激的であることを願っています。

ラベア・ブラウアー
アジア経済政策プログラム（SOPAS）代表

KAS日本事務所代表

クリスティタ・マリー・ペレズ
アジア経済政策プログラム（SOPAS）シニアプログラムマネージャー

KAS日本事務所
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エグゼクティブサマリー

コロナのパンデミックが世界中の経済に壊滅的な打撃を与えてから1年以上経ったが、新
たな変異株の出現による感染者の急増、ワクチン供給への今なお不公平なアクセス、さまざ
まな程度や形の規制の継続的な実施を背景に、回復は依然として不透明なままである。その
ため、この不透明で脆弱な景気回復は引き続き需要に水を差し、サプライチェーンを混乱さ
せ、消費者や投資家の信頼感を弱めている。特に小企業は、パンデミックの悪影響に耐える
と同時に、リソースの制約がますます厳しくなる中、このような激動する市場環境において
態勢を立て直そうとしているため、より大きな打撃を被り続けている。長引くパンデミック
危機に対する中小企業の戦略的対応は、その回復を後押しし、経済活動や起業活動を活性化
するために必要な政府支援の性質やタイミングに関する洞察を提供してくれる。

本報告書では、コロナのパンデミック危機が日本、シンガポール、タイ、フィリピンの中
小企業に与えた影響と、中小企業が事業の継続性を確保すると同時に従業員の福祉を守り、
政府が定めた安全プロトコルを遵守しようする中で講じた戦略的危機対応を詳細に評価す
る。特定された戦略的対応と、それが中小企業の全体的な業績と従業員に与えた影響を検討
する中で、中小企業のアジリティ（機敏性）、レジリエンス（回復力）、イノベーションに特
に焦点を当て、政策や政府の行動について提言を行う。

主な調査結果

4カ国すべてで、インタビューした中小企業のほとんどが業務を妨げるロックダウン措置
やソーシャルディスタンス措置の直接的な影響として、売上高の低迷、市場需要や企業生産
高の減少、サプライチェーンの混乱を挙げた。しかし、調査対象の中小企業に対するパンデ
ミックの影響の深刻さは、パンデミック以前の市場環境の違いや、パンデミックに対する各
国政府の対応の違いなどから、業種や国によって異なっていた。パンデミック以前からすで
に業績が悪化していたと報告した中小企業は、危機を乗り切る上でより大きな困難に見舞わ
れた。一方、製品やサービスへの需要が増加したため売上高が増えたと報告した中小企業も
少数ながら存在した。これらの中小企業は、衛生設備の製造、デジタルサービス、情報技術
製品に携わっていた。

パンデミック危機の悪影響に対応し、それを克服するために、4カ国すべての中小企業は複
数の戦略を採用し、危機の過程で戦略を変化させていった。主な調査結果を以下にまとめる。
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エグゼクティブサマリー

1. ロックダウン規制の影響を大きく受けた中小企業は、資金流動性を確保し、当面の存続
を確保するために、縮減戦略を採用した。

中小企業は、特にパンデミックの最初の数カ月間には移動制限や業務制限によって売
上高が減少したため、主に流動性の問題に対処するためコスト削減戦略を実施した。
ロックダウンがより厳しかった国の中小企業は、労働時間の短縮、ボーナスやインセン
ティブの見送り、フルタイム従業員の削減、ダウンサイジングなどを行い、従業員の給
与を引き下げた。

2. 中小企業は、生産性を維持するためにテレワークを導入し、デジタルコミュニケーショ
ンツールを最大限に活用してレジリエンスを発揮する一方、政府が定めた安全衛生プロ
トコルを厳格に遵守した。

政府がソーシャルディスタンス措置と公衆衛生プロトコルを義務化したことで、調査
対象のすべての中小企業はリモートで行える業務については「在宅勤務」などの柔軟な
就労制度を採用した。危機が続く中、リモートワーク体制をサポートし、生産性を維持
するために、中小企業はさまざまなデジタル技術やeコマースプラットフォームの利用
も加速させた。デジタルコミュニケーションツールやデジタル技術への移行によって追
加費用が発生したという報告もあったが、コスト効率が向上したことから、一部の中小
企業は規制が緩和された後もこれらのツールを使い続けている。

3. 中小企業は、デジタル化を通じてビジネスプロセスのイノベーションを迅速に進めた。

インタビューしたすべての中小企業は、変化する市場環境に対応してプロセスイノ
ベーション戦略、特にビジネスのいくつかの側面でのデジタル化を実施した。大多数の
企業は、危機下におけるオンライン商取引の大幅な増加を目の当たりにして、デジタル
マーケティング戦略に移行するか、その利用を強化した。このように中核事業をデジタ
ルプラットフォームに移行することで、中小企業は業務コストが低下し、市場リーチが
拡大し、ロックダウン規制の絶え間ない変更に対するレジリエンスが向上したと報告し
た。

4. 中小企業は、eコマースを通じて新たな顧客と市場へのアクセスを得た。

eコマースプラットフォームへの移行やさまざまなデジタルマーケティングツールの
導入により、中小企業は地理的に多様なリーチを獲得し、従来の地理的市場の外にいる
新規顧客を開拓することができた。その他の中小企業、特に製造業や卸売業の中小企業
は、eコマースへの移行に伴い小売業に進出した。
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5. 一部の中小企業では、デジタル化やeコマースの導入に対する不安感や課題が残って
いる。

中核的なビジネスプロセスのデジタル化やeコマースプラットフォームへの即時移行
は危機を乗り切るための重要な戦略であったが、その実施は回答した中小企業の多くに
とって円滑には進まなかった。従業員のデジタルコンピテンシーの不足、デジタルプ
ラットフォームへの移行に伴う追加コストの負担を嫌う姿勢、危機が続く中でデジタル
化した業務の持続可能性を巡る懸念、eコマースへの移行に伴い競争優位を失うことへ
の危惧といった問題が、4カ国すべての中小企業から共通して挙げられた懸念事項で
あった。

6. 中小企業はアジリティを発揮し、製品のイノベーションと多角化を通じて急速に変化す
る市場環境に対応した。

デジタル化による業務プロセスの強化や新たなマーケティングチャネルの導入と同時
に、多くの中小企業は新製品の投入、新規事業への進出、供給網の多様化を行った。中
小企業のオーナー経営者は、自社のアジリティの源泉はトップの迅速な意思決定（得て
して企業の単一の意思決定者しか関与しない）にあると考えており、これは多くの場合、
中小企業が同族経営であることに由来する。これは中小企業のアジリティを反映してお
り、アジリティは危機に耐える上でのレジリエンスを強化した。

7. 日本とシンガポールの中小企業が政府の支援を活用してレジリエンスを強化した一方、
タイとフィリピンの中小企業は戦略的危機対応においてより大きなリスクを負いなが
ら、より自立的に行動することを強いられた。

シンガポールと日本では、政府の補助金や支援プログラムの利用が容易で、資格のあ
る企業は難なくアクセスできたため、回答した中小企業の大多数が政府から何らかの直
接支援を受けていた。場合によっては、特に政府の支援やインセンティブの適格基準を
満たすための戦略を採用した企業もある。一方、フィリピンの中小企業の回答者の中に
は、政府から資金援助や補助金付き融資を受けているところはいなかった。タイでは、
政府の支援を利用したと答えた中小企業はわずかに過ぎず、利用可能な支援プログラム
に関する情報が不足しており、支援の申請が難しく感じられたことから、ほとんどの回
答者は支援を求めなかった。
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8. 中小企業は、社会的セーフティネットのギャップに対処するために、雇用主としての役
割を拡大した。

政府からの支援の有無にかかわらず、4カ国すべての中小企業は従業員の福祉、健康、
所得保障を雇用主としての責任の一部として受け入れた。中小企業が従業員に対して金
銭的および非金銭的支援を提供したことは、本来は政府が埋めなければならないはずの
社会的セーフティネットのギャップを埋めようとする雇用主としての中小企業の役割拡
大を支えた。政府の社会的セーフティネットに大きなギャップがあり、脆弱な労働者が
リスクにさらされている場合、中小企業は大きな資金の流動性に関わる困難に直面しな
がらも、従業員の福利厚生と所得保障の保護を優先させた。4カ国すべてにおいて、中
小企業はデジタル技術の利用やコロナの安全衛生予防に関する従業員の研修やスキル向
上にもリソースを費やした。また、インタビューしたオーナー経営者の間では、パンデ
ミック危機により、人的資源が事業の存続可能性に果たす役割の重要性が浮き彫りに
なったという認識もあった。

政策提言

1. 実施中の中小企業向けプログラムへのアクセス改善と認知度の向上

中小企業向けの政府支援に関しては、アクセスと認知度が重要な改善点である。4カ
国すべてで適格な企業には補助金や支援プログラムが用意されているものの、回答した
中小企業は、煩雑な要件や難解な手続きのせいで、政府プログラムに関する情報にアク
セスしたり、申請手続きを完了させたりするのが困難であると指摘した。

2. 支援の範囲、対象、期間の拡大

パンデミック下で企業が生き残り、従業員の福祉、健康、所得保障を守れることは証
明されているものの、危機が長引くと、短期的な生き残りを目的とした最適とはいえな
い決定により、長期的な競争力が低下する恐れがある。小企業が危機を乗り切り、回復
できるよう、既存の金融支援プログラムを拡大し、より多くの適格な小企業を受け入れ
なければならない。さまざまな業種の中小企業が、規制や顧客の嗜好の違いからそれぞ
れの業界特有の課題に直面しているため、政府の中小企業支援に対する万能のアプロー
チは現実味が薄い。危機の影響や回復のペースは業種によって異なるため、政府は業種
別の支援を検討すべきである。
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3. イノベーションとデジタルトランスフォーメーションの支援

企業回復のスピードと質を確保するためには、デジタルトランスフォーメーションが
不可欠である。しかし、多くの小企業にとって、デジタル化に必要な追加コストや設備
投資が本格導入の大きな障害となっている。パンデミック後の中小企業の存続可能性を
確保するために、政策立案者はデジタル技術の導入を産業ロードマップの柱として、パ
ンデミック後のトランスフォーメーションを支援すべきである。政府がイノベーション
の奨励や支援を怠れば、危機は中小企業の進化を後押しする機会を失うことになるだろ
う。したがって、政策立案者は、企業が危機後もイノベーションを継続するよう奨励す
るために、実行可能なインセンティブや支援策を検討しなければならない。

4. 人材開発とスキル向上の支援

パンデミック危機はデジタル技術やeコマースの導入および業務の合理化を加速させ
るとともに、大小さまざまな企業の縮減を促進した。しかし、大企業の方が中小企業と
比べて人材トレーニングや人材開発に投資する可能性が高いため、中小企業の従業員は
不利な立場に置かれることになる。中小企業の労働者に対しては、彼らが競争力を維持
し、将来に向けて準備できるよう、労働者に直接提供される職業訓練プログラムや、特
に人材開発やトレーニングのために中小企業に提供される補助金を通じて、継続教育や
生涯学習における的を絞った適切な支援を提供しなければならない。
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略語のリスト

ACPC 農業信用政策委員会
ADB アジア開発銀行
AIM アジアン・インスティテュート・オブ・マネジメント
BCP 事業継続計画
BSMED 中小企業開発局
CALABARZON カラバルソン地域
CAMP コロナ調整措置プログラム
CARES コロナ企業再開支援プログラム
DOLE 労働雇用省
DOLE ILS DOLE労働研究所
DOT 観光省
DTI 貿易産業省
EO 起業家志向
GDP 国内総生産
GPS 全地球測位システム
HEROES OFWの起業を通じた経済回復支援
ILO 国際労働機関
IT 情報技術
LGU(s) 地方自治体
LSP-NSB 生計シーディング・プログラム － Negosyo sa Barangay
MSME(s) 中小零細企業
NCR 首都圏
NERS 国家雇用回復戦略
NTF 国家タスクフォース
OFW 海外フィリピン人労働者
PPE 個人防護具
PSA フィリピン統計庁
ROI 投資回収
SBCorp 中小企業公社
SME(s) 中小企業
SSS 社会保障制度
SURE 存続・回復　コロナ
TESDA 技術教育・技能開発庁
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TRAVEL 観光復興と企業・生活の活性化
UN PRI 国連責任投資原則
WHO 世界保健機関
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変化する課題の中で
 フィリピンの強靭な中小企業を
構築する

コロナのパンデミックはフィリピン経済にとって長期的な危機へと発展しており、2020
年3月に大規模なロックダウンが初めて実施されてから16カ月以上が経っても、多くの企
業は引き続き製品およびサービス需要の低迷に見舞われている。国内の最も重要な経済地域
でさまざまな形のロックダウンが継続的に実施されており、企業活動や貿易、人の移動が制
限され、結果として消費支出や投資家信頼感が損なわれている。フィリピン政府はパンデ
ミックに対して、アジアの近隣諸国の中でも最も厳しい部類の対応を最も長期にわたって続
けてきた。

エコノミストは多くの場合、長期にわたる需要低迷に警戒感を抱く。一部の企業が恒久的
に操業を停止し、物的資本が十分に活用されず、失業者のスキルが低下し、重要な人材投資
やインフラ投資が鈍り、新たな起業活動が低下するなど、生産能力に深刻な長期的ダメージ
を与える恐れがあるためだ。

フィリピンの国内総生産（GDP）の47%を占めるマニラ首都圏とそれに隣接するカラバ
ルソン地域で実施された中小企業の追跡調査 1によると、2021年4月～ 5月には約3分の1
の企業が依然として限られた生産能力で操業するか、一時的に操業を停止していた。

中小企業は、ほとんどの国で経済の基幹と見なされ（World Bank, 2019）、特に低スキ
ルの労働者や脆弱な人々に雇用を提供しているが（Fiseha & Oyelana, 2015）、大企業と
比べて危機に対してとりわけ脆弱で、悪影響を受けやすいという特徴を持つ（Freeman, 

Carroll, & Hannan, 1983）。危機によって生じるサプライチェーンの混乱や製品需要の減
少はキャッシュフローの問題を引き起こし、短期間であっても中小企業の事業に深刻な打撃
を与え、財務面の長期的な存続可能性を低下させ、ひいては一時的あるいは恒久的な事業閉

1 2020年10月から2021年5月にかけて、中小零細企業700社を対象に実施された追跡調査。アジアン・
インスティテュート・オブ・マネジメント -リザリーノ・S・ナバロ競争力政策センター（AIM RSN 
PCC）（2021）「Journey to Recovery and the Next Normal for Philippine MSMEs」。AIM 
RSN PCCディスカッション・ペーパー。
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鎖につながる恐れがある。大企業も中小企業もコロナのパンデミックのような広範な危機の
影響を受ける傾向があるものの、中小企業はさらに「小規模ゆえの脆弱性」に直面するため
（Freeman, Carroll & Hannan, 1983）、自前の資金源が限られていること、資金調達の
選択肢が少ないこと、顧客基盤が小さいこと、市場情報が限られていること、適応や必要な
戦略決定を行うのに必要なスキルが不足していることなどが原因で、過度に大きな影響を受
けやすく、内生的および外生的なショックに対するリスクが高い（Nugent & Yhee, 2002; 

Ates et al., 2013; Kim & Vonortas, 2014; Wehinger, 2014; Piette & Zachary, 

2015; Karadag, 2016）。また、特に発展途上国の中小企業は、事業継続、リスク軽減、
危機管理の体制が比較的弱い傾向にある（Han & Nigg, 2011; Asgary et al., 2013; 

Yuwen et al., 2016; Kaya & Uzay, 2017）。

それでも、小企業の中には、制度的支援が限られていたにもかかわらず、過去の経済危機
時に、より安価な代替投入物を探し出し、地元のニッチ市場を開拓し、他の企業と協力して
生産コストを下げ、新技術を共有し、より広範な販売網を形成して市場を拡大することで、
自らのリソースで生き残り、素早く回復する能力を示したところもある。しかし、今回のパ
ンデミックは他に例のない課題をもたらしており、1997年のアジア金融危機や2007年の
グレート・リセッションといった過去の経済危機とは異なっている。具体的には、厳しいロッ
クダウンや健康プロトコルによって企業は需要と供給の同時ショックへの対処を余儀なくさ
れており、感染力の強い新たなコロナウイルス変異株の出現や、ワクチン接種の進展が遅く
地域によって格差があることなど、非常に不確実な外生的要因がこのショックに拍車をかけ
ている。

最近の研究で、パンデミックが小企業に与える影響を調査したものがいくつかある
（Bartik et al., 2020; Bohn et al., 2020; Flaminiano et al., 2020; Kraus et al., 

2020; Zou et al., 2020）。調査結果は、先進国か途上国かを問わず類似している。危機が
始まってから数週間以内にレイオフや事業閉鎖が行われ、閉鎖のリスクは予想される危機の
長さと直接関係しており、ほとんどの小企業は財務的に脆弱で、資金の流動線に対する懸念
の高まりに直面した。パンデミック危機の性質、深刻さ、規模の特異性を踏まえると、小企
業がどのようにそれに対処してきたかや、この長引いている危機がビジネスモデル、利害関
係者との関係、組織行動に長期的な影響を与える可能性が高いかどうかについて、さらなる
調査が必要である。
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戦略的危機対応と起業家志向

Wenzel et al.,（2020）はこのテーマに関する現代研究の集大成において、企業で観察
される戦略的な危機対応について、縮減、忍耐戦略、イノベーション戦略、撤退という4つ
のタイプを挙げている。企業は、危機の全期間や危機の特定の段階に応じて、いずれかのタ
イプの対応を適切だと判断するだろう。短期的には、特に資金流動性リスクに対処するため
に、縮減が必要または不可避であると判断するかもしれない。縮減の目的は、コスト削減
（Pearce & Robbins, 1993）、事業範囲の縮小（Pearce & Robbins, 1994）、複雑さの軽
減、および透明性の向上（Benner & Zenger, 2016; Gartenberg, 2014）である。中期
的には、忍耐戦略を採用し、危機の悪影響を最小限に抑えることで現状を維持し（Wenzel, 

2015）、事業活動をできる限り「通常通り」に近づけることを目指すかもしれない。このよ
うな対応は、危機が長期化すればするほど、リソースの制約によって次第に継続が困難にな
る。危機が長引けば、企業はイノベーション戦略の採用を余儀なくされ、従来とは異なる収
益源の模索、事業範囲の拡大または転換（Reymen et al., 2015）、戦略的再生のための機
会領域の開拓（Wenzel et al., 2020）などを迫られる可能性がある。これらの対応が失敗
したり、さまざまな制約のため効果的に実施できなかったりした場合には、撤退してすべて
の事業活動を停止することが、危機に対応するための最終手段となるかもしれない。

一般的な考えによれば、危機への戦略的対応の選択と選択した戦略の有効性は、リソース
の制約に左右される（Helfat, 1997; Wan & Yui, 2019; Wenzel et al., 2020）。このこ
とは、金融パッケージ、賃金補助、割引融資など、パンデミックの影響を受けた企業の直接
支援を目的とした政府プログラムの導入を促す。一方、企業のプロセス、ポリシー、ひいて
は行動に影響を及ぼす意思決定活動や判断基準に反映される戦略的志向、特に「起業家」志
向も危機に見舞われた企業の存続と成功を左右する可能性があり、ゆえに政府の支援分野と
なり得る。

危機は起業活動を促進することがわかっているため（Ljungkvist & Boers, 2016; 

Doern, 2016）、起業家がどれだけリスクを取り、企業の長期的成長と競争力に向けた戦略
を採用するかは（Covin & Slevin, 1988; Schillo, 2011）、特定の危機に対する企業の戦略
的対応の背後にある重要な要素かもしれない（Boers & Henschel, 2021）。

企業の起業家志向（EO）は一般的に、革新性、積極性、リスクテイクという3つの側面か
ら説明される（Miller, 1983）。革新的な企業は、新たな製品やプロセスにつながる可能性
のある新たなアイデア、実験、創造性に取り組み、それを支援する傾向がある（Lumpkin 

& Dess, 1996）。積極的な企業は、本来の事業範囲にはないような新たな機会を求め、競
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合他社に先駆けて新製品を投入し、ライフサイクルの成熟段階や衰退段階にある活動を排除
する傾向がある（Venkatraman, 1989）。最後に、リスクを厭わない企業は、失敗して高
くつく恐れがかなりあるにもかかわらず、イノベーションを起こすため、あるいは機会を求
めて、大規模で戦略的なリソース投入を進んで行うことが多い（Miller & Friesen, 1978）。

本研究では、Wenzel et al.,（2020）が分類した4つのタイプの戦略的危機対応（縮減、
忍耐、イノベーション、撤退）に基づく枠組みを用いて、コロナのパンデミックに対するフィ
リピンの中小企業の戦略的対応を調査し、起業家志向のレンズを通してそれらの対応を分析
した。

我々は、中小企業が現在進行中の危機の中でどのようにビジネスのアジリティ（機敏性）、
イノベーション、レジリエンス（回復力）を維持または向上させてきたかについて、重要な
洞察を確立した。また、企業の戦略的対応が、従業員からの期待、従業員へのコミットメン
ト、従業員との関係にどのような影響を及ぼしているかも調査した。最後に、中小企業が危
機に対応して戦略的再生を遂げた際に、より包摂的で持続可能なビジネス慣行を採用したか
どうかを検証した。分析を通じて得られた洞察から、中小企業とその従業員がコロナ後に立
ち直り、より良い復興を果たすために必要な支援と環境を提供する上で、地方と国の政府が
果たすべき役割の変化を探った。

データと調査方法

パンデミックに対するフィリピンの中小企業の戦略的危機対応と、それがコロナ後のビジ
ネスの将来に対して、アジリティ、イノベーション、レジリエンスという観点からどのよう
な意味を持つのかをよりよく理解するために、中小企業のオーナー／経営者を対象に定性的
な専門家インタビューを実施し、調査課題に答えてもらった。データ収集のための定性的イ
ンタビューを行うことで、中小企業のオーナー／経営者の主観的な経験や洞察（Graebner 

et al., 2012）を綿密に捉え、各ケースの共通点や相違点（Guest et al., 2006）について
洞察を得ることができた。また、複雑性の中から浮かび上がるテーマをより完全に理解する
ため、中小企業の従業員や政府機関（貿易産業省、労働雇用省労働研究所、タギッグ市政府）
にも定性的な専門家インタビューを行い、中小企業から直接得た定性的データとともに「三
角測量」を実施した（Dana & Dana, 2005）。

データ収集は、既存の文献（Perry, 1998）から導き出され、本研究の開始時に特定され
た関心分野のトピックに焦点を当てた半構造化インタビューを用いて行われた。インタ
ビューは、2021年7月から8月にかけてZoomを通じて実施した。インタビューはすべて、
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訓練を受けたインタビュアーが約1時間かけて行った。

回答者は全員、フィリピンのGDPの約3分の1を占める首都圏の在住者であった。首都
圏は17の隣接する都市と自治体から構成され、総人口は1,350万人に上る。回答者が企業
のトップマネジメントやオーナーを代表する主要な情報提供者であること、企業が中小企
業 2に分類されていること、企業が3大経済セクター（製造業、卸売・小売業、その他のサー
ビス業）のいずれかに属していることを保証するために、有意抽出法（Morse et al., 

2002）を採用した。フィリピンの首都圏では、これらのセクターが経済活動の37%を占め
ている。表1に、インタビューした企業のプロフィールを示す。

本研究では、推奨されているテーマ別分析手法（Fereday & Muir-Cochrane, 2006）
に注意深く従いながら、企業の戦略的危機対応とその影響、および起業家志向という基盤に
関するテーマを明らかにするために、定性的データを繰り返し分析した。

2 中小企業とは、フィリピン政府の定義によると、工業、農業、サービス業に従事し、総資産（土地を除く）
が300万～ 1億フィリピンペソ（6万～ 200万米ドル）、従業員数が10～ 199人の企業を指す（共和国
法第9501号、すなわち中小零細企業マグナカルタ）。
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表1.　回答した中小企業のプロフィール

回答者* 業種 従業員数 設立年 所有形態 回答者の役職

M1 病院用機器の
製造・販売 <50 1951 同族企業 人事担当副社長

兼ビル管理者

S2 飲食業 未回答 2018 同族企業 オーナー

R3 金物・建材の
卸売・小売 48 2001 同族企業 オーナー／

経営者

C4 建設・不動産
開発 26 2017 未回答

オーナー／
社内業務マネー
ジャー

S5 物流
450～
500人
（配達員のみ）

2011 同族企業 オーナー

S6 物流

15人
（配達員か管
理スタッフか
については記
載なし）

2017 同族企業 オーナー

M7

オートバイ・
部品・アクセサ
リーの製造・
小売

90-100 2010 未回答 オペレーション
マネージャー

C8 建設 23-25 2016 同族企業
共同オーナー／
ゼネラルマネー
ジャー

M9
プラスチック包
装製品の製造・
販売

未回答 2015 同族企業 オーナー

S10 人材サービス 15 2017 未回答
オーナー／
マーケティング
ディレクター

R11 GPS機器の
卸売・小売

30人
（正規従業員
および下請け
契約者）

2010 同族企業
オペレーション
＆セールス
マネージャー

R12 屋根材・建材の
卸売・小売

45人
（正規従業員
および下請け
契約者）

1996/1997 同族企業
オーナー／
セールスマネー
ジャー

*M：製造業、R：卸売・小売業、C：建設業、S：その他のサービス業
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表2.　回答した労働者のプロフィール

回答者* 回答者の役職 勤続年数

W1 ゼネラルマネージャー 未回答

W2 ゼネラルマネージャー／共同オーナー 5年

W3 ゼネラルマネージャー 7年

*W：労働者

表3.　回答した政府機関のプロフィール 

回答者* 回答者の役職 政府機関

G1 局長 国家政府（DOLE-BSMED）

G2 アシスタントディレクター 地方政府（タギッグ市事業許可・
ライセンス事務所）

G3 労務・雇用監督研究主任兼部長代理 国家政府（DOLE-ILD）

*G：政府機関
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パンデミック以前のフィリピン経済と中小企業

コロナが発生する前、フィリピン経済は堅調に推移しており、GDP成長率は2012年以降
6～ 7%で安定し、失業率は2019年に5.3%となり、貧困率は2000年以降低下していた
（Asian Development Bank [ADB], 2021; The World Bank, 2021; PSA, 2019）。同
国の財政状況も、2015年以降BBB格で安定している長期ソブリン信用格付けや高水準の総
外貨準備高を踏まえ、比較的競争力があると報告されていた（Edillon, 2020; Bernardo, 

2021）。こうした極めて良好な経済状況を背景に、小企業も活況を呈し、2019年の同国の
GDPへの寄与度は36%と推定された（PSA, 2020）。

パンデミック発生時、フィリピン政府は2020年3月から5月にかけて首都圏を対象に最
初かつ最も厳しいロックダウンを実施した。それ以降、政府は主な対策として、特に主要都
市部を中心に、全国各地でさまざまなレベルの大規模ロックダウンを継続している。これら
のロックダウンによって、人の移動が著しく制限され、「必要不可欠な」産業を除くすべて
の産業が一時的に操業停止、または大幅に縮小された。その結果、フィリピン経済は2020
年に9.5%減という第二次世界大戦後最大のGDPの落ち込みに見舞われた。この減少は
2021年第1四半期（4.2%減）まで続いたが、第2四半期には回復し、11.8%という成長
率を記録した。しかし、デルタ株による新規感染者の急増を受けて、政府は4月に再びマニ
ラ首都圏で最も厳しいロックダウンを実施した。

ほとんどの国と同様に、フィリピンの中小企業も移動制限やサプライチェーンの問題を背
景とする大幅な需要減少によって深刻な影響を受け、資金繰りが悪化し、多くの企業が倒産
寸前にまで追い込まれた。2020年12月に世界銀行がフィリピンの13,000社以上の企業を
対象に実施した調査では、7%が事業を恒久的に閉鎖すると回答した。パンデミック以前は
いずれも高成長セクターだった卸売・小売業、製造業、運輸・倉庫・通信業、教育業、建設
業、観光業、飲食業の中小企業は、特にロックダウンの最初の2カ月間に深刻な打撃を受け
た（Abrigo et al., 2020; Shinozaki & Rao, 2021）。フィリピンでは登録企業の99%以
上が中小企業や零細企業であり、経済全体の雇用の62%を占めている（DTIによるPSAの
引用、2019）。

中小企業とその従業員のための主な政府プログラム

対策として、国家政府は企業に対するコロナの影響を緩和するためにいくつかの措置を導
入した。財務省（2020年）は、小企業とその従業員向けの緊急支援と資金援助に関する条
項を含む、『コロナに対する4つの柱の社会経済戦略』を策定した。DTI（日付不明）は、中
小企業による金融へのアクセスを強化し、中小企業の監督能力と労働能力を向上させ、イノ
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ベーションとデジタル技術の採用を促進し、全体的なビジネス環境を改善するための戦略的
対応を策定した。2020年3月に、危機に対処するための「バヤニハン法（Bayanihan to 

Heal as One Act）」が成立した（Tomacruz, 2020）。この新法における中小企業支援策
としては、1）小企業賃金補助プログラム、2）融資のための信用保証プログラム、3）減税、
4）融資ファシリティ、が挙げられる（ADB, 2021）。また、中小企業公社（SB Corp）は、
中小零細企業、協同組合、観光関連企業を対象に無担保・無利子で融資を行う「コロナ企業
再開支援プログラム」を開始した。同公社の最新の報告によると、中小零細企業34,544社
に支援が提供され、承認総額は2021年9月20日時点で約55億4,000万フィリピンペソ（1
億1,000万米ドル）となっている（SB Corp., 2021）。

コロナ調整措置プログラムや緊急雇用プログラム（Tulong Panghanapbuhay sa 

Ating Disadvantaged/ Displaced Workers）など、影響を受けた労働者向けの支援プ
ログラムも同法に盛り込まれていた（ADB, 2021）。前者のプログラムでは影響を受けた
フォーマルセクターの労働者に5,000フィリピンペソ（100米ドル）の一時支援金と雇用促
進措置が提供され、後者のプログラムではインフォーマルセクターの労働者に臨時賃金雇用
が提供される。2020年9月には、コロナ危機に対処する上での大統領の権限を拡大するた
めに、バヤニハン法第2弾（The Bayanihan to Recover as One Act）が承認された
（Ranada, 2020）。バヤニハン法第2弾では予算として1,655億フィリピンペソ（32億
5,900万米ドル）が計上され、そのうち395億フィリピンペソ（7億7,800万米ドル）が政
府系金融機関に割り当てられて、中小企業への融資サービスの提供やコロナ企業再開支援
（CARES）プログラムの拡充に使用することが承認された。

調査結果

コロナが中小企業の業績に及ぼす直接的な影響

回答したすべての中小企業が、パンデミック前には売上高が黒字で、市場シェアが拡大し
ており、良好な経済見通しを持っていたと答えた。回答者の多くは、製品やサービスに対す
る需要の高まりを受けて、今後2年間の事業拡大や設備投資を計画していた。建設サービス
企業のC4は、2019年後半には政府の道路プロジェクトの落札について非常に楽観的で、
最初のロックダウンの直前には新たな機材の注文を確定する準備ができていた。物流サービ
スのS5とS6も、特に2019年第4四半期に需要が過去最高を記録したため、2020年に車
両を急拡大する計画を立てていた。オートバイ販売会社のR3は、オンラインフードデリバ
リーサービスやオンデマンド型のオートバイ乗客輸送の人気の高まりがオートバイ販売の急
増に寄与し、それを受けてオートバイ部品やアクセサリーを製造することで事業の垂直拡大
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を図ったと述べた。最近フランチャイズ展開を始めた飲食サービスの若手企業であるS2は、
2019年にフランチャイズ2店舗を含む4店舗を新規にオープンしたと述べた。

2020年3月に最初のロックダウンが宣言されたとき（その後、さまざまな厳しさのレベ
ルのロックダウンが続くことになる）、回答したほぼすべての中小企業が数週間にわたって
売上高の大幅な減少に見舞われ、その結果、2020年第2四半期には財務状況が悪化した。
人の移動と事業活動の制限に加え、新型コロナウイルスの感染拡大を巡る不安や不透明感も
重なって、回答したすべての中小企業は自主的に、または政府の指示に従い、数日から数週
間にわたって一時的に事業を停止した。限定的な規模での事業再開が徐々に認められるよう
になると、多くの中小企業は、政府が定めた厳しい衛生プロトコルやソーシャルディスタン
ス措置に対処するのは難しく、コストもかかることに気がついた。企業は、オフィスや店舗
に物理的な障壁を設置し、手指消毒剤、殺菌剤、基本的な医療器具（体温計など）を購入し、
従業員に個人防護具（PPE）を与え、必要に応じて新型コロナウイルスの診断検査費用を負
担しなければならなかったのである。これらの追加費用に加え、売上高の大幅な減少も相
まって、ほとんどの中小企業は2020年第2四半期に資金流動性リスクの問題に直面した。

x第3四半期から第4四半期にかけて制限がさらに緩和され始めると、ほとんどの中小企
業は、危機や新たな市場環境に対してさまざまな戦略的対応を取ることで、徐々に事業の勢
いを取り戻していった。ほとんどの中小企業は、売上高が第4四半期までに徐々に回復した
ものの、まだパンデミック前の水準には戻っていないと報告している。回答した一部の中小
企業、特に（最も厳しいレベルのロックダウン期間中も政府によってフル操業が許可されて
いた）建設サービス業の企業は、2020年通年の総売上高が前年を上回ったと報告した。病
院用機器の製造・販売事業を行っている別の企業（M1）も、2020年の売上高が前年を上回っ
たと報告した。しかし、これらは顕著な例外であり、ほとんどの中小企業は、インタビュー
が行われた2021年第3四半期までには良好な見通しを持つようになった企業でさえ、
2020年は事業にとって「悪い」年であったと回答している。
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中小企業が取った危機対応戦略

コロナのパンデミックは、どの企業もこれまでに経験したことがなく、予想もしていな
かった危機だった。この危機の新規性に拍車をかけたのは、人の移動、サプライチェーン、
顧客行動にもたらした深刻かつ長期的な影響である。インタビューから明らかになったの
は、中小企業がパンデミックを、Cater & Beal（2014）が「組織に重大な影響を及ぼし、
不確実性が高く、意思決定の緊急性を感じる、予想の難しい状況」と表現したような危機と
捉えていることだ。

企業は危機管理プロセスにおいて、検知、発生、回復、解決という一連の段階を経る（Hong 

et al, 2012）。危機が迫っている兆候を早期に検知できれば、悪影響を軽減するための予防
措置を講じることができるかもしれない。しかし、2020年1月の時点で、中国におけるコ
ロナの状況から悪影響を予見していたのは1社（C8）だけであった。当時、WHOはまだコ
ロナをパンデミックと宣言しておらず、フィリピンで最初のロックダウンが実施されたのは
この2カ月後であった。同社のオーナーは、中国からの物資の出荷が遅れる可能性があるた
め、建設プロジェクトの遅延を予見していた。同社はプロジェクトの遅延を見越して資金流
動性を高めるために、手元資金の調整に着手した。インタビューした他のすべての中小企業
は、2020年3月にロックダウンが始まったときに不意を突かれ、資金流動性と従業員の健
康を守るために極めて短い期間内に即座に行動を起こす必要に迫られた。

1. ほとんどの中小企業は、緊急の資金流動性問題に対処するために縮減戦略を採用した。

売上高の減少に、ソーシャルディスタンス措置や衛生プロトコルにかかる追加費用が
輪をかけ、回答したすべての中小企業が危機のさまざまな段階で資金流動性の逼迫に見
舞われた。ほとんどの中小企業では、特にパンデミックの最初の3カ月間に、キャッ
シュフローが圧迫された。物流業界のある中小企業（S6）は、フィリピン政府によって
必要不可欠な産業に分類され、フル操業が許可されていたにもかかわらず、2020年第
2四半期はビジネスにとって「悪夢」だったと述べている。同社の回答によれば、物流
会社はフル操業を許可されていたものの、大手顧客はそうではなかったため、ロックダ
ウンの最初の1カ月間は資金繰りに非常に苦しんだ。他の2社（R3、M7）は、2020
年第2四半期には1カ月以上にわたって売上高がゼロとなり、大きな資金流動性ギャッ
プが生じたと報告している。

特にパンデミックの最初の6カ月間は、すべての企業が縮減またはコスト削減戦略を
取っていた。ほとんどの中小企業にとって、これは政府の規制によって事業規模の縮小
を強いられたことの直接的な結果であった。ほとんどの中小企業は給与（C4、S5、
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M7、S10、R11）やボーナス（S5、M9）を引き下げ、一部の従業員を一時帰休させた
ところもあった（R3、S5、S6）。すべての企業が政府の夜間外出禁止令に従い営業時
間の短縮を余儀なくされた。ある企業（R11）は販売チームを完全に解散し、オーナー
経営者が主にソーシャルメディアプラットフォームを利用したマーケティングと販売の
全責任を負うという思い切った措置を講じた。

資金流動性ギャップを埋めるために、中小企業12社中3社（R3、S6、C8）がオーナー
やオーナー家族の個人貯蓄からの借り入れに頼った。銀行から商業ローンを受けた中小
企業は1社（S6）のみであった。インタビューした中小企業のうち、政府から金融支援
や補助金付き融資を受けたところはなかった。

2. 従業員の福祉を守ることは、危機を乗り越えようとする中小企業にとって最優先事項で
あった。

極めて厳しい市場環境の下で損失削減を強く迫られているにもかかわらず、すべての
中小企業はできるだけ多くの、あるいは可能であればすべての従業員の完全雇用または
部分雇用を維持することを優先させた。また、どの企業も従業員の健康を守るための具
体的な対策を講じ、感染リスクを最小限に抑えるために、保健衛生設備や備品、新型コ
ロナウイルス検査、専用シャトルバス、現場での宿泊施設といった追加費用を度々負担
した。これらの規定の一部は政府によって義務付けられたものであったが、多くの中小
企業は従業員の健康と福祉を守るためにそれ以上のことを行った。ある中小企業（M1）
は従業員全員にビタミン剤の支給を開始し、他の企業（R3、C8）はロックダウンのピー
ク時に従業員の家族向けに食料品を無料で配布した。ある物流企業（S6）は資金を投じ、
「ライダー」や配達員全員を対象に健康プロトコルのトレーニングを実施した。別の企
業（C8）は、コロナに感染した従業員に金銭的援助を行った。回答した中小企業のこの
ような行動は、より大規模な非同族企業と比べ、小規模な同族企業の方が従業員に対し
て責任ある行動を取るという一般通念を反映している（Chrisman et al., 2005; Dyer 

& Whetten, 2006）。

3.  中小企業は、従来型ではない就労制度を導入し、デジタル生産性ツールやコミュニケー
ションツールを最大限に利用することで危機に耐えた。

2020年3月から4月にかけて、一部の企業（C8、R3、M7）は1カ月以上にわたっ
て業務を完全に停止したものの、回答したすべての中小企業は、通常の活動を維持する
か、できるだけ早く通常業務に戻ることを目的とした忍耐戦略を採用し、事業の継続性
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を確保しようとした。

政府からの指示に従い、また感染リスクを最小限に抑えるために、すべての企業は最
初のロックダウンの後、現場以外で直ちに行える業務についてリモートワーク体制を整
えた。当初は主に管理業務やバックオフィス業務が対象であったが、その後、徐々に販
売業務やマーケティング業務も含まれるようになった。一部の企業（C8、S2）は、テ
レワークを可能にするために新たなコンピューターやソフトウェアに投資しなければな
らなかった。すべての企業が、社内外のコミュニケーションのために、Eメール、
SMS、インスタントメッセージ、ビデオ会議といったデジタル通信チャネルの導入と
利用を強化した。卸売・小売業（R3、R12）と製造業（M1、M7、M9）の中小企業は、
顧客の注文を受けるための主なツールとしてインスタントメッセージ（Viber、
Facebook Messenger、WeChatなど）を利用した。

しかし、ほとんどの中小企業は、すべての業務をリモートで行えるわけではないと回
答している。ある建設・建築設計会社（C8）は、現場での作業が必要な労働者には宿泊
施設や特別手当を支給し、従業員（建築家やエンジニア）に現場でプロジェクト作業を
させた方がリモートで作業させるよりも効率が良いと考え、追加報酬でインセンティブ
を与えた。

最も厳しいレベルのロックダウン期間中に政府が夜間外出禁止令を出したため、一部
の中小企業は従業員が外出禁止時刻の前に帰宅できるよう、営業時間の短縮を余儀なく
された。あるプラスチック製造企業（M9）は、2020年第3四半期までにプラスチック
包装製品の需要が急増し始めたため、工場の操業時間を1日11時間からわずか8時間
に短縮しながらも、日々の生産ノルマの増加に対応しなければならなかったと述べた。
同社のオーナー経営者によれば、工場の操業時間を短縮したにもかかわらず日々のノル
マを達成できたのは、生産工程の合理化と目標達成に向けた従業員の献身のおかげであ
る。

ほとんどの企業は、事業活動の変更の一部について、もともとは単なる危機対応を目
的としていた戦略から転換し、効率性の向上を実現した後も恒久的または半恒久的に維
持するつもりだと回答した。

4. 中小企業はデジタルトランスフォーメーションを通じて、短期的および長期的なビジネ
スプロセスのイノベーションを行った。

回答した中小企業が危機の間に行ったプロセス改善はいずれもデジタル化を伴うもの
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であり、すべての中小企業が事業のさまざまな側面でデジタル化が進んだと報告してい
る。一部の企業（R3、M7、S11）は重要なビジネスプロセスに導入した変更について
少なくとも危機が終わるまで半恒久的に続くものと考えており、さらに多くの企業
（M1、S2、C4、C8、M9、R12）はプロセスイノベーションをパンデミック後も恒久
的に維持する意向である。

デジタル取引とeコマースは危機の間、中小企業にとって生命線となった。特にマー
ケティング活動や新たな流通チャネルの確立のために、多くの企業が中核事業の主要な
要素をオンラインに移行した。これまでは概して小売店舗や対面販売といった物理的
チャネルを通じて顧客にアプローチしていた企業は、ロックダウンによって移動が厳し
く制限された顧客や対面での取引をためらう顧客にアプローチするための別の方法を模
索し、製品やサービスのマーケティングや流通において素早くマルチチャネルアプロー
チを採用した。すべての企業で、Eメール、ウェブサイト、電話／ SMS、インスタン
トメッセージ、オンラインマーケットプレイス、オンデマンド配送サービスといった代
替チャネルを介した取引が増加した。当初はデジタルチャネルの利用に消極的だった中
小企業も、顧客がデジタル空間に移動したため、受動的な適応を余儀なくされた。ある
金物・建材の卸売・小売業者（R3）は、最初のロックダウンが実施された数日後から、オー
ナーや店長の個人的なソーシャルメディア・アカウントを通じてSMSやインスタント
メッセージで多くの問い合わせや注文が寄せられ始めたことに驚いた。物資を必要とし
ている常連客は、実店舗が閉まっている間の連絡方法や注文方法を探したのである。実
店舗が再開した後も、新規注文の大半は引き続きインスタントメッセージやEメールに
よるデジタル取引で行われた。

回答した中小企業の半数（S2、C4、M7、C8、R11、R12）が、プロモーションや
販売のためにソーシャルメディアを幅広く利用し始めた。直営9店舗とフランチャイズ
5店舗のキオスクでミルクティーを販売しているある企業（S2）は、2018年の事業開
始以来、ソーシャルメディアを積極的に活用しており、Facebookや Instagramを
使って商品を宣伝したり、顧客に写真のオンライン投稿や共有を呼びかけたりしてい
る。パンデミックが始まったとき、同社はソーシャルメディア広告の予算を3倍に増や
した。そして制限が緩和された後も、注文の70%は引き続きオンラインのフードデリ
バリーサービスを通じて行われている。パンデミック前の主要顧客が地方自治体だった
建設サービス企業は、ソーシャルメディアを利用して個人顧客にサービスを売り込み、
それ以来、住宅リフォームという新たな市場を開拓している。全地球測位システム
（GPS）機器を他の企業に販売していた別の中小企業は、小規模な販売チームを完全に
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解散し、オーナー経営者が主にトラック運送会社や配送業者を対象としたソーシャルメ
ディア・キャンペーンを通じて、すべての販売およびマーケティング活動をコントロー
ルするようになった。

オンラインマーケットプレイスでのeコマースに移行した企業（S2、M7）は、会計
や決済管理など他の業務でも大幅な変更を強いられた。ほとんどの企業は、電子送金な
どのデジタル決済も受け入れ始めた。また、在庫をリモートで管理できるようにする必
要性から、一部の製造業企業（M1、M9）はついにアナログの手書きの紙台帳からデジ
タル在庫管理システムへの移行を余儀なくされた。

中小企業が導入したプロセスイノベーション、すなわちデジタル生産性ツールやコ
ミュニケーションツールの利用、マルチチャネルマーケティング戦略の拡大、販売と流
通のオンラインプラットフォームへの移行、会計・在庫管理システムのデジタル化、デ
ジタル決済の採用などは、能動的か受動的かを問わず、短期的にはロックダウンレベル
の頻繁な変更に対するビジネスのレジリエンスを高め、結果として長期的には将来の危
機に対するレジリエンスを高めている。

5. 一部の中小企業は、コストや自社のコアコンピタンスの移転可能性に関する不確実性か
ら、完全なデジタル化やeコマースに依然として不安を抱いている。

デジタルコミュニケーションツールの利用拡大やリモートワーク体制の導入は、中小
企業が危機を乗り越えて事業を維持するのに役立ったものの、販売やマーケティングな
どテレワーク可能な業務であっても、対面や現場での業務に戻る意向を明示した企業も
あった。オートバイ部品およびアクセサリーの製造小売企業（M7）は、販売チームの
対人スキルと知識こそが競争上の優位性であり、eコマースではそれを最大限発揮する
ことができないと主張している。同様に、別の製造業企業（M9）も、ビデオ会議や製
品カタログを利用するよりも直接営業電話した方が、包装製品の紹介や顧客とのカスタ
マイズ相談が効果的に行えたと述べた。同社は、対面での販売や顧客との打ち合わせが
可能になり次第、再びそれを優先させるつもりである。

金物・建材の卸売・小売業を営むある中小企業（R3）は、販売およびマーケティング
活動のデジタル化をごく最小限に抑えた（すなわち、常連客からの受注や銀行振込の確
認にEメールやインスタントメッセージ／ SMSを採用するのみにとどめた）。同社はe
コマースの可能性を認識しており、すでにオンラインマーケットプレイスで活動してい
る競合他社がいることも承知していたが、eコマースに移行すると、これまで長年かけ
て築いてきた社会資本や常連客／請負業者の信頼できるネットワークを活用できなくな
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ると感じていた。この同族企業の2代目のオーナー経営者は、オンラインストアの開設
やデジタル販促資料の制作にかかる費用を負担することにも消極的だった。「オンライ
ンに移行する前に、学ばなければならないことや準備しなければならないことがたくさ
んある。（中略）まだ準備ができておらず、そのための心構えもできていない」とオーナー
経営者は説明した。

6. 中小企業は不確実性に直面してアジリティが高まった。

Tahmasebifard（2017）はアジリティの本質を、「変化を感知して素早く対応でき
ること」と述べている。過去16カ月の間にさまざまな形のロックダウンが実施され、
規制の強化と緩和が繰り返されたことで、企業は危機の検知、発生、復旧、解決という
危機管理プロセスを何度も経てきた。新たなロックダウンはそれぞれ、より大きなパン
デミックという危機が進む中でのミニ危機であった。ロックダウンの状況が変わるたび
に、企業は新たな営業時間や現場での人数制限に迅速に対応しなければならず、これが
必要な人員、ワークフロー、現場のレイアウトに影響を与えた。その結果、企業は反応
を速め、より迅速に適応することを学んだ。また、事業環境の変化に素早く対応するた
めに、市場情報の収集、地方自治体との連携、顧客やサプライヤーとの密接なコミュニ
ケーションにも、より積極的になっている。

中小企業は、規制の緩和や強化が行われるたびに準備を整えるのがうまくなり、事業
運営を維持し、業務の中断を最小限に抑えつつ政府のプロトコル見直しに応じて必要な
調整を行えるようになったと報告した。ある中小企業（M1）は特に、過去1年間の経
験から、すでに各レベルのロックダウンにおける事業運営の「概念実証」が確立されて
いるため、もはやロックダウンレベルの頻繁な変更やガイドラインの修正を気にしなく
なったと述べている。

中小企業は、急速かつ頻繁に変化する市場環境に対するアジリティと対応力の源泉と
して、トップの迅速な意思決定（M1、C4、R11）や、従業員に影響を与える重要な経
営判断に関する透明性（C4、M9）を挙げた。

7. 一部の中小企業は、ビジネスモデルのイノベーションや製品のイノベーションを通じ
て、新たな市場機会や顧客を積極的に求めた。

市場環境が激動していたにもかかわらず、多くの中小企業は危機の中で積極的な（す
なわち機会追求型の）リスクテイク行動を取った。いくつかの中小企業は、新たなマー
ケティングや流通チャネルへの移行（S2、C4、R7、C8、M9、R11、R12）、サービ
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ス地域の拡大（R3）、新規の高額B2B顧客へのアプローチ（M1、S6、C8）などにより、
積極的に新たな市場や顧客セグメントを開拓した。回答した中小企業のほとんどにとっ
て、eコマースは顧客基盤を拡大し、地理的に新規市場を開拓するためのプラット
フォームとして大きな役割を果たした。

パンデミックにもかかわらず自社製品に対する需要が高まっていることに後押しされ
て、一部の中小企業（S2、R3、M9）は設備投資を増やし、配送用のバン／トラック、
設備、さらには実店舗などの物的資産に投資した。新たな物的資産に投資した中小企業
3社はいずれも、自社製品の新たな市場や顧客セグメントの獲得に成功した。ミルク
ティー飲料事業を営むある中小企業（S2）は、オンデマンドフードデリバリーサービス
（GrabやFoodpanda）と提携するとともに、商品の認知度を高めるためにソーシャ
ルメディアでのマーケティングや広告キャンペーンに多額の投資を行った。パンデミッ
ク以前はショッピングモールに来た人や交通ハブを利用する通勤客が主な顧客基盤で
あった同社は、自分や家族のために自宅から注文するようになった顧客をターゲットに
した新商品も投入した。具体的には、自分で作れるミルクティーキットやシェアしやす
い大きめのサイズのドリンク、そしてミルクティーに合うスナック類を新たに発売した
のである。金物・建材の卸売・小売業を営む別の企業は、常連の建設業者からの紹介で
新規顧客を獲得した。この新たな建設業者は首都圏以外の地域で建設プロジェクトを
持っており、地元のサプライヤーでは対応できない供給不足に直面していたのである。
最後に、プラスチック包装製品の製造業者（M9）は、テイクアウトやデリバリーサー
ビス用の食品安全包装の需要が高い飲食店で、新たな顧客セグメントが急成長している
ことに気がついた。

新たな市場や顧客セグメントを追求するための中核的なビジネスプロセスや製品のイ
ノベーションによって、一部の中小企業のビジネスモデルは変貌を遂げた。ミルク
ティー飲料企業（S2）は、eコマースに移行し、オンデマンドフードデリバリーサービ
スと提携したことで危機の間に売上を大きく伸ばしただけでなく、過去1年間で新たに
3店舗のフランチャイズ販売に成功した。同社のオーナー経営者は、フランチャイズモ
デルが成功した要因として、このフランチャイズモデルが約束する投資回収（ROI）の
早さ、特にオンサイト（飲食施設を備えたフルサイズの店舗／飲食店）からオンデマン
ドフードデリバリー販売（キオスクやクラウドキッチン）への移行によって必要な初期
資本投資が激減したことを挙げている。別の建設サービス企業（C8）は、新たな設備を
導入し、住宅用不動産の開発とリフォームのための新たなプロジェクト設計・実施シス
テムと戦略を採用する必要に迫られた。オーナー経営者はこれについて、パンデミック
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前に注力していた政府の道路建設プロジェクトとはまったく異なると指摘している。あ
る物流企業（S6）は、パンデミック前には主に銀行向けに書類配送サービスを提供して
いたが、eコマース企業の要求に応えるために、標準的な業務手順の見直しや設備の更
新を行っているところだと報告した。同社は、オンラインバンキングへの急速な移行に
伴い、主要顧客からの需要の激減に見舞われた。

危機の間に中小企業が採用したビジネスモデルの変更は、ほとんどが恒久的な変更と
して意図されていた。しかし、GPS機器の卸売・小売業を営むある企業（R11）は、一
時的に業務の一部をオンデマンドフードデリバリーサービスの下請け業務に転換したも
のの、売上や販売したGPS機器の設置作業は低調なままである。オーナー経営者は、「こ
れによって従業員の雇用を維持することができた。解雇するよりはましだ」と説明した。

8. 中小企業は、より良い復興を目指して組織のレジリエンスを培った。

ほとんどの中小企業は、特に2020年に実施されたロックダウンの最初の2カ月間に
パンデミックがもたらした未曾有の影響と政府が採用した厳しい軽減措置に直面した
が、回答したすべての中小企業は回復について楽観的で、2021年第4四半期または
2022年序盤に持ち直す可能性を見込んでいた。大半の企業は危機の初期にコスト削減
や資金流動性維持のための戦略を迅速に採用し、多くの場合は給与カットや従業員のレ
イオフなど短期的には重大な影響が出たものの、長期的には事業の持続可能性を確保す
ることに専念し続けた。インタビューしたオーナー／経営者は誰も事業からの撤退を考
えておらず、ほぼすべての回答者は「自分を頼りにしている人々」（すなわち、従業員
やその家族）のために事業を継続する決意を表明した。

中小企業は、ソーシャルディスタンスや集会に関する政府の厳しいガイドラインに従
う上で導入を余儀なくされた新たな就労制度を補完するために、デジタル化を迅速に採
用もしくは加速させた。多くの中小企業がビジネスプロセスのイノベーション、新製品
の導入、ビジネスモデル全体の変更を行った主な目的は、危機を乗り切り、顧客需要の
減少とリソース供給の逼迫という双子の圧力に耐え抜くことにあった。しかし、危機が
何カ月も続き、企業が新たな市場環境で足掛かりを見出し始めたり、頻繁に変化する状
況に対応するためのアジリティを高めたりするのに伴い、多くの中小企業はこれらのイ
ノベーションを恒久的または半恒久的なものにしている。具体的には、eコマースの導
入、マルチチャネルまたはオムニチャネル・マーケティングへの移行、在庫管理システ
ムのデジタル化、顧客基盤の多様化などである。

これらの変化によってもたらされた効率性の向上や価値創造の可能性増大を認識し、
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ほとんどのオーナー経営者（M1、S2、R3、C4、S6、C8、M9、R11）は、危機の間
に開始した新たなビジネスの方向性を追求するために、パンデミック後の将来の計画を
策定し始めている。これらの企業はいずれも強い起業家志向を示しており、積極的な機
会追求行動（S2、R3、C4、S6、C8、M9）、革新性（M1、S2、R11）、リスクテイク
意欲（M1、R3、C4、M9）を特徴としている。

9. 中小企業は雇用主としての役割の拡大を受け入れている。

労働者に対する政府からの直接的な支援がほとんどあるいはまったくない状況で、中
小企業は雇用主として責任拡大の一環として、従業員の健康、福祉、所得保障を優先し
た。中小企業は、従業員を感染から守り、コロナについて教育し、できるだけ早くワク
チン接種を行い、危機を乗り切るために必要最低限の所得を確保する役割を引き受け
た。ほとんどの企業は、従業員に支払う給与の遅延や減額をできるだけ発生させないこ
とを主な目的として、資金流動性を確保するために財務調整を行った。

政府の失業給付や社会支援プログラムがないことから、従業員が職や収入を失えば、
生きていくのが非常に困難になることを中小企業は理解していた。ある中小企業（S6）
は極度の資金流動性逼迫に直面し、数人の従業員を一時帰休せざるを得なかったが、地
元のビジネスネットワークを利用して、離職者が臨時雇用を見つけるのを支援した。別
の企業（R11）は、従業員の雇用を維持するために、一時的に新規事業に乗り出した。

パンデミック発生後、すべての中小企業が政府に要請された従業員の健康保護とコロ
ナ予防措置にかかる追加費用を負担したものの、多くの中小企業はビタミン剤（M1、
M9）や食料品（M1、S2、R3、S6、M7、C8）の提供など、求められた以上のことを行っ
た。

パンデミック中に開始されたこれらの取り組みは、パンデミック後に中小企業が従業
員のために行うこと、そして従業員が雇用主に期待することの恒久的な特徴となるかも
しれない。製造業企業（M1）のオーナー経営者は、強化された労働安全衛生慣行や従
業員への支援をパンデミック後も継続する意向を示し、次のように述べた。「コロナは、
従業員がいなければ何もできないことを教えてくれた。そして、誰かが病気になると業
務に支障をきたす。コロナの収束後もこのような健康プロトコルを継続し、病院への納
品時にマスクの着用を義務付けたり、ビタミン剤を提供したりすることで、従業員の健
康を維持していく」。同社は、従業員向けの一般的な安全衛生啓発活動も継続する意向
である。
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従業員全員（C8、M9）またはコロナ感染者（R11）に現金給付を行った企業もあれば、
正規従業員に現金前貸しや給与ローンを提供した企業（M1、C4、S5）もあった。従業
員、特に最低賃金労働者にとって、病気になった家族の医療費のために銀行などの金融
機関から借りられる融資が非常に限られていることを認識し、一部の中小企業は自らの
資金流動性に制約があり、金融資本へのアクセスが限られているにもかかわらず、困っ
ている従業員に融資を行う責任があると考えた。

これらの行動は、小企業、特に同族企業は大企業と比べて従業員に対してより責任の
ある行動を取る傾向があり（Chrisman et al., 2005）、良好な職場環境や心理的環境
を通じて従業員エンゲージメントを維持し（Azouri et al., 2013）、純粋に経済性や利
益だけを追求するのではない価値観に沿った戦略的決定を行う（Dyer & Whetten, 

2006）、という他の研究の所見と合致している。

職場での業務を制限する政府指令に従ってリモートワークを可能にし、支援するため
に、中小企業は従業員にパソコンやモバイル機器を支給するための追加費用を負担した
（C8、W3）。中には、従業員の電気代やインターネット利用料を補償している中小企業
もある（W2）。中小企業の従業員は、外的要因によって企業が業務を大幅に変更し、一
定のコスト削減策を採用する必要に迫られていることを認識し、パンデミックに対する
企業の戦略的対応を概ね受け入れた（W2、W3）。

パンデミックのせいで、中小企業は従業員に対してより大きな責任を負わなければな
らなくなった。中小企業はこの役割を進んで引き受けているように見えるが、このよう
な役割の拡大は中小企業にさらなる圧力を加え、長期的にはその存続と成長にマイナス
影響を及ぼしかねない。
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10. 中小企業は、パンデミックへの対応における国や地方自治体の連携強化を求めている。

多くの中小企業は、特にロックダウンの最初の2カ月間における混乱の主な原因とし
て、各地方自治体間の連携不足と、国からの指令の不均一な実施を挙げた。政府から明
確かつ完全な情報が提供されなかったことで、コミュニティ隔離ガイドラインがさまざ
まに解釈される結果となり、中小企業の業務やサプライチェーンに悪影響が及び、企業
や消費者の信頼感も損なわれた。

ある病院・医療機器メーカー（M1）は、特に首都圏外で配送車両が地方政府の境界
を越えるたびに何度も道路検問を受けたため配送の遅れが数カ月間続き、そのせいでサ
プライチェーンの問題に直面したと報告した。そのときのロックダウンのレベルに応じ
てどのような配送が許可されているのか、地方自治体によって解釈が異なるため、不必
要な遅れが生じたのである。他の中小企業は、一部の都市や自治体では国からの指令に
加えて地方条例も施行されており、それが時には国の指令と矛盾していることも指摘し
た。一部の中小企業（M1、R12）は、ビジネス（配送、設置、支店運営など）を行って
いる都市や自治体に応じて最低限の要件のみを適用することで、潜在的なコスト削減効
果を得ている。しかし、一般的には、政府指令に関する完全な情報がなければ戦略的決
定を下すことはできないため、プロトコルやその実施の不整合は企業の業務や意思決定
に悪影響を及ぼした。

新たな変異株によってコロナ感染者数が何度も急増した結果として、ロックダウンの
強化と緩和が繰り返されることは予想されていたものの、ロックダウンのレベルによっ
てルールが頻繁に変わることも、中小企業にとってもう1つの不確実要因であった。中
長期的な戦略の策定が困難になったのは、コミュニティ隔離措置のさまざまなレベルに
応じてどのような業務が許されるかが予測できなかったせいである。このような政策に
起因する不確実性は、危機の間、中小企業のオーナー経営者のリスク認識を悪化させ、
起業活動を妨げ、イノベーションを阻害した。パンデミック前に事業拡大計画を立てて
いた中小企業（M1）は、不確実性が続く中、その計画を保留している。
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政策提言

中小企業が危機から回復するための政府支援

国や地方自治体がパンデミック中に中小企業の支援を目的としたプログラムをいくつか立
ち上げたにもかかわらず、回答した中小企業のうち、地方自治体や国の政府機関から直接支
援や資金援助を受けたと答えた企業はなかった。ただし、いくつかの企業は一部の従業員が
政府の社会改善プログラムを通じて現金給付を受けたと報告した。

中小企業は、16カ月に及ぶパンデミック危機を乗り越え、従業員の福祉に関してより大
きな責任を負いながら、ほぼ自力で生き残った。事業の中断や限定的な需要を背景に財務の
健全性が強く圧迫されたため、一部の中小企業はオーナーの個人貯蓄など、代わりの資金源
に頼らざるを得なかった（R3、S6、C8）。中小企業は一般的に、危機時には銀行からリス
クが高いと見なされるため、短期借入であっても金利の引き上げなど与信条件の厳格化に直
面する（Piette & Zachary, 2015; Nugent & Yhee, 2002）。多くの中小企業はすでに、
利用可能な金融資本の源泉を過去16カ月の間にすべて使い果たしている。ある物流企業
（S6）のオーナー経営者は、事業を維持するためにすでに自宅を抵当に入れることを余儀な
くされており、状況がさらに悪化すれば会社にとって他に利用可能な資金源は残されていな
いと嘆いた。

中小零細企業への融資を目的とした現在の政府の取り組みを拡大し、より多くの企業を受
け入れる必要がある。同時に、政府は利用可能なプログラムや支援に対する企業の認知度を
高め、要件を最小限に抑えて融資プロセスを迅速化することで、補助金付き融資へのアクセ
スを促進しなければならない。アジアン・インスティテュート・オブ・マネジメントが
2021年4月に首都圏と近隣のカラバルソン地域（バタンガス州、カビテ州、ラグナ州、ケ
ソン州、リサール州で構成される）の中小零細企業677社を対象に実施した調査では、
61%の企業がフル操業を再開または維持するためには10万フィリピンペソ（2,000米ドル）
以上の資金が必要だと答えた（Flaminiano et al., 2021）。また、2021年4月と（最初の
ロックダウン実施から半年後の）2020年9月の状況を比較すると、調査対象企業の財務状
況が悪化していることもわかった。2020年9月には、通常操業に戻るのに2,000米ドル以
上の資金が必要だと答えた企業は32%に過ぎなかった。

多くの中小企業が資金流動性の制約を緩和するためにすでに融資を受けていることを考え
ると、政府は新規または未払い債務を抱える企業を対象とした暫定的な減税や信用供与を検
討してもよいだろう。パンデミックの初期には、中小零細企業向けのすべての融資残高につ
いて短期間の返済猶予期間が義務付けられていたが、融資の返済と猶予期間後に受けた新規
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融資が、長引く危機を通じて中小企業の財務を大きく圧迫している。

回答した中小企業は、直接的な資金援助に加え、今年度の納税の延期を提案した。政府は
パンデミックの間、事業許可の更新やその他の健康に関連しないコンプライアンス要件につ
いて、簡略化した手続きや免除の採用を検討することもできる。規制遵守のための時間とコ
ストの節約は、中小企業の厳しいリソース制約を緩和するのに役立つ。

危機耐性の構築と持続的イノベーションのための政府支援

ほとんどの中小企業は、パンデミック危機が事業に及ぼす悪影響の大きさと期間を予想し
ていなかった。2021年にAIM RSN競争力政策センターが調査した首都圏および近隣のカ
ラバルソン地域の中小企業のうち、パンデミック以前から事業継続計画（BCP）を策定して
いたのはわずか17%であった。BCPを策定していない理由の上位には、経営陣の支援の不
足、技術的ノウハウの不足、リソースの不足が挙げられている（Flaminano et al., 

2021）。政府は、BCPの全国的な利用を促進するための明確な政策を策定し、BCPの認知
度を高めるための公的なキャンペーンやセミナーを実施しなければならない。さらに、BCP
導入のために金銭的なインセンティブを与えることもできる。

危機を受けて、多くの企業は従来の市場における需要減少を補うために、積極的に新たな
商機を求め、顧客基盤を多様化し、新製品を投入した。一部の企業は、デジタルツールやオ
ンラインサービスの導入を通じて、特に販売、マーケティング、在庫管理などの主要なビジ
ネスプロセスや活動のイノベーションに成功した。これらのイノベーションの多くは主に
ロックダウン規制の中で短期的に事業や収益生成を維持するために導入されたものだが、効
率性の向上や新規市場へのアクセスが実現したことで、ほとんどの中小企業は最近のイノ
ベーションの少なくともいくつかを恒久化するよう促されている。

このようなイノベーションのほとんどは、ビジネスプロセスのデジタル化が伴う。しかし、
多くの小企業にとっては、デジタル化に必要な追加コストや設備投資が本格導入の大きな障
害となっている。今後の政府補助金や融資は、企業のイノベーションやデジタル化を直接支
援または持続させる方向にシフトしていくかもしれない。これまで自力で危機を乗り切って
きた多くの企業にとって、単なる生き残りや回復のための政府支援の時期はすでに過ぎてい
る可能性が高いため、このような軸足の転換を推奨したい。したがって、より良い復興を目
指して支援を行えば、より大きな価値がもたらされるだろう。

イノベーションは、企業とその経営者の起業家志向によって支えられている（Majdouline 

et al., 2020）。言い換えると、新たな機会を積極的に求め、新製品や新市場につながるよ
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うな新たなアイデアを試すことに前向きで、その過程でかなりのリスクを取ることを厭わな
い企業は、より多くのイノベーションを起こす傾向がある。このような起業家志向は、行動
や状況の変化に伴い進化する（Boers & Henschel, 2021）。パンデミックによって、多く
の企業はこの未曾有の危機が起きる前よりも革新的かつ積極的になり、進んでリスクを取る
ことを余儀なくされた。政府は、起業活動を可能にする環境を支援することで、中小企業の
高まった起業家志向を育てるための措置を講じなければならない。政府は、存続するために
資金流動性を必要としている中小企業や、新規事業、事業拡大、デジタルトランスフォー
メーションに投資する用意のある中小企業の金融アクセスを支援する必要がある。

イノベーションやリスクテイクを支える起業家精神や起業文化の育成は、起業家政策にお
いて最も困難で時間のかかる側面の1つだ。パンデミックを受けて多くの企業はこのプロセ
スを活性化させており、政府は危機の「創造的破壊」効果を活用する機会を最大限に生かし、
生産的な起業家精神を再び上昇軌道に乗せるために支援しなければならない。

デジタルトランスフォーメーションとeコマース導入のための政府支援

デジタルコミュニケーションと生産性ツールの利用、およびeコマースへの移行は、中小
企業が危機を乗り切るための重要な手段となった。実証研究によれば、企業の間でeコマー
スやインターネット広告の導入が広がることで、業績の改善（Zhu & Kraemer, 2005; 

Beshesti & Salehi-Sangari, 2007; Salwani et al., 2009）、売上高の増加（Harfoushi 

et al., 2013）、従業員の効率性と企業利益の向上（Jahanshahi et al., 2012）といったプ
ラス効果が得られる。しかし、中小企業の中には事業のデジタルトランスフォーメーション
に成功しているところもあるが、資金や人的資本の不足により、基本的なプロセスのデジタ
ル化にさえ苦労し続けているところもある。デジタル化やeコマースの導入には、コン
ピューターやスマートモバイル機器、ソフトウェアへの投資、および従業員のトレーニング
が必要である。また、一部の中小企業は、eコマースに関する情報が不足していることや、
想定されるコスト、デジタル化やオンライン化ではコアコンピタンスを移転できないことか
ら、なお不安を抱いている。

中小企業のデジタルトランスフォーメーションを可能にするための政府支援には、eコ
マース、ソーシャルメディアマーケティング、デジタル生産性ツール、クラウドサービスに
関する知識の浸透と起業家向けの基本的トレーニングを盛り込むべきである。また、小企業
の IT設備投資に対する補助金付き融資を通じた資金援助も検討すべきである。

発展途上国における金融包摂の拡大を支えるeコマースの重要な実現要因（Uzoma et 

al., 2020）は、デジタル決済の採用である。政府は、デジタル金融イノベーションを支え



29

1　フィリピンのケーススタディ

る効率的な規制環境を促進する一方で、消費者の福祉やデータプライバシーを保護しなけれ
ばならない。

デジタル決済、インターネットマーケティング、eコマースの背後にある規制枠組みが明
確で透明性があれば、主な事業活動のデジタルトランスフォーメーションに対する中小企業
の不安を軽減し、長期的に事業成果を改善できる新たなデジタルチャネルやアプリケーショ
ンの活用を促すことができる。

社会保護制度の拡大とスキルアップを通じた中小企業労働者に対する政府支援

社会的セーフティネットの欠如と脆弱な労働者保護政策の間で、中小企業で働く労働者は
危機時に深刻な雇用ショックに直面するリスクにさらされている。また、労働安全衛生給付
や資金援助へのアクセスなど、中小企業労働者に対する適切な支援がないことも、市場に悪
影響を波及させる（UN PRI, 2020）。中小企業が危機から回復する際に得た勢いを維持す
るためには、政府の支援が欠かせない。

労働者の安全と健康は、地域社会の安全と企業のレジリエンスを維持するための中心的な
要素である（ILO, 2020）。残念ながら、フィリピンの首都圏におけるコロナワクチン接種
ペースが遅いため、特に建設業など対面でのやり取りが必要な業種においても未接種の労働
者が残っている。その結果、フル操業を再開できない中小企業もあれば、従業員がワクチン
を接種していないにもかかわらず操業を余儀なくされている中小企業もある。地方自治体
は、パンデミック発生から2年近くが経った現在でもなお安全衛生プロトコルが厳守される
よう徹底するとともに、特に対面業務に従事する労働者のために、コロナワクチン接種の取
り組みを強化しなければならない。

今回の危機が企業に「創造的破壊」を促す触媒として作用するのに伴い、従業員の競争力
を維持するための人材開発がこれまで以上に重要になっている。コロナのパンデミックを主
な要因とするデジタル化の加速は、雇用市場に波及効果を及ぼしている（Zahidi, 2020）。
その結果、データ入力やさまざまな事務処理など、定型的な手作業に対する需要減退も加速
するだろう（World Economic Forum [WEF], 2020）。大企業は中小企業と比べて人材
教育や開発に投資する可能性が高いため、中小企業の従業員は特に危機の際には不利な立場
に立たされる（Almeida & Aterido, 2015）。

政府は、賃金補助や失業給付を通じて労働者への支援を強化するだけでなく、特に中小企
業で働く従業員の再訓練やスキル習得のためのプログラムを主導すべきである。政府は、独
自のトレーニングプログラムを実施する以外に、デジタル化によって人員削減の危機にさら
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されている従業員への支援としてスキル習得や再訓練のための資金やインセンティブを提供
したり（WEF, 2020）、より多くの中小企業が業務にデジタル技術を取り入れるよう奨励し
たりすることができる。

結論

急速に変化するコロナの状況、それを抑制するために政府が講じた緩和措置、およびこの
2つが市場と信頼感に与える影響は、中小企業に継続的な課題をもたらしている。2020年
に危機を乗り越えた中小企業は、2021年に新たな課題に直面した。移動制限は2020年第
3四半期～第4四半期までに緩和され始めたものの、より致死率が高く感染力の強いコロナ
変異株による脅威と長期化したロックダウンが打撃となって、需要の低迷と消費活動の低下
が続いている。

資金調達の制約、売上高の減少、資金流動性の問題が重なって、特にパンデミックの最初
の6カ月間に、中小企業は縮減戦略やコスト削減戦略を取らざるを得なかった。こうしたコ
スト削減戦略は、ほとんどの中小企業では給与やボーナスの引き下げという形で行われた
が、従業員を一時帰休させた中小企業もあった。とてつもない困難に直面しているにもかか
わらず、ほとんどの中小企業は依然としてできるだけ多くの従業員を維持し、従業員にある
程度の保護とセーフティネットを提供することを優先した。すべての企業が従業員の健康を
守るための措置を講じ、感染リスクを最小限に抑えるために、保健衛生設備や備品、新型コ
ロナウイルス検査、専用シャトルサービス、現場での宿泊施設といった追加費用を度々負担
した。ほとんどの企業は、政府が定めた安全衛生プロトコル以上のことを行った。政府の支
援がなくても、多くの中小企業は従業員に金銭的または非金銭的な支援を行った。危機の間、
ほとんどの中小企業は雇用主としてより大きな役割を果たし、企業自体の資金流動性の逼迫
が強まる中、乏しい個人リソースを使って従業員が直面する福祉ギャップや生産性ギャップ
に対処しようとした。

デジタルツールやコミュニケーション生産性ツール、および従来型ではない就労制度の利
用は、中小企業が困難な時期を乗り切り、事業継続を可能にする助けとなった。テレワーク
を可能にし、デジタルコミュニケーションを促進するための設備に対する中小企業の金銭投
資や営業投資は、パンデミック後も役に立つだろう。なぜなら、ほとんどの中小企業は、危
機の後も勢いを維持し、効率性の向上を最大化するために、組織変更を継続する覚悟である
からだ。

eコマース、デジタルマーケティング、デジタル決済システムの利用など、さまざまなチャ
ネルにおけるテクノロジー主導のビジネスプロセスイノベーションも、市場環境や事業環境
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の変化を踏まえて中小企業の事業運営を可能にする上で重要である。事業の性質上それが可
能な企業は重要な業務機能をオンラインに移行した一方、ソーシャルメディアにおけるプレ
ゼンスを最大化して、eコマースやデジタル決済システムに取り組んでいる企業もあった。
中小企業のデジタル化の度合いは業種や事業内容などによって異なるが、デジタル技術の導
入によって企業のレジリエンスは高まり、顧客基盤の拡大や業務の効率化も進んでいる。デ
ジタル技術の導入は有益であるにもかかわらず、一部の中小企業は、スキルの移転可能性、
オンラインでの対話を通じて信頼や社会資本を築くことは難しいという認識、バーチャルコ
ミュニケーションに伴うその他の制限など、いくつかの要因から完全なデジタル化に依然と
して不安を抱いている。しかし、ほとんどの中小企業がデジタル化を総じて受け入れたこと
で、市場の効率性が高まり、危機の間もより多くの中小企業が生き残ることができた。

ロックダウンのレベル変更や事業環境の変化を巡る不確実性により、中小企業は変化する
市場環境に対するアジリティと順応性を高める必要に迫られている。事業を継続しようとす
る中小企業は、外生的ショックや政府の定めたプロトコルに適応するために、迅速に態勢を
立て直し、プロセスを再編成しなければならなかった。また、ビジネスモデルや製品のイノ
ベーションを通じて、より意図的に新たな市場機会や顧客を求める中小企業もあった。ほと
んどの中小企業は、新たな市場や顧客セグメントを開拓するために他の流通およびマーケ
ティングチャネルを模索し、危機に直面しながらもリスクを取って機会を求める行動を示し
た。総じて、中小企業は強い起業家志向、積極性、革新性、リスクを取る意欲を示し、ほと
んどのオーナー／経営者は危機の間に築いた新たなビジネス路線を追求しようとしている。

国も地方自治体も、危機を乗り切ろうとする中小企業や労働者を支援する取り組みを強化
しているが、インタビューした中小企業のオーナーや労働者は、政府の支援にはギャップが
あると指摘した。いくつかの企業は、従業員の一部が政府の社会改善プログラムを通じて現
金給付を受けたと報告した。しかし、多くの中小企業は福祉のギャップを埋めるために乗り
出し、雇用主としての役割を拡大して、従業員が経済的支援を受けられるようにし、パンデ
ミック中も安全で健康に過ごせるように努めた。ほとんどの中小企業は、食料品、ビタミン
剤、新型コロナウイルス検査、交通手段、および職場の安全を推進するその他の手段など、
金銭的支援と非金銭的支援の両方を提供した。特に政府の介入がない場合に追加的な労働者
保護を拡大することは、パンデミックの後も中小企業の恒久的な特徴となり、今後の労働者
の動向に大きな影響を及ぼす可能性がある。

国や地方自治体がパンデミック中に中小企業を支援するためのプログラムをいくつか立ち
上げたにもかかわらず、回答した中小企業のうち、地方自治体や国の政府機関から直接支援
や資金援助を受けたと答えた企業はなかった。回答した中小企業は、直接的な資金援助に加
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え、今年度の納税の延期を提案した。政府はパンデミックの間、事業許可の更新やその他の
健康に関連しないコンプライアンス要件について、簡略化した手続きや免除の採用を検討す
ることもできる。規制遵守のための時間とコストの節約は、中小企業の厳しいリソース制約
を緩和するのに役立つ。

実施と執行における国と地方自治体との連携強化も、危機対応の改善につながる。連携や
コミュニケーションの不足は政策指令の解釈を複雑化させ、サプライチェーン問題やその他
の不必要な移動制限をもたらす。さらに、安全衛生プロトコルを含む規制の執行効率の低下
も招いている。

より迅速で効率的なワクチン接種の実施も、中小企業がより早期にフル操業に戻りながら
も、従業員の安全と健康を守るのに役立つ。ワクチン接種のペースが遅いため、建設や飲食
サービスなど対面でのやり取りが必要な業種においてまだ未接種の労働者が残っている。

コロナのパンデミックは、中小企業にとって触媒作用を持つ危機となっている。企業はビ
ジネスプロセスやコミュニケーションのデジタル化を加速させ、eコマースを通じて顧客基
盤の多様化と市場の拡大を進め、新たな製品やビジネスモデルを試行した。危機に触発され
たイノベーションとデジタル化の勢いを持続させるためには、「通常業務」への復帰や単に
企業の存続を目的とした従来の政策や支援に加え、中小企業のオーナー／経営者の再活性化
している起業家精神を育て、新旧企業の新規および最近の起業活動を支援する政策オプショ
ンも追求しなければならない。

一方、中小企業の中には事業のデジタルトランスフォーメーションに成功しているところ
もあるが、資金や人的資本の不足により、基本的なプロセスのデジタル化にさえ苦労し続け
ているところもある。政府は、遅れている企業のキャッチアップを可能にするための政策や
支援プログラムを検討しなければならない。

パンデミックは、中小企業がリソースの制約や厳しい市場環境の中でどうすればイノベー
ションを起こせるかを示すとともに、中小企業の起業活動の価値と、それが雇用や所得、そ
してパンデミック時にはなおさら従業員の福祉と保護を提供し維持することで地域社会にも
たらす貢献を浮き彫りにした。今回の危機は多くの企業の拙速な閉鎖も招いたが、起業を巡
る状況は過去2年間で大きく変化している。このようなイノベーションの勢いは、起業家精
神を育むエコシステムの中で維持されるとともに、レジリエンスを後押しし、システムが真
により良い復興を果たせるようにする政策によって支えることができる。
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付録
付表1.　首都圏におけるコミュニティ隔離分類の変遷

分類 政府のガイドライン

強化された
コミュニティ
隔離措置（ECQ）

・ 2000年3月17日
～ 5月15日

・ 2020年8月4日
～ 18日

・ 2021年3月29日
～ 4月11日

・ カテゴリー Iに分類される必要不可欠な事業所や活動は、政府の
承認を得た上で、50～ 100%の操業が許可された。これには、
飲食物（アルコール飲料を除く）などの生活必需品の製造業や、
食料品店、マーケット、ドラッグストアなどの小売業が含まれ
る。優先度の高い公共および民間の建設プロジェクト、ビジネ
スプロセス・アウトソーシング（BPO）、輸出志向型企業も操業
を許可された。

・ カテゴリー II、III、IVに分類される必要不可欠ではない事業所
または活動（非必需品の製造および卸売・小売、ショッピング
モールおよび商業施設、理髪店およびサロン、ジムおよびスポー
ツ施設、インターネットおよびコンピューターショップなど）
は営業が禁止された。

・ ほとんどの企業は、従業員のためにテレワークや基幹要員のみ
が勤務する体制を導入した。

・ 外出禁止時間は午後8時～午前5時とされた。

修正を加えた 
強化された 
コミュニティ 
隔離措置（MECQ）

・ 2020年5月16日
～ 31日

・ カテゴリー Iに分類されるすべての必要不可欠な事業所または活
動は、安全プロトコルを遵守することを条件に、フル操業が許
可された。

・ カテゴリー IIと IIIに分類される必要不可欠ではない事業所は、
50%の部分操業が許可された。例えば、ショッピングモールや
商業センターの非レジャー施設は、定員または従業員数を50%
に縮小しての営業が許可された。食品のテイクアウトやデリバ
リーサービスを行う飲食店は、従業員数を50%に縮小しての営
業が許可された。屋内での飲食サービスは許可されなかった。
その他の、カテゴリー IVに分類される必要不可欠ではない事業
所は操業が許可されなかった。これには、パーソナルケアサー
ビス、理髪店およびサロン、スポーツジムおよびフィットネス
センター、観光関連活動が含まれる。

・ 外出禁止時間は午後10時～午前4時とされた。
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一般的な 
コミュニティ 
隔離措置（GCQ）

・ 2020年6月1日～
2021年3月21日

・ カテゴリー I、II、IIIに分類されるすべての事業所または活動は、
安全プロトコルを厳格に遵守した上で、フル操業が許可された。

・ 飲食店は、地方自治体のガイドラインに応じて、定員の50%以
上での営業が許可された。

・ カテゴリー IVに分類される事業所または活動の一部は、限定的
な操業が許可された。例えば、スポーツジムやフィットネスセ
ンターは、定員の30%での営業が許可された。一方、マッサー
ジ店などのパーソナルケアサービスやアルコール飲料を提供す
る店舗は、依然として営業が許可されなかった。

・ 公共および民間の交通機関は、限られた人数での運行が許可さ
れた。

「制限が強化された」
GCQ

・ 2021年3月22日
～ 4月4日

・ 2021年5月15日
～ 6月15日

・ 2021年7月23日
～ 8月15日

・ 屋内の飲食は定員の20%、屋外の飲食は定員の50%での営業
が許可された。安全認証シール 3を取得した事業所には、さらに
10%の増員が認められた。

・ カテゴリー IVのその他の事業所または活動は、部分操業が許可
された。パーソナルケアサービスは、マスクを外さないことを
条件に定員の30%での営業が許可され、安全認証シールを取得
していればさらに10%の増員が認められた。屋外の観光地は、
定員の30%での操業が許可された。バー、劇場、ゲームセンター
などの娯楽施設は営業が許可されなかった。

MECQ（2021年）

・ 2021年4月12日
～ 5月14日

・ ECQ期間中に限定的な操業が許可されていたすべての事業所ま
たは活動が、フル操業できるようになった。

「一部制限付き」
GCQ

・ 2021年6月16日
～ 6月30日

・ ECQ期間中に限定的な操業が許可されていたすべての事業所ま
たは活動が、フル操業できるようになった。

・ カテゴリー IVに分類される事業所または活動の一部は、部分操
業が許可された。スポーツジムやフィットネスセンターは、定
員の40%での営業が許可された。屋内の飲食は定員の40%、
屋外の飲食は定員の50%での営業が許可された。

3 安全認証シールは、国や地方自治体が定めた最低限の公衆衛生プロトコルを遵守している事業所である
ことを証明する認証制度である。貿易産業省（DTI）が安全認証シールを発行する。
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GCQ警戒レベル44

・ 2021年9月16日
以降

・ ウイルス感染の危険性が高いと判断された事業所または活動が
操業を禁止された。これには、屋内の観光施設、娯楽施設、ゲー
ムセンターなどが含まれる。

・ 屋外の飲食は定員の最大30%、屋内の飲食は定員の10%での
営業が許可されたが、対象はワクチン接種者のみに限定された。
パーソナルケアサービスは、屋外でサービスを行う場合に限り、
定員の最大30%での営業が許可された。

4 これは、2021年9月に首都圏で試行されたGCQステータスの新たな分類である。この新制度では、地
域の感染者数や病床使用率および集中治療室（ICU）使用率に基づいて、GCQの対象となる区域をさら
に警戒レベル1、2、3、4に分類する。
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付表2.　戦略的危機対応の概要

政策または
取り組みの
名称

説明 実施機関または
地方自治体

コロナ
企業再開支援
（CARES）
プログラム

・ CARESは、中小零細企業向けの無担保・無利子
融資プログラムである。このプログラムによって
提供される融資可能額は、操業開始から1年経過
した中小零細企業の場合、1万フィリピンペソ
（200米ドル）から最大500万フィリピンペソ（10
万米ドル）までとなっている。また、6カ月～ 12
カ月の返済猶予期間が設けられている。中小零細
企業の借り手は、融資期間に応じて4～ 8%の1
回限りのサービス料を支払うだけでよい。

・ この取り組みを展開するために、バヤニハン法第
2弾によって100億フィリピンペソ（2億米ドル）
がSB Corpに割り当てられた。

中小企業公社
（SB Corp）－ 
貿易産業省（DTI）

観光復興と
企業・生活の
活性化
（TRAVEL）
のための
CARES

・ SB CorpのCARESプログラムに割り当てられた
100億フィリピンペソのうち60億フィリピンペ
ソ（12万米ドル）が観光業に充当され、その目的
は観光省（DOT）と地方自治体（LGU）が認定し
た観光関連企業を支援することにあった。この無
担保・無利子融資プログラムの融資可能額は、1
万フィリピンペソ（200米ドル）～ 500万フィリ
ピンペソ（10万米ドル）である。最長24カ月の
返済猶予期間も設けられている。

SB Corp
（DOTと連携）

OFWの起業
を通じた
経済回復支援
（HEROES）

・ HEROESは、OFWの離職者、被送還者、帰国者
の起業を支援し、資金援助を行うプログラムであ
る。

・ この無担保・無利子融資プログラムの融資可能額
は、3万フィリピンペソ（600米ドル）～ 10万フィ
リピンペソ（2,000米ドル）である。12カ月の返
済猶予期間も設けられている。

SB Corp

小企業
賃金補助
プログラム

・ この措置の下、政府は社会保障制度（SSS）を通
じて、適格従業員1人につき毎月5,000フィリピ
ンペソ（100米ドル）～ 8,000フィリピンペソ
（160米ドル）の補助金を提供する。

財務省、
SSS、

内国歳入庁



37

1　フィリピンのケーススタディ

I-RESCUE
貸出
プログラム

・ I-RESCUE貸出プログラムは、コロナの経済的影
響に悩まされている中小企業、協同組合、マイク
ロファイナンス機関を対象とする支援プログラム
である。このプログラムは、10万フィリピンペ
ソ（2,000米ドル）または実際に必要な長期運転
資金の85%（ただし300万フィリピンペソ（6万
米ドル）を上限とする）をより低い固定金利で融
資するもので、厳格な担保要件はなく、返済期間
は最長3年とすることができる。

ランドバンク

存続・回復
（SURE）
コロナ

・ この農業信用政策委員会（ACPC）の融資プログ
ラムは、農業や漁業を営む中小企業に対して運転
資金を融資するものである。融資可能額は運転資
金用に最大1,000万フィリピンペソ（20万米ド
ル）で、返済期間は5年、金利は0%である。

ACPC

生計
シーディング・
プログラム － 
都市と町の
対事業所
サービス
（LSP-NSB）

・ このプログラムに割り当てられた予算は2億300
万フィリピンペソ（400万米ドル）で、5,000フィ
リピンペソ（100米ドル）～ 8,000フィリピンペ
ソ（160米ドル）の生計パッケージとビジネスア
ドバイザリー支援が提供される。このプログラム
は、災害や健康危機の影響を受けた中小零細企業
を対象としている。

DTI
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コロナ
調整措置
プログラム
（CAMP 1
および2）

* DOLEの
労働雇用省の
積極的労働市
場プログラム
の一環

・ CAMPはDOLEが主導するセーフティネットプ
ログラムであり、影響を受けたフォーマルセク
ター労働者を対象としている。5,000フィリピン
ペソ（100米ドル）の1回限りの資金援助と雇用
促進が含まれている。

・ CAMP 1：コロナのパンデミック時に離職した
フォーマル経済の労働者（解雇や一時帰休された
労働者、または柔軟な就労制度が適用された労働
者）を対象とした一時的な金銭的支援である。
2020年3月から4月まで実施された。このプロ
グラムの申請は、企業の人事部を通じて行われた。
理想的にはパンデミックの影響を受けたすべての
従業員を対象とすべきだが、管理職は除外され、
最低賃金労働者のみに焦点が当てられた。資金不
足で中止された。

・ CAMP 2：CAMP 1と似ているが、申請は労働者
自身が行い、監督・管理職の従業員も申請が認め
られている。現在も継続されている。

DOLE

中小零細企業
によるコロナ
ワクチンの
購入を許可

・ 政府は、2021年6月3日に保健省（DOH）とコ
ロナ対策国家タスクフォース（NTF）が承認した
共同覚書回覧を通じて、中小零細企業を含む民間
事業者がコロナワクチンを購入することを許可し
た。これにより、中小零細企業は上記機関および
ワクチン供給者と多者間協定を締結しなければな
らなくなる。

DOHおよびNTF

国家雇用
回復戦略
（NERS）
2021～
2022年

・ NERSは、この国の雇用回復のためのマスタープ
ランとして機能する。その目的は国内労働市場の
回復であり、その手段として「（1）雇用、生活、
トレーニングの機会の創出とアクセス改善を促進
する政策環境の構築、（2）労働者の雇用可能性、
健康、生産性の向上、（3）既存および新興企業へ
の支援提供による雇用の維持」が挙げられている。

DTI、
DOLE、
TESDA

We Live
生計支援

・ インフォーマル経済で働く労働者向けの生計支援
プログラムである。

DOLE
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付表3.　ビジネスイノベーション

回答した
中小企業*

イノベーションの種類

プロセス 製品 ビジネスモデル

M1 在庫管理システムと会
計管理システムのデジ
タル化
デジタル生産性ツール
やコミュニケーション
ツールの利用

なし 顧客セグメントを民間
企業にも拡大

S2 商品のプロモーショ
ン、マーケティング、
販売のためにソーシャ
ルメディアプラット
フォーム（Facebook
や Instagramな ど ）
を重点的に利用

自分で作れるミ
ルクティーキッ
ト、シェアしやす
いサイズ、その他
のスナック類な
ど、新メニューを
導入

新たな市場セグメント
の追求（現在のター
ゲットは家族やグルー
プ）、オンデマンド
フードデリバリーサー
ビスとの提携

R3 製品の販売のために、
デジタル生産性ツール
やコミュニケーション
ツールを利用

なし サービス地域の拡大、
地方配送用の新たなト
ラックへの投資

C4 商品のプロモーショ
ン、マーケティング、
販売のためにソーシャ
ルメディアプラット
フォーム（Facebook
など）を重点的に利用

なし 新たな市場セグメント
を開拓（フィリピン在
住の高齢者から、中東
諸国で働く熟年の海外
フィリピン人労働者
（OFW）まで）。

S5 デジタル生産性ツール
やコミュニケーション
ツールの利用

なし
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S6 デジタル生産性ツール
やコミュニケーション
ツールの利用

なし 荷物配送サービスの
サードパーティ事業者
になるためにeコマー
ス企業の申請書を提出

M7 製品のプロモーショ
ン、マーケティング、
販売のためにソーシャ
ルメディアプラット
フォーム（Facebook
など）を重点的に利用

オートバイの部
品 や ア ク セ サ
リー、およびアフ
ターサービス（修
理・取付）を追加

C8 製品のプロモーショ
ン、マーケティング、
販売のためにソーシャ
ルメディアプラット
フォーム（Facebook
など）を重点的に利用

なし 新たな市場セグメント
を開拓（パンデミック
前の政府インフラプロ
ジェクトから、現在の
主な仕事は住宅のリ
フォーム／建築プロ
ジェクト）

M9 製品のプロモーション
やマーケティングのた
めにデジタル生産性
ツールやコミュニケー
ションツールを利用
（自社ウェブサイトの
開設など）

小企業向けの包
装材を追加（テイ
クアウトやデリ
バリー用の食品
安全包装など）

新たなトラックや機械
設備に投資
現在は工場を拡張中
新たな市場セグメント
を開拓（現在のター
ゲットは小企業）

S10 デジタル生産性ツール
やコミュニケーション
ツールの利用

なし

R11 製品のプロモーショ
ン、マーケティング、
販売のためにソーシャ
ルメディアプラット
フォーム（Facebook
など）を重点的に利用

なし 一時帰休者を支援する
ために新規事業（フー
ドデリバリーなど）に
着手
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R12 製品のプロモーショ
ン、マーケティング、
販売のためにソーシャ
ルメディアプラット
フォーム（Facebook
など）を重点的に利用
デジタル決済システム
の利用

なし

*M：製造業、R：卸売・小売業、C：建設業、S：その他のサービス業

付表4.　労働者の視点

付表4a.　回答した労働者のプロフィール

回答した
労働者* 危機中に受けた支援措置

必要な
政府支援

自分が働いている
会社の危機対応に
対する認識会社での

役職 雇用主から 政府から

W1

ゼネラル 
マネージャー

未回答 いかなる金
銭 的 支 援
（「ayuda」）
も受けてい
ない

役職に関係
なく全従業
員を対象と
した金銭的
支援

自分の会社のコロ
ナ対応を「非常に
悪い」と受け止め
ている。業務の再
調整が遅々として
進まず、抜本的ま
たは革新的な変更
は行われなかっ
た。

会社の現在の資金
難を踏まえ、すで
に転職の機会を探
している。
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W2

ゼネラル 
マネージャー、 
勤続5年

在宅勤務を支
援 す る た め
に、従業員の
インターネッ
ト 利 用 料 の
50%と 電 気
代 の25%を
会社が負担。

ワクチン接
種の迅速な
展開

パンデミック中に
顧客が減少したこ
とでインセンティ
ブや給与が引き下
げられたにもかか
わらず、会社のパ
ンデミック対応に
満足している。

W3

ゼネラル 
マネージャー、
勤続7年

コロナ検査費
用を会社が負
担。

コロナ感染に
よる医療費は
会社の医療保
険で補償され
る。

従業員には在
宅勤務を支援
す る た め の
ICT機器（ノ
ートパソコン
やプリンター
など）が支給
された。

3,000フィリ
ピンペソ相当
の1回限りの
現金給付。

5 , 0 0 0 ～
8,000フィ
リピンペソ
の1回限り
の現金給付
（CAMP）

賃金／給与
補助金

2020年当時、資
金流動性の問題が
あったにもかかわ
らず、従業員のリ
ストラは1人も行
われなかったため、
会社の対応を「良
い」と受け止めた。

近いうちに損失を
取り戻せることを
期待して、会社に
とどまる意向であ
る。
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付表4b.　中小企業による従業員への支援措置

回答した
中小企業

従業員への支援措置

金銭的支援 非金銭的支援

M1 ・ 2020年に13カ月目の給
与を繰り上げ支給

・ 給与の前払い
・ 返済条件の緩い給与ローン

・ 食品パック
・ ビタミン剤
・ 個人防護具（PPE）
・ 有給休暇の増加

S2 ・ 食品パックなどの救援物資

R3 ・ 食品パックなどの救援物資

C4 ・ 建設労働者に対する給与前
払い

・ 現場で働く従業員を対象とした定期的
な新型コロナウイルス検査

S5 ・返済条件の緩い給与ローン

S6 ・食品パックなどの救援物資
・従業員のSSSローンの促進

M7 ・食品パックなどの救援物資

C8 ・2020年の最初のロックダ
ウン時に、従業員1人につ
き2,000 ～ 3,500フィリ
ピンペソ相当の現金給付

・給与ローン

・作業員（建設作業員など）用の、食事
手当や寝具を備えた現場での宿泊施設

・現場で働く従業員を対象とした定期的
な新型コロナウイルス検査

・在宅勤務者向けの ICT機器（ノートパ
ソコンなど）

・食品パック

M9 ・2020年のロックダウン時
の現金給付

・ビタミン剤

S10

R11 ・コロナに感染した従業員へ
の現金給付

・PPE

R12 ・現場で働く従業員を対象とした定期的
な新型コロナウイルス検査
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略語のリスト

GDP 国内総生産
OECD 経済協力開発機構
OSMEP 中小企業振興庁
OSS （中小企業）ワンストップサービスセンター
SDGs 持続可能な開発目標
SME(s) 中小企業
UN 国際連合
WFH 在宅勤務
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タイの中小企業と
 コロナ危機： 
デジタル化による
  アジリティとレジリエンス

中小企業はタイの経済活動や雇用に大きく貢献しており、企業や国内雇用のほとんどを占
めている。2020年には、タイの総企業数の約99.8%に相当する300万社を中小企業が占
め、前年比1%増となった（ 中小企業振興庁 [OSMEP], 2021a）。また、同年の労働市場全
体の72%に相当する1,270万人の雇用を擁し、年間成長率は5.4%であった。全体として、
中小企業はタイの国内総生産（GDP）に大きく寄与し、34.2%（約1,610億米ドル）を占め
た。OSMEPは、中小企業を業種、年間売上高、従業員数に基づいて分類している。表1に
中小企業の基準を示す。
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表1.　中小企業の定義（2019年）

業種
零細企業 小企業 中企業

年間売上高 従業員数 年間売上高 従業員数 年間売上高 従業員数

製造業

180万バーツ
以下（5万

3,500米ドル
以下）

5人
以下

1億バーツ以下
（297万米ドル

以下）

6～ 50
人

1億バーツ超～
5億バーツ

（297万米ドル
超～ 1,488万米

ドル）

51～
200人

サービス業、
卸売・
小売業

180万バーツ
以下（5万

3,500米ドル
以下）

5人
以下

5,000万
バーツ以下

（148万米ドル
以下）

6～ 30
人

5,000万バーツ
超～ 3億バーツ
（148万米ドル
超～ 892万米
ドル）

31～
100人

SME：中小企業
為替レート：2021年10月の平均レートで算出（33.6バーツ＝1米ドル）
注：従業員数がある企業カテゴリーの基準を満たし、年間売上高が別の企業カテゴリーの基準を
満たしている場合は、年間売上高の基準によって企業カテゴリーが決定される。  
零細企業は小企業に含まれる。
出典：Korwatanasakul & Paweenawat (2021).

コロナ危機はタイ経済に深刻な打撃を与え、特に2020年第2四半期には中小企業のGDP
成長率が前年同期比 -17.1%となった（図1）。しかし、マイナス成長ではあるものの、中小
企業は2020年第3四半期以降、次第に回復していった。2021年第2四半期には、危機の
発生後初のプラス成長（12.5%）を記録した。OSMEP（2021b）によると、ロックダウン
の直接的な影響により、危機からの回復が最も遅かったのは小企業であった。小企業は売上
高や資金流動性の急激な減少といった試練に直面し、2021年前半には0.3%という微々た
るプラス成長にとどまった。一方、この間、零細企業と中企業は危機から徐々に回復し、そ
れぞれ11.1%、6.1%の成長を記録した。また、OSMEP（2021b）は、2021年後半には
中小企業の景気回復が加速するとの見通しを示した。とはいえ、コロナの状況や第3～第4
四半期のワクチン接種の進展次第では、回復が再び鈍化する恐れもある。したがって、タイ
経済が完全に回復するのは早くても2021年第4四半期になるだろう。
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中小企業全体のGDP成長率は業種を問わず低いが、農業、不動産、教育産業の中小企業
の成長率は昨年から大きく改善し、2021年第1四半期にはプラス成長を記録した（OSMEP, 

2021b）。これに対して、ホスピタリティ業（ホテルや飲食店など）、物流業、情報通信業は
成長率が -5.4～ -17.2%と最も低調であった。

図1.　中小企業のGDPと国のGDPの前年比成長率、2016～ 2021年（%）

国のGDP 中小企業
のGDP

出典：OSMEP (2021b)

コロナのパンデミック下における中小企業政策

タイ政府は危機の間、労働者や自営業者への補助金、課税免除、直接貸付、能力開発支援
など、中小企業を支援するためのさまざまな措置を講じた（OECD, 2020）。まず、政府は
自営業者や、社会保障基金に加入していない、あるいは失業、労働時間・日数の短縮、仕事
の中断などのリスクにさらされている脆弱な賃金労働者に金銭的支援を提供する一連の刺激
策を承認した。こうした脆弱な賃金労働者は通常、大企業と比べて福利厚生（失業保険や健
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康保険など）が相対的に限られている中小企業で働いている人々である。他によく利用され
た手段は、税金、社会保障費、借金、家賃、光熱費などの支払い猶予であった。さらに、政
府は危機の間、中小企業の資金流動性を高めるために、商業銀行を通じたソフトローンや直
接貸付といった金融手段を用いた。また、イノベーション開発や能力開発プログラムも支援
した。例えば、高等教育科学研究イノベーション省は、パンデミックによって職を失った4
万人の失業者を対象に研修プログラムを実施し、国家イノベーション庁は、医療の公共サー
ビスを中心に、地域のテクノロジースタートアップ企業を支援した。

データと調査方法

本研究では、コロナ危機がタイの中小企業の業績と戦略に与えた影響を、バンコクにある
中小企業のオーナーや経営幹部への詳細な定性的インタビューを通じて検証している。解釈
主義的アプローチを用いて中小企業のアジリティ（機敏性）、イノベーション、レジリエン
ス（回復力）を評価する一方で、コロナのパンデミックによる労働慣行の変化を観察した。
また、危機の影響を受けた可能性のある多様性と包摂性の問題にも目を向けている。解釈主
義的アプローチは、回答者の視点と、より広範な社会政治構造に組み込まれた回答者の経験
を通じて、実社会を理解するのに役立つ（Bryman, 2016）。本研究では、主にインタビュー
を主要なデーターソースとし、政府機関や国際機関の政策報告書、研究論文、ニュース記事
でそれを補完している。定性的分析に基づき、危機下でタイの中小企業が直面した問題や課
題を明らかにし、それに対処する上での政策的含意と提言を示す。

本研究では、特に経済セクターの点でサンプルの多様性と代表性を保証するために、有意
抽出法を採用した。サンプリングは、以下の3つの識別基準に基づいている。（1）回答者は
中小企業（中企業よりも零細企業と小企業を優先）のオーナーまたは経営幹部であること、
（2）2020年以前に設立された企業であること、（3）製造業、サービス業、取引業（卸売・
小売業）のいずれかに属する企業であること。表1に示した中小企業の定義と基準に従った。
また、インタビュー回答の多様性を確保するために、回答者の性別や業種のバランスも考慮
した。

2021年6月1日から8月31日にかけて、中小企業のオーナーおよび経営幹部12名、中
小企業の従業員4名に対して半構造化インタビューを実施した。コロナの発生を受けた政府
規制に従い、ほとんどのインタビューはオンラインで行われ、所要時間は60～ 90分程度
であった。また、インタビューの前に、性別、年齢、役職、業種、製品、設立年、従業員数
などの基本情報の正確性を確保するために、回答者全員にアンケートを依頼した（表2、表
3）。インタビューでは、『新型コロナウイルス感染症（COVID-19）とアジアにおけるビジ
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ネスの展望：中小企業と労働者のベターノーマルを目指して』プロジェクトの研究者と共同
で作成した半構造化インタビューガイドに従った。中小企業のオーナーや経営幹部を対象と
したインタビューガイドには、コロナ発生前後の中小企業の業績、危機対応戦略、意思決定
の変化、労働慣行、包摂性（ジェンダーや障がい者など）に関する質問が含まれている。一方、
中小企業の従業員を対象としたインタビューガイドには、危機が従業員に与えた影響や、危
機の中でどのように生計を立てていたかといった質問が含まれている。

表2.　主要な情報提供者の概要と中小企業の特徴

コード 性別／
年齢 役職 業種 製品／

サービス 設立年 従業員数

SME 1
男性／
35歳

マーケティング
マネージャー 製造業 木材工場 1980

年代 15

SME 2
男性／
42歳 経営者 製造業

印刷サービス 
→ 包装製品お
よびサービス

2000
年代 12

SME 3
男性／
55～
60歳

経営者 製造業 アクリル製造 1994

正規従業員
13人、
外注15～

20人

SME 4
男性／
40～
45歳

経営者 製造業 鉄 1995 40

SME 5
男性／
37歳 経営者 サービス業

輸出入
サービス

プロバイダー
2009 7

SME 6
女性／
29歳

経営者兼
アカウント
エグゼクティブ

サービス業 イベント代理
店

2000年
代

正規従業員
8人、フリー
ランス5～

10人
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SME 7
男性／
40～
45歳

マネージング
ディレクター サービス業 マーケティング

代理店 2014 10

SME 8
女性／
35歳

経営者兼
創業者 サービス業 飲食店 2019

正規従業員
7人、

パートタイム
2～ 5人

SME 9
女性／
39歳 経営者 小売業 オンライン

靴店 2018 10

SME 10
女性／
35歳

ゼネラル
マネージャー 小売業 鞄の正規販売

代理店 2012

正規従業員
2人、

フリーランス
3～ 4人

SME 11
女性／
30歳 経営者 小売業 薬局 1995 15

SME 12
男性／
39歳

共同創業者兼
CEO

小売業

化粧品の
ブランディング

／
マーケティング

2014 30

表3.　インタビューした従業員の概要

コード 性別 年齢 役職 事業 学歴

労働者1 女性 35
顧客リレーション
（オンライン） 飲食店 中学校

労働者2 女性 29
グラフィック
デザイナー

チュートリアル
スクール 学士号

労働者3 男性 27
フィットネス
トレーナー

フィットネス
センター 学士号

労働者4 女性 31 教師 小学校 学士号
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コロナ危機下における企業業績

コロナの発生は消費者行動や企業活動に突然の変化をもたらし、中小企業に重大な試練を
突きつけた。例えば、ホテル宿泊、実地のイベントや展示会関連のサービス、旅行用品など、
一部の商品およびサービスの需要がほぼゼロまで急降下した。さらに、ロックダウン政策に
よって消費者や企業の市場へのアクセスが制限された結果、消費者の購買パターンや購入プ
ラットフォームが変化した（オンライン購入プラットフォームやeコマースの利用拡大な
ど）。

この危機はあらゆる業種、中でもサービス業の小企業に大きな影響を与えた。ロックダウ
ン期間中は、政府の規制によって、飲食店、娯楽施設、フィットネスジムやスポーツセン
ター、スパや美容サロンといったサービス事業者が一時的な休業を余儀なくされた。このよ
うな急激な変化は、中小企業を中心に、資金や人材に限りがあり、市場に迅速に対応できな
い企業に影響を及ぼした。その結果、サービス業の小企業の中には、売上高がかつてないほ
ど減少し、それに伴いキャッシュフローや資金流動性が不足したため、廃業に追い込まれた
ところもあった。2020年に廃業した企業は20,920社にのぼり、そのうち38.6%がバンコ
クの企業、94.9%が零細および小企業であった（Department of Business Development, 

2021）。

インタビューの結果、サービス業をはじめとするほぼすべての回答者が大きな影響を受け
ており、深刻かつ大幅な収入減に見舞われていることが明らかになった。しかし、その影響
は業種内や業種間で違いがあった。以下では、危機下における中小企業の業績について述べ
る。

サービス業

総じて、サービス業の大半の回答者（SME6、7、8）の売上高は、主にロックダウン措置
が原因で急激に落ち込んだ。SME6（イベント主催・制作）とSME7（マーケティング代理店）
の売上高は、コロナ感染拡大の第1波を受けて激減した。こうした企業の顧客（主に大企業
や政府機関）は、ロックダウンを理由に実地イベントや物理的イベントをすべてキャンセル
したほか、広報やプロモーションマーケティングの予算も最小限に抑えたのである。そのた
め、SME6と7は事業、特にキャッシュフローを維持するためにサービスを変更し、eコマー
スマーケティング、デジタル広告コンテンツや素材、ビデオ制作など、グラフィックデザイ
ンやデジタル制作に軸足を移した。それでも、売上高はパンデミック以前の水準には及ばな
かった。
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他のサービス事業者とは異なり、SME8（飲食店）は1つの収入源にのみ依存しており、
これはリスク分散戦略が不十分であることを意味する。飲食店の売上高は政府がロックダウ
ン政策を実施したときに激減したが、ロックダウンが解除されると徐々に回復した。ロック
ダウン措置を受けて、飲食店は飲食エリアを閉鎖せざるを得なくなり、売上高がゼロになっ
た。また、ロックダウン措置の解除後もソーシャルディスタンス政策（飲食店の客数制限な
ど）が続いたことが、このサブセクターの回復を遅らせる一因となった。SME8は、特に政
府が急な通告で場当たり的なロックダウンを実施したときには、キャッシュフロー、従業員
のシフト、原材料の調達を管理することが難しかったと述べた。一方、サービス業の他の回
答者は、足元の市場の需要に合わせてサービスを調整・多角化したことで、複数の収益源を
持つようになったと報告している。

SME5（取引サービス事業者）は、危機前からすでに斜陽産業であったため、異なるパター
ンを示した。デジタル技術の普及によって、顧客は取引サービスや仲介業者を利用せずにサ
プライヤーと直接連絡を取ることができた。SME5によれば、コロナは主要な破壊的要因で
はないものの、特に保守的な企業では業績を悪化させる触媒となった。したがって、売上高
減少の原因はパンデミック前から取引サービスへの需要が減少していたことに帰せられ、コ
ロナのパンデミックが事業に与えた影響を正確に測定するのは困難であった。

製造業

製造業では、回答した4社のうち3社（SME1、2、4）がコロナ危機に対して強いレジリ
エンスを示した。これらの企業は、市場需要の減少による売上高の減少よりも、危機下での
労働力不足を懸念していた。しかし、製造業企業（SME3など）も業種によっては売上高の
急減に見舞わる可能性がある。このように、危機下で企業を成功させるための重要な要因は、
新たな市場需要に対応するアジリティと、製品の多角化にあると考えられる。

SME1（木材工場）とSME4（製鉄工場）は、主に建設会社に製品を供給しているため、
建設業と密接な関係がある。コロナは、国家プロジェクトや民間の建設計画など、建設需要
の落ち込みを誘発しなかった（Mahattanalai, 2021）。したがって、SME1と4の受注数、
ひいては売上高は、危機の後も変わらなかった。しかし、人手不足が生産の遅れや人件費の
上昇につながるリスクを懸念する声が聞かれた。2021年6月下旬に、政府はコロナ感染者
の急増を受けて、リスクの高い地域の建設キャンプを閉鎖する政策措置を発表した
（Bangkok Municipal, 2021）。その結果、労働者はそれぞれの故郷である農村地域に戻
るしかなく、バンコクや首都圏での労働力供給は限られたものとなった。

同様に、SME2（印刷サービス）も売上高の減少に見舞われなかった。新たな市場需要に
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応じて迅速に製品を調整することで、危機から利益を得ることができたのである。同社は、
コロナ危機が起きる前に、紙への印刷サービスから包装製品やサービスへと中核事業を転換
していた。危機発生の初期には、フェイスマスクの包装材の生産を大量に受注した。また、
eコマース市場でのスキンケア用品への需要の高まりを受けて、地元のスキンケアブランド
の包装箱など、製品ラインアップも多角化した。同社は、すべての製品ラインの需要を満た
すため新たな印刷機に投資した。

これに対して、SME3（アクリル工場）は危機の中で深刻な問題に直面した。同社の主力
製品は、飲食店やデパート向けの文具やアクリル製サインホルダーである。SME3は製品を
多角化しているように見えるが、その製品への需要はサービス産業（飲食店、デパート、教
育など）の市場に依存しており、そのすべてがロックダウン措置から最も大きな影響を受け
た。その結果、売上高は大幅に落ち込み、キャッシュフローも悪化した。

小売業

インタビューの結果によると、危機の間、小売業者の売上高は商品の種類によって大きく
左右された。ファッション用品（SME9）と旅行用品（SME10）の売上高が大幅に減少した
一方、SME11（薬局）とSME12（スキンケア用品）の売上高は増加した。コロナのパンデミッ
クを受けてロックダウン規制が実施され、海外旅行や社交活動ができなくなったため、消費
者の行動は大きく変化した。その結果、特に海外旅行や屋外イベントなど、禁止された活動
に関連する商品の購入が減少した。これらの商品にはファッション用品や旅行用品が含ま
れ、世界的に衣料品の売上が減っている傾向と合致する（BBC, 2021; Bianchi, 2020; 

McIntosh, 2020）。一方、生活用品や屋内用品（医薬品やスキンケア用品など）の売上高は、
横ばいないしは増加する可能性がある。例えば、SME12は、パンデミック下で必要とされ
たマスク着用による皮膚の赤みやニキビ、敏感肌などの悩みに対処するスキンケア用品を販
売し、新たな市場需要に直接応えた。

また、インタビューの結果、デジタル技術、すなわちeコマースやデジタルマーケティン
グは、業種を問わず中小企業の売上向上に役立つことがわかった。SME12は、デジタル技
術を利用して売上高を継続的に伸ばすことに成功した事例を紹介してくれた。同社はオンラ
インプラットフォームとオフラインプラットフォームを組み合わせてターゲット市場に効果
的にアプローチし、市場をさらに拡大させたのである。また、SME10と11は、eコマース
やFacebook、LINE、Instagramなどのデジタルマーケティングプラットフォームを導入
した後、売上高を回復させることができた。

SME9は、デジタル技術を導入したにもかかわらず、危機前の売上高を維持することがで
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きなかった。パンデミックが原因で、ターゲット市場（低所得顧客）が不要不急の商品（ファッ
ション用品など）への支出を切り詰めたとのことだった。一方、中・高所得顧客をターゲッ
トとするSME10にはこれが当てはまらなかった。このように、業績の維持・向上における
デジタル化の成功を支える上で、ターゲット市場が重要な役割を果たした可能性がある。

パンデミックに対抗するビジネス戦略

本セクションでは、危機の中でタイの小企業が採用した戦略について検討する。企業は、
製品やサービス、一般業務、技術導入に関する業務を調整する上でのアジリティを反映し、
危機に迅速に対応した。我々の分析では、企業の戦略を「業務効率（コストの最適化、リソー
スの有効活用、製品の多角化）」と「デジタル化とeコマース」という2つの分野に要約した。

業務効率

1. コストの最適化

一般に、企業は雇用の面でコストを最適化する。サービス業企業は、社内事務やサプ
ライヤー管理などのコスト削減を直ちに決定した。雇用契約をフルタイムからパートタ
イムに見直し、仕事ベースでフリーランサーの利用を増やした。同様に、小売企業は販
売員や一般従業員、実店舗などの固定費を削減する。しかし、製造業企業は、従業員が
工場の主要生産要素の1つであるため、従業員を減らせなかった。従業員数に関連して、
SME1、2、3、4は、スペースが限られ、作業ポジションも変えられないため、工場で
ソーシャルディスタンス措置を取るのは難しいと訴えた。

2. リソースの有効活用

雇用に加え、タイ企業は危機時に時間、人員、予算、在庫といったリソースの利用効
率を最大化するために、よりスリムな事業運営を採用した。すべての業種の中で、サー
ビス業は重複した作業プロセスの削減という点で最も大きな調整と変革を行った。
SME7は、パンデミック以前は下請け業者に特定の仕事を割り振っていたが、コスト削
減のため、社内の人員のスキルを向上させ、業務を自前で行うことを選択した。SME9
は一貫して、実店舗の販売員とオンライン販売管理者など、複数の仕事を兼務するよう
従業員に奨励した。一方、SME6はビジネスモデルや事業運営をイベント主催からメ
ディア制作に転換し、業務の一部をフリーランスにアウトソーシングした。この戦略に
より、SME6は業務コストを削減し、大規模なイベントやマーケティングキャンペーン
の落札確率を高めることができた。
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SME2、5、8は、サプライチェーンと物流に関する戦略に重点を置いた。SME5は、
業務効率を最大化し、業務コストを最小化するために、物流プロセスとスケジュールを
再編した。同様に、SME8は日本から食材を輸入する新たな方法を調査・発見し、コス
トを大幅に削減した。一方、SME2は製品の品質を向上させ、量も増やすため、仕入先
を拡大した。雇用やサプライチェーンに加え、製造業企業は効率性向上のために業務シ
ステムを調整した。例えば、SME3はペーパーレスに切り替え、SME2は無駄のないデ
ザインの製品を採用した。

3. 製品の多角化

コストや業務の最適化に加え、小規模な起業家は、キャッシュフローを増やすために
製品多角化戦略を通じて危機に対応した。SME3、8、9、11、12は、コロナ危機で出
現した新たな市場に迅速に対応するため、製品多角化戦略を採用した。例えば、SME9
は家庭用品の輸入を増やし、SME3、11、12はアルコールジェルや透明なプラスチッ
ク製パーティションといったコロナ予防製品を販売した。SME7は、危機をチャンスに
変えるため、中核事業をマーケティング代理店から革新的な製品（ダウン症検査キット
やヘルスケア製品など）のプロバイダーに転換することを計画した。

デジタル化

コロナのパンデミック、特にそれを受けて実施されたロックダウンやソーシャルディスタ
ンス措置は、企業のデジタルトランスフォーメーションと消費者のデジタル技術導入・利用
を加速させた（Accenture, 2020; McKinsey & Company, 2020）。電子取引開発機構
（2021）によると、2021年のタイのeコマース取引額は6.11%増加し、401万3,399バー
ツ（11万9,446米ドル）に達した。Lazada、JD Central、Shopeeといった老舗eコマー
スプラットフォームのデータを見ると、オンライン販売業者は2020年に50%以上増加し、
そのうち46%がブランド公式ストアであった（Eukeik、2021）。総じて、ほとんどの業種
である程度のデジタル化が進み、eコマースやソーシャルコマースなどのオンラインショッ
ピングプラットフォームが採用されている。支配的なeコマースプラットフォームが売上高
を伸ばした一方、Facebook、Instagram、LINEなどの代替オンラインマーケットプレイ
スの人気が高まった。さらに、物流業者、消費者行動、電子決済システムが、eコマースを
支持する形で発展した。
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1. eコマースとデジタルマーケティング

危機を受けて、小売業の小規模起業家はeコマースやソーシャルコマースプラット
フォームを利用した。オープンアクセスプラットフォーム、特にeコマースアプリケー
ションは、小企業に売上高増加の機会をもたらした。また、ソーシャルコマースによっ
て、企業は顧客リレーションシップを管理しながら、マーケティングコストを削減する
ことが可能になった。SME10と11は、オンラインプラットフォームを部分的に採用
したものの、危機の発生後も主力市場として実店舗を維持した。一方、SME9は当初オ
ンラインで商品を販売していたが、危機の後、ソーシャルコマースプラットフォームを
通じての直接販売にマーケティング戦略を見直すことにした。

ソーシャルコマースプラットフォームを通じてのライブ販売は、顧客と直接コンタク
トを取り、顧客リレーションシップや顧客ロイヤルティを社会的に形成するための効果
的なチャネルである。また、ロックダウンやソーシャルディスタンス措置によって生じ
た顧客のストレスや孤独感の軽減にも役立った（Decharin, 2021; Serafini et al., 

2020）。SME9と10は、顧客満足度を高め、ひいては売上実績を向上させるために、
デジタル機器やライブ販売用プログラムに投資した。SME9は、デジタル技術とライブ
販売が売上高の向上に貢献したと断言した。

さらに、サービス業の小企業は、危機の中で売上を伸ばすためにデジタル技術を利用
した。オンライン活動、特にeコマースとデジタルマーケティングの人気と必要性は、
サービス業企業にとって新たな市場を生み出した。SME6と7（それぞれイベント主催
業者とマーケティング代理店）は、実地でのマーケティングやイベントの代わりにオン
ラインマーケティング・サービスを顧客に提供することを選択し、それが主な収入源と
なった。一方、SME8は、オンラインのフードデリバリープラットフォーム（GrabFood
など）販売するための新メニューを考案した。

さらに、インタビューの結果、タイのeコマースやソーシャルコマースプラット
フォームでは厳しい価格競争が起きていることが明らかになった。SME2は、競合他社
がオンラインで提供する印刷サービスの価格が驚くほど安いと述べた。そのため、価格
競争には参加せず、他の製品やサービスを開発することを選択した。同様に、SME9は、
低・中所得顧客に的を絞ったオンラインマーケティングでは価格競争のせいでわずかな
利幅しか得られないと回答している。
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2. 一般業務と生産におけるデジタル技術

デジタル通信技術は、危機下でのリモートワークを可能にする安価で効果的なツール
であった。Zoomアプリケーションは突如として、企業が顧客やサプライヤーとコミュ
ニケーションを取るための主要なツールの1つとなり、LINEアプリケーションは社内
のコミュニケーションや管理を向上させた。例えば、SME11（ドラッグストア）は顧
客とのチャット用にオンラインコミュニケーション（LINEなど）を採用し、対面での
カウンセリングを求める顧客の要望に応えている。顧客は薬剤師に直接相談し、店舗で
商品を受け取ることを望んだ。そのため、同社はデジタルコミュニケーションを取り入
れつつも従来型の店舗を維持して、顧客のニーズに応えなければならなかった。

さらに、デジタルコミュニケーション技術は、企業が社内や顧客およびサプライヤー
との間でソーシャルディスタンスを確保するのに役立った。回答者は、LINE、
Facebook、Zoomを利用して対面での活動（会議やコミュニケーションなど）を代替
し、在宅勤務を推進したと報告した。しかし、特に製造業の回答者からは、デジタル技
術への投資コストの高さや、業務や生産の性質からして、ソーシャルディスタンスや在
宅勤務を実施するのは難しいとの指摘もあった。例えば、SME9は完全なオンラインス
トア（実店舗を持たない）だが、それでも仕入れや配送のプロセスでは、従業員が倉庫
で物理的な作業を行う必要がある。SME8（飲食店）はサービスの性質上、在宅勤務が
不可能である一方、作業スペース（キッチンやバックオフィスなど）が狭いためソーシャ
ルディスタンスを保つことが困難であった。

デジタル技術と業務プログラムの向上は、企業、特に製造業企業の財務パフォーマン
スや製品品質にプラスの影響を及ぼす。製造業は、需要や顧客の面で最も影響が小さい。
よって、この業種の企業は、主に消費者の認知度を維持するために、最低限のデジタル
マーケティングを採用した。むしろ、デジタル技術は製造業企業の生産と業務のアップ
グレードと改善に大きな役割を果たした。例えば、SME2（印刷会社）は、従来よりも
高い能力と優れた技術を備えた印刷機を輸入して、生産ラインを包装製品にまで拡大し
た。SME3（アクリル工場）は、デジタル生産ラインとペーパーレスオフィスを目指して、
デジタルトランスフォーメーションの途上にあった。また、同社は急速に変化する技術
を認識し、海外のサプライヤーと協力して新製品を設計した。

デジタルコミュニケーションに加え、小企業はオンラインビジネスネットワーキング
やオンライン納税などを通じてデジタル化の恩恵を受けることができた。小企業は
OSMEPと緊密に連携してデジタルトランスフォーメーションに備え、オンラインビジ
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ネスネットワークを通じて他の中小企業とつながった。さらに、政府のeタックスやe
源泉徴収税プロジェクト 1に適合するよう会計システムを変更し、優遇税制措置や免税
措置を受けるための準備を整えた。

パンデミック時の社会問題

1. 雇用不安と従業員への影響

コロナ危機への対応として、小規模起業家は会社の固定費、特に雇用支出を最小限に
抑えた（Kapilakarn et al., 2021）。2021年第2四半期の失業者数（1日の労働時間
が4時間未満の労働者を含む）は320万人であり、長期失業者数（1年以上働かなかっ
た者）は15万人と、コロナ以前の数値（2019年第2四半期の49,427人）の3倍に上っ
た（国家経済社会開発庁、2021）。これらの統計は、臨時契約の労働者の脆弱性を示唆
している。

製造業を除いて、ほとんどの回答者は人員削減や雇用契約の見直しによって事業コス
トを最小化することにした。SME5と9は、ロックダウン期間中に従業員の賃金と歩合
給を引き下げた。SME8（飲食店）は、賃金を引き下げる代わりにパートタイム労働者
の労働時間を減らした。また、2021年7月の2回目のロックダウン時には、人件費な
どのコストを削減するため一時的に店を閉めた。SME6（デジタルマーケティング制作）
は、事業の再編とリブランディングを行った後、フルタイム従業員の雇用を減らし、業
務の一部をフリーランサーに委託することを選択した。他の回答者は、新規従業員の採
用一時停止や、既存の従業員の契約見直し（雇用形態、雇用期間、福利厚生、職務内容
など）といった異なる戦略を用いた。

危機が原因で、特に小企業で働く労働者やパートタイム契約の労働者は、大きな雇用
不安のほか、ワークライフバランスや心理的問題といった問題に直面した。雇用不安と
しては、失業、無給休暇、保証のない賃金補助や補償金などが挙げられる。例えば、労
働者1は補償金をもらって退職するか、それとも補償金なしでの無給休暇を受け入れ、
職場でのポストを維持するかという選択を迫られた。彼女は無給休暇を受け入れること
に決めたが、1日たりとも無給でいる余裕はなかった。そのため、無給休暇中に新たな

1 タイ歳入局は、電子税務書類（eタックスインボイス、e領収書、e源泉徴収税）を推進した。このシス
テムでは、eタックス文書を顧客や歳入局に電子的に送付するために、特定のソフトウェアとデジタル署
名が必要である。参加へのインセンティブは2つあり、2020年1月1日～ 2022年12月31日の期間の
税金とサービス費が軽減される（タイ歳入局、2021）。
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仕事を見つけるためにバンコクに移ることを余儀なくされた。労働者3も同様に、ロッ
クダウン期間中に職場が一時的に閉鎖され、収入が大幅に減少した。収入を失ったこと
と、雇用主の場当たり的な経営やビジネス戦略への不満から、彼は会社を辞めて自分の
会社を設立した。

雇用不安とは別に、パンデミック下における心理的問題が社会的懸念の1つとして浮
上した（ILO, 2021）。総じて、パンデミック中の在宅勤務は労働者に悪影響を及ぼし、
極度の疲労やその他の心理的リスクを引き起こした。しかし、このような在宅勤務の悪
影響は、性別によって不均衡となる可能性がある（Meyer et al., 2021）。労働者2は、
労働時間が不明確なため、ワークライフバランスの不均衡を感じた。

労働者へのインタビューから、小企業のアジリティが必ずしも従業員にプラスの影響
を与えるとは限らないことが明らかになった。前述したように（「コストの最適化」を
参照）、小企業は危機の中でパートタイム労働者の契約を解除し、職務内容を変更し、
賃金や福利厚生を引き下げることで、雇用構造や雇用契約を迅速に見直すことができ
た。労働者1と3は無給休暇を経験し、労働者2、3、4はバックアップ計画も従業員支
援もない雇用主の場当たり的なビジネス戦略に不満を抱いた。労働者2と4は、会社か
らの支援なしに在宅勤務用の機器に投資しなければならなかったと述べた。

2. ジェンダーの視点

国連は、持続可能な開発目標（SDGs）の目標5としてジェンダー平等を掲げている。
ジェンダー平等、特に職場におけるジェンダー平等は何十年にもわたって議論され、推
進されてきたが、あらゆる経済セクターで今なお不平等が存在している。ジェンダー平
等は、あらゆる職種で女性の機会均等を確保し、女性差別をなくすことで、組織のパ
フォーマンスを向上させる。タイにおけるジェンダー平等に関する法整備は大きな進展
を遂げている（2015年のジェンダー平等法の制定など）。民間セクターを見ると、
2019年のミドルマーケット企業の上級職に占める女性の割合（32%）は、他国（27%）
と比べて際立っている（UN Women, 2020）。これと整合するように、インタビュー
の結果、小企業12社のうち9社では意思決定権を持つ女性幹部社員がいることがわ
かった。ただし、これらの企業は家族志向であるため、家族に対するジェンダーバイア
スが少ないのかもしれない。

コロナ危機にもかかわらず、タイの小企業はジェンダー平等を強化するための政策措
置を異なる形で認識し、解釈し、実施した。まず、製造業企業は業務の特性上、力を必
要とするため、ジェンダー平等に従わなかった。SME1（木材工場）は、この業界には
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女性の雇用機会がないことを認めている。少なくとも同社では、唯一の女性社員は会計
担当者で、株主の1人であった。SME4は、ジェンダー平等を意識せずに女性労働者を
雇用していた。離職のリスクを減らすため、従業員の家族全員を雇ったのである。また、
女性労働者は調理、清掃、配膳、包装などの仕事に集中しがちであるため、労働分担の
面でもジェンダー差別が見受けられた。ほとんどの回答者が採用過程ではジェンダーを
気にしていないと述べているにもかかわらず、職場でのジェンダー平等と包摂性を高め
るための明確なポリシーを策定している回答者はいなかった。このように、タイの小企
業はジェンダー平等や包摂性についての認識が不足している模様で、その結果、長期的
には業績が阻害される恐れがある。

政策的含意と提言

企業レベル

我々の分析によると、小企業が危機を乗り切るにあたっての最も重要な特徴は、業務、
マーケティング戦略、製品、技術を調整するためのアジリティであった。第一に、小企業は
業務全体を調整して無駄なコストを削減する一方で、社内や顧客およびサプライヤーとの作
業効率を高めることができる。製品や業界によっては、業務を内製化したり第三者にアウト
ソーシングしたりして、業務を調整できる。

第二に、小企業は伝統的なマーケティングプラットフォームとデジタルマーケティングプ
ラットフォームを組み合わせてマーケティング戦略を改善し、消費者のさまざまな需要に応
えることができる。従来型のマーケティングプラットフォームは、変化への適応が遅い顧客
を対象としている。それに対して、デジタルマーケティングプラットフォーム（eコマース
やソーシャルコマースなど）は、在宅勤務やソーシャルディスタンス措置など、パンデミッ
クによって生じた新たな市場需要や消費者行動の変化に対応するものだ。

2つ目の提言に関連して、脅威と機会は表裏一体であるため、小企業は危機に対応して製
品やサービスを調整することができる。危機の間、消費者行動の変化は新たな市場機会を生
み出す。さらに、製品の多角化は危機時の企業の損失とリスクを減らす。完全な多角化を実
現するには、市場、業界、サプライチェーン全体に関する知識が必要である。例えば、まっ
たく異なる市場で販売されている製品であっても、サプライチェーンが同じであれば、企業
のリスクは同じカゴに入ることになる。

最後に、分析の結果、デジタル化の重要性が浮き彫りになった。小企業は、デジタルトラ
ンスフォーメーションを中核的なビジネス戦略に組み込み、デジタル技術を利用して業務、
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マーケティング戦略、製品を見直すことができる。回答者は、デジタル化によるさまざまな
恩恵を報告した。例えば、売上高の向上、顧客とコンタクトを取り顧客リレーションを維持
するための効果的なチャネル、低コストでのコミュニケーションの強化、在宅勤務やソー
シャルディスタンス措置の推進などである。

国レベル

セクション1（「コロナのパンデミック下における中小企業政策」を参照）では、政府がさ
まざまな刺激策や能力開発プログラムを通じて小企業や労働者を支援していることを示し
た。しかし、インタビューに反映されているように、これらの支援プログラムは危機によっ
て生じた問題や課題に十分に対処するものではなく、困っているすべての中小企業や労働者
に届いているわけでもない。インタビューの結果からは、市場のミスマッチ、特に異なる業
種をまたがる労働需要と労働供給のミスマッチも明らかになった。このような背景に照ら
し、本セクションでは、分析から導き出された5つの領域の政策的含意と提言を示す。すな
わち、特定の産業に合わせて調整した刺激策、脆弱な労働者に対する社会福祉の強化、中小
企業の資金流動性と能力の向上、業種をまたいだ動員による労働供給と労働需要のマッチン
グ、ジェンダー平等の推進である。

第一に、政府は危機とそれに伴う政策措置（ロックダウン措置など）の不均衡な影響を認
識し、特定の産業やサブセクターを支援するために刺激策を調整する必要がある。我々の分
析では、危機による企業への影響が業種によって異なることが明らかになった。サービス業
が危機と政府の政策措置によって最も大きな打撃を受けた一方、製造業は最も抵抗力があ
り、顧客需要や売上高が落ち込まなかった。また、危機の影響は特定の業種内でも異なる。
例えば、サービス業では、物理的なサービスや人との接触が必要な企業（飲食店、ホテル、
娯楽施設、フィットネスジムやスポーツセンター、スパや美容サロンなど）が最も影響を受
けやすい。対照的に、銀行、マーケティング代理店、教育などのオンラインサービス事業者
は、パンデミックの間に売上が増えている。

第二に、政府はパートタイマーやフリーランサー向けの雇用保障や医療サービスなど、社
会福祉制度を強化する必要がある。危機によって、主に小企業で働くこれらの労働者が不当
な扱いを受けるリスクが高いことが明らかになった。こうした労働者は、賃金、補償資格、
労働時間、雇用形態、無給休暇など、雇用契約の突然の変更に見舞われた。パンデミック下
で、パートタイマーやフリーランサーは健康関連のリスクにもさらされている。しかし、安
定した収入がなければ、必要な医療サービスを受けられないかもしれない。危機の影響を最
小限に抑えるためには、収入が不安定な労働者向けの社会福祉制度の改善が不可欠である。
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中小企業と労働者のための政府のワンストップサービスを推進することも、危機の影響を
受けた中小企業と労働者を支援するためのもう1つの解決策となり得る。回答者は、政府機
関とのコミュニケーションの不便さを指摘した。そのため、政府が中小企業向けの振興・支
援プログラム（イノベーション主導型企業向けプログラムなど）を開始したにもかかわらず、
政府のキャンペーンに参加した企業はごくわずかであった。例えば、2021年に中小企業ワ
ンストップサービスセンター (OSS)を利用した中小企業はわずか6%に過ぎない（OSMEP, 

2021）。また、政府キャンペーンの広報や情報発信も不十分であった。したがって、関連省
庁は小規模起業家や労働者との連携に一層力を入れるべきである。

第三に、中小企業はアジリティとレジリエンスを備えているにもかかわらず、資金や人材
が限られているという点で、危機は中小企業の脆弱性を浮き彫りにした。政府は危機以前か
ら中小企業の資金流動性を高め、能力開発プログラムを提供するよう求められていた。デジ
タル化は特に危機下における中小企業の業績向上に役立つ可能性があるため、政府は中小企
業の技術能力を高めるために、eコマース、ソーシャルコマース、デジタルマーケティング、
デジタル技術などのスキル習得／スキル向上研修プログラムを提供することができる。さら
に、新たなデジタルイノベーション（クラウドファンディングプラットフォームなど）は中
小企業の資金流動性を高め、危機に対する中小企業のレジリエンス強化に役立つ。

政府は、デジタルリテラシーやデジタル能力を高めるために、中小企業や個々の労働者が
利用できるイノベーションおよびデジタル技術トレーニングセンターを早急に設立すべきで
ある。世界的にデジタル化のトレンドが高まっているにもかかわらず、タイの中小企業は高
度なデジタル技術に投資する余裕がなく、デジタルコミュニケーションやマーケティングプ
ラットフォームなど、無料で使えるシンプルなデジタル技術のみに頼っている。政府は、中
小企業のデジタルトランスフォーメーションのために補助金を支給したり、この分野で先鞭
をつける中小企業向けにインセンティブプログラムを提供したりすることもできる。

第四に、政府は業種をまたいで労働供給を仲介し、労働需要とマッチするよう動員するこ
とができる。我々の分析では、労働力の需要と供給のミスマッチが浮き彫りになった。今回
の危機では、サービス業の労働者が職を失う傾向にあった一方、製造業の中小企業は労働力
不足に直面した。労働力の動員を円滑にするために、政府は労働者が特定の業種で働くのに
必要なスキルを身につけられるよう、短期間のトレーニングプログラムを実施して、業種を
またがる転職を促進することもできる。

第五に、政府は中小企業や一般市民の間で、職場におけるジェンダー平等や包摂性につい
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ての認識を高めなければならない。インタビューの結果は、タイの小企業ではこの分野にお
ける認識や理解が不足していることを示唆している。ジェンダー平等に関して具体的なポリ
シーを策定している回答者はおらず、職種による男女差別がなお存在している。すべての利
害関係者、特に政策立案者にとっては、ジェンダー平等を推進するために、関連する経済・
社会政策でジェンダーを主流化することが極めて重要である（Korwatanasakul, 2020）。

結論

コロナ危機は、消費者行動の急激な変化とともに、タイの中小企業の業績に悪影響を及ぼ
し、小企業に機会と課題の両方をもたらした。危機の発生後、特にサービス業の小企業は収
入が激減し、回復も鈍いと報告している。分析によると、危機の影響はさまざまなセクター、
サブセクター、製品タイプ、ターゲット市場ごとに不均衡である。

本章では、小企業が危機を乗り切るためにはアジリティが最も重要な特徴であることも説
明した。危機によって生じた新たな市場需要や消費者行動の変化に対応して業務、製品・サー
ビス、マーケティング戦略、技術を迅速に調整した企業は、良好な業績を示した。さらに、
本章ではインタビュー結果からタイの中小企業のビジネス戦略を導き出し、業務効率化とデ
ジタル化という2つの領域にまとめた。業務の効率化には主としてコストの最適化、リソー
スの有効活用、製品の多角化が含まれ、デジタル化にはeコマース、ソーシャルコマース、
デジタルマーケティング、生産のためのデジタルイノベーションが含まれる。これらの戦略
は、小企業の業務効率、市場拡大、顧客リレーションを改善するものである。

中小企業のアジリティは事業成功の鍵であるものの、特にパートタイム契約やプロジェク
トベースの契約を結んでいる従業員に悪影響を与える可能性がある。危機時に、中小企業は
一般的にコスト最適化戦略に頼り、主に雇用に起因する運営コストを削減する。このように、
中小企業が事業を維持することが困難になった場合、パートタイム従業員は最も解雇や無給
休暇の対象となりやすいグループである。

最後に、本章では我々の分析に基づき、企業レベルと国レベルでの政策的含意と提言を示
した。企業レベルでは、危機を受けて、小企業は全体的な業務の見直し、マーケティング戦
略の改善、製品やサービスの開発、中核事業におけるデジタル技術の導入を促されている。
一方、中小企業が危機を乗り切るために、政府は以下の5つの政策分野に重点を置く必要が
ある。すなわち、特定の産業に合わせて調整した刺激策、脆弱な労働者に対する社会福祉の
強化、中小企業の資金流動性と能力の向上、業種をまたいだ動員による労働供給と労働需要
のマッチング、ジェンダー平等の推進である。
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本章は、コロナ危機がタイの中小企業の業績とその対応戦略に与えた影響について、より
確かな知見を提供するための最初の足がかりである。今後の研究では、より多くの定量的
データプールと厳密な定量分析によって、今回の知見を補完することができるだろう。さら
に、特定の企業レベルの従業員ポリシーやジェンダーポリシーに関する研究は、長期的には
中小企業に恩恵をもたらし、ひいてはパンデミック後の世界における経済や社会の発展につ
ながる可能性がある。
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略語のリスト
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WFH 在宅勤務
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日本の中小企業と
 コロナ危機に対する
ビジネス戦略

本章では、コロナが日本の中小企業に与えた影響に関する調査結果を見ていく。日本各地
の中小企業（ほとんどは東京などの大都市圏に拠点を置いている）を対象に行った13件の
インタビューから明らかになったアジリティ（機敏性）、レジリエンス（回復力）、イノベー
ション、デジタル化の度合いの違いを示す。感染拡大防止のための規制や感染状況は急速に
変化することから、本研究では「特にデジタル技術の導入と変革の面で迅速に行動する柔軟
な中小企業は、危機の際にビジネスの勢いを取り戻し、さらには成長することさえできる」
と結論づけている。本章の最後では、日本の中小企業がニューノーマルの時代に備えられる
よう、企業レベルと国レベルでの一連の政策的含意と提言を示す。

日本における中小企業の重要性

中小企業庁（2021b）によると、日本の企業の約99.7%が中小企業である。中小企業は
日本の国内総生産（GDP）の60%以上、地方のGDPの70%を占めており、日本経済の原
動力の1つと考えられている。また、中小企業は労働力全体の70%近くにあたる3,000万
人以上の従業員を支えている。中小企業庁（2021a）では、中小企業を業種、資本金の額、
従業員数に基づいて定義している。表1に中小企業の基準を示す。
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表1.　中小企業の定義

業種
中小企業 小規模企業

資本金 常時雇用する
従業員

常時雇用する
従業員

製造業・建設業・
運輸業その他の業種

3億円
（264万米ドル）以下 300人以下 20人以下

卸売業 1億円
（88万米ドル）以下 100人以下 5人以下

サービス業 5,000万円
（44万米ドル）以下 100人以下 5人以下

小売業 5,000万円
（44万米ドル）以下 50人以下 5人以下

注：米ドルでの金額は概算値。

出典：中小企業庁（2021a）。

日本では、特に中小企業の間でビジネス上の懸念が大きくなっている。東京都産業労働局
によると、東京都内の中小企業の63.5%がパンデミックの影響を受けた。業種別に見ると、
2021年10月に業務上最も悪影響を受けたのは引き続き小売業であり（73.3%、前月比9%
減）、次いで卸売業（68.3%）、製造業（57.4%）、サービス業（56.8%）となっている。債務
を中核事業の利益で割った返済負担は、2021年3月末に2008年のリーマン危機以来の水
準に悪化した（日本経済新聞、2021）。中小企業の債務は50兆円を超えており、無利子・
無担保の制度融資の大半は2022年末までに返済が開始される。

コロナのパンデミック下における中小企業政策

日本政府は、感染拡大によって重大な影響を受けた観光業やその他の業種の中小企業に融
資を行う一連の支援策を発表した。労働者を対象とした支援策には、部分解雇、賃金補助、
自営業者への補助金などが含まれていた。第二に、所得税、家賃、光熱費の延納が認められ
た。第三に、融資保証、直接融資、助成金という3種類の金融支援が行われた。実施された
構造政策は、新たな市場、テレワークとデジタル化、イノベーションとトレーニング、労働
力の移動に関するものであった。特に、民間セクターの取り組みも並行して実施され、日本
でクラウドファンディングプラットフォームを提供するフィンテック企業がパンデミックに
よって打撃を受けた中小企業への信用支援を開始し、オフィス機器メーカーも中小企業のデ
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ジタル化プロセスを援助した（OECD 2021; Sato et al., 2020）。パンデミック時の政府
の中小企業支援策により、企業倒産は最小限にとどまった（日本経済新聞、2021）。2021
年10月20日時点で、日本政府は7つの福祉制度と19の事業継続・雇用支援制度を提供し
ている（内閣官房、2021）。

データと調査方法

本研究では、パンデミックの影響と、日本の中小企業の当面および長期的な戦略を探る。
そのため、（1）パンデミック発生から12～ 16カ月後の中小企業のビジネスアジリティ、
イノベーション、レジリエンスの評価、（2）中小企業の業務慣行の変化、（3）コロナが企業
における多様性と包摂性に及ぼした影響の度合い、という3つの主な研究課題に取り組むこ
とを目的としている。これらの問いに答えるために、本研究では30～ 69歳の小企業のリー
ダー（創業者、常務取締役、取締役）13名を対象に2021年7月から10月にかけて実施し
たインタビューから得られた定量的および定性的データを用いた。コロナの状況を踏まえ、
回答者全員にオンラインでインタビューを行った。それぞれのインタビューの所要時間は
40～ 90分で、半構造化された質問票のおかげで、研究に必要なデータの定性的側面を含
む話をしてもらうことができた。回答者は研究者の職業上のネットワークに基づいて選定さ
れ、必要に応じて機縁法が採用された。インタビューは、インタビュー対象者の許可を得た
上で録音し、文字起こしを行い、手作業で分析した。回答者は首都圏在住者がほとんどだっ
たが、長野、石川、広島など中小企業が地域経済を大きく支えている大都市の回答者も数名
いた。この調査ではインタビューをデータソースとしており、政府の白書、文書、報告書、
およびオンラインで入手可能なニュース記事でそれを補完した。分析では、中小企業を取り
巻く現在の経済環境や日本の経済情勢にとって妥当かつ適切と考えられる政策形成を提案し
ている。表2は、回答者と中小企業の基本的特徴をまとめたものである。
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コロナによる業績への影響

本セクションでは、コロナによる業績への影響について述べる。インタビューの最初の質
問では、現在のビジネス状況とパンデミック前の状況を比較するようお願いした。回答者に
は質問に自由に回答してもらい、その後、売上高、資産、顧客、サプライヤーなどの一連の
主要業績指標について報告を求めた。

全体として、コロナが業績に与えた影響は、製品やサービスの性質、コロナ発生前のター
ゲット市場、デジタル化のレベルとタイミング、サプライヤーの所在地（国内か海外か）、
政府の政策などによって、業種内でも業種間でもばらつきがあった。また、日本の中小企業
はレジリエンスとアジリティを備えており、これはおそらく危機を受けてデジタル技術を導
入したおかげである。表3は回答者が属する企業の業績にコロナが与えた影響をまとめたも
のであり、以下では6つの調査結果について詳細に論じる。

表3.　コロナによる業績への影響

サービス業 製造業 卸売・小売業

売上高 1 増加 5 増加 9 減少
2 減少  増加 6 減少 10 減少
3 減少 7 減少 11 変化なし
4 減少 8 n/a 12 減少

13 減少

顧客 1 増加 5 増加 9 減少
2 減少  

増加
6 減少 10 減少  増加

3 減少 7 減少  増加 11 n/a
4 減少  増加 8 n/a 12 減少

13 減少

資産 1 増加 5 変化なし 9 変化なし
2 増加 6 変化なし 10 変化なし
3 変化なし 7 変化なし 11 変化なし
4 変化なし 8 変化なし 12 変化なし

13 変化なし
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従業員 1 増加 5 変化なし 9 変化なし
2 増加 6 変化なし 10 変化なし
3 減少
（パートタイム

のみ）

7 変化なし 11 変化なし

4 変化なし 8 変化なし 12 変化なし

13 変化なし

サプライヤー 1 n/a 5 変化なし（海外） 9 変化なし（国内）
2 n/a 6 変化なし（国内） 10 変化なし（国内）
3 n/a 7 変化なし（国内） 11 変化なし（海外）
4 変化なし（国内） 8 変化なし（海外） 12 変化なし（国内）

13 新規（国内）

注：n/a＝非公開。増加＝コロナ発生前とほぼ同じかそれ以上の水準に増加

第一に、業種を問わず、ほとんどの中小企業はコロナのパンデミックの第2波中またはパ
ンデミック前から苦難が始まったと述べ、売上高の減少や損失に見舞われたと報告した。第
2波を受けて、政府が2020年4月7日に非常事態宣言を発出し、国民に外出の自粛やソー
シャルディスタンスの維持を促した結果、サービス業を中心に経済活動が制限された。とは
いえ、パンデミックの影響は業種によってばらつきがある。当初、サービス業の中小企業は、
ロックダウンやソーシャルディスタンス措置によって最も打撃を受けたように見える
（Iwamoto et. al, 2021; 日本総合研究所 , 2021; 野村総合研究所 , 2020）。パンデミック
期間中、政府は飲食店、スポーツクラブやジム、教育センター、その他の娯楽施設などのサー
ビス事業者に対して一時的な営業停止（およびその後の営業時間短縮）を強く要請し、その
結果、こうした事業者の売上高は激減した（JETRO, 2020）。

第二に、一般的な見方に反し、3名の回答者（SME1、2、5）はコロナのパンデミック中
に売上高が増えたと述べた。SME1と2は同じ業種（サービス業）だが、業務にデジタル化
を導入したタイミングにより、売上高のパターンがやや異なっている。SME2は、他のサー
ビス業の中小企業と同様に、最初は空手道場の一時閉鎖を余儀なくされたため、売上高が減
少した。同社は実地での空手教室を維持しながらも、デジタル技術（Zoomアプリケーショ
ンなど）をいち早く導入し、新たなサービスとしてオンライン空手教室を提供した。この新
サービスのおかげもあって、教室再開後に売上高は増加した。
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一方、SME1はコロナのパンデミックが始まる直前に、アナログサービス事業者からデジ
タルサービス事業者への移行を進めていた。パンデミックがこの移行プロセスを加速させた
結果、オンライン会議サービスやセミナー放送など、現在の市場需要に応える準備が整った。
これにより、SME1はコロナ発生前と比べて売上高が3～ 4倍に増えている。同様に、
SME5はパンデミックの数年前にオンライン販売プラットフォームを導入し、そのおかげで
ロックダウン下でもビジネスを続けることができた。ロックダウンと在宅勤務体制は、消費
者行動の急激な変化をもたらした（ILO, 2020; McKinsey & Company, 2020a）。人々は
家で過ごす時間が長くなり、より多くの時間をオンラインショッピングに費やし、良質な
コーヒー、フードデリバリー、ルームフレグランス、在宅勤務関連商品など、自宅でのくつ
ろぎや満足感を得られる商品を求めた（Accenture, 2020; McKinsey & Company, 

2020b）。SME5の商品（焙煎コーヒー豆）は、ロックダウンや在宅勤務による市場需要の
急増に対応した。したがって、デジタル化やイノベーションのタイミングと、足元の市場需
要（家庭で利用されるオンラインサービスや製品など）に対応する際のアジリティが、危機
下における中小企業のビジネスの成功を左右する可能性がある。

第三に、ほとんどの回答者は顧客数の減少も報告した。売上高と同様に、パンデミックが
顧客数に与えた影響は業種によって異なる。顧客数の減少は、回答者の4分の1以上
（SME2、4、7、10、13）では一時的なものだったが、それ以外では長期にわたって続いた。
SME2、4、7、10、13は、コロナ発生前から国内顧客をターゲットとしていた。SME13
によると、顧客数はコロナ発生前の水準に戻っていないが、売上高は改善している。コロナ
のパンデミック中に顧客数が増えた中小企業もあった（SME1と5）。したがって、回答者
の半数は、顧客数を事業継続が可能な水準まで、あるいは危機前を超える水準まで戻すこと
ができており、危機下でのレジリエンスを実証した。一方、SME3、6、12は依然として顧
客回復の課題に直面していた。各社のターゲット市場は、日本のお土産を探している外国人
観光客（SME6、12）、または海外への留学や就職を予定している人（SME3）である。渡航
禁止が発令されたため、各社はこれまでと同じターゲット顧客を確保することが難しくな
り、新たなターゲット市場を探さざるを得なくなった。

第四に、売上高が減少したにもかかわらず、ほとんどの回答者はコロナ発生の前と後で資
産と従業員数を一定の水準に保っているため、そのレジリエンスが明らかになった。売上高
が増えた中小企業3社のうち2社（SME1、2）では、デジタル機器の固定資産が増加した。
これらの新たな機器は、増加する市場需要を満たす、あるいはターゲット市場を拡大すると
いう目的に役立った。金融資産や無形資産の増加を報告した回答者はいなかった。雇用に関
しては、売上高が減少した中小企業は正規従業員の数については従来通りに維持したもの
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の、労働時間や労働日数を減らしたり（SME6および12）、パートタイム労働者の数を減ら
したりした（SME3）。一方、売上高が増加した中小企業（SME1および2）では、市場需要
の急増に対応するために、正規従業員やパートタイム労働者の雇用を増やした。

第五に、コロナのパンデミックは、特定業種の中小企業の業績を悪化させたようである。
卸売・小売業のSME10、11、12は、パンデミック以前から業績が振るわなかった。各社
は業績不振の理由として景気低迷やサプライヤーが被災した自然災害を挙げ、他の業種と比
較して脆弱性が高いことが浮き彫りになった。日本経済は過去30年にわたり「失われた数
十年」と呼ばれる経済停滞期にあるが、2011年以降は、東北や熊本での地震・津波、広島
と静岡での豪雨や土砂災害など、相次ぐ自然災害に見舞われた（Fukao, 2010; Yoshino & 

Taghizadeh-Hesary, 2015）。

第六に、海外のサプライヤーと取引している中小企業は、国内のサプライヤーを利用して
いる中小企業よりも多くのサプライチェーンの混乱に直面した。国内サプライヤーを利用し
ている回答者は、サプライチェーンの遅延や混乱はなく、ゆえにサプライヤーの変更もな
かったと述べている。ただし、SME4は、食材を確保するには以前よりも多くの努力が必要
だと指摘した。例えば、コロナ発生前、SME4はサプライヤーに事前に依頼しなくても市場
で食材を購入できていたが、コロナ発生後は、サプライヤーに事前に連絡しないと食材を入
手できなくなった。

海外サプライヤーを利用している回答者2名（SME9、13）は、コストが上昇するにもか
かわらず、商品が途絶えたため徐々に海外サプライヤー（中国、インドネシア、フィリピン
など）から国内サプライヤー（日本）に切り替えていると回答した。これに対して、SME5、
8、11は、インドネシアやタイの海外サプライヤーとの取引に問題（遅延や混乱など）がな
いことから、従来と同じ海外サプライヤーからの調達を続けている。SME8は、インドネシ
アのサプライヤーがリモートワーク戦略を実施し、従業員が自宅で商品（手作りの衣服や
バッグ）を生産できるようにしたため、コロナのパンデミックの影響はなかったと説明した。
SME11は今回のパンデミックについて、タイのサプライヤーとより効率的に協働するため
の絶好の機会だと前向きに捉えている。通信技術のおかげで、タイのサプライヤーといつで
も連絡を取り、サプライヤーのネットワークを広げることができる。しかし、SME8、11、
13（ファッション小売業）は、オンラインコミュニケーションによる製品検査には困難が伴
うと述べた。一般的に、ファッション製品（服やアクセサリーなど）は色、形、質感、その
他の細かい部分まで物理的にチェックしなければならないが、オンラインコミュニケーショ
ンではそれらが十分に伝わらないため、商品の品質を保証することができない。
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コロナ危機に対するビジネス戦略

本セクションでは、コロナ危機に対するビジネス戦略についてインタビューで質問した内
容を、マーケティングミックスの基本的枠組みである4P、すなわちproduct（製品）、
price（価格）、place（流通）、promotion（プロモーション）を通じて考察する。さらに、
さまざまな政府支援に対する反応、業務慣行の変化、職場の多様性や包摂性（特にジェンダー
や障がい者）に対する認識など、危機の中で中小企業がどのように意思決定を行っているか
を探る。

マーケティングミックス

1. 製品：デジタル化と製品向上の実施

日本の中小企業は、製品やサービスの開発を通じて、コロナのパンデミックとそれに
対する政府の政策対応から生まれた最新の市場需要に迅速に対応した。中小企業のビジ
ネス戦略は、製品の性質（有形か無形か）によって、業種ごとに異なっていた。サービ
ス業の中小企業が最もよく用いた戦略は、サービスのデジタル化とコロナ予防のサービ
スへの組み込みである。一方、製造業、卸売業、小売業の中小企業は、製品の品質、体
験、価値向上に重点を置いた。

SME1、2、3は、既存の物理的サービスに加え、パンデミックや政府の政策対応に
よって新たに生まれた市場需要（オンライン授業やバーチャル会議など）に応えるため
に、オンラインサービスを提供し始めた。政府のソーシャルディスタンス要請を受けて、
個人や企業の消費者は予防行動をとり、在宅勤務に切り替えたり、公共の場への外出や
公共の場での会話を控えたりした。SME1と3は、物理的サービスと比べてオンライン
サービスの割合が高い。一方、SME2は市場需要の予期せぬ増加に追随する能力が限ら
れていたため、オンラインサービスの提供は依然として最低限にとどまっていた。しか
し、パンデミック後には、すべての回答者が物理的サービスを維持しながら、オンライ
ンサービスを拡大することを計画していた。

SME4（飲食店）はサービスの性質上、オンラインサービスを提供できなかったが、
別の製品開発戦略（コロナ予防のサービスへの組み込み）を採用した。徹底した衛生管
理、テーブル間の仕切りの設置、各テーブルへの手指消毒剤の設置、アルコール飲料の
提供中止などにより、顧客同士の安全な交流を保証するサービスを提供することができ
た。同じく、SME3（語学学校）も同様の措置を講じて、コロナ予防をサービスに組み
込んだ。さらに、SME3は教科書をデジタル化して生徒と教師がオンラインで使用でき
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るようにすることで物理的な接触を減らし、校内のソーシャルディスタンスを強化し
た。

これに対して、製造業、卸売業、小売業の回答者の間では、品質、体験、価値向上が
主要な製品開発戦略であった。SME5、7、10は、既存および新規の製品ラインの品質
を重視した。彼らは、自社ブランドを競合他社と差別化する優れた製品品質がビジネス
成功の鍵であり、それが口コミによる宣伝効果をもたらすと述べた。一方、回答者の半
数以上が、顧客の製品体験や付加サービス体験を向上させた。SME9は、在宅勤務とい
う新たなトレンドに対応して、ルームウェアの新たな商品ラインを追加した。SME5と
8は、物流システムを改善し、商品の迅速な配送を優先させた結果、世界的なサプライ
チェーンの混乱を回避することができた。物流の改善は、製品体験と密接に関連する顧
客満足度を保証する（Jie et al., 2015; Zhang et al., 2005）。さらに、SME5（焙煎コー
ヒー豆）、10（農産物）、12（ビーズ）、13（アクセサリー）は製品をある程度カスタマ
イズできるようにして、顧客の製品体験を向上させた。

2. 価格：機能的価値と金銭的価値の向上

中小企業は、価格戦略を危機時における最も重要性の低い戦略と考えていた。インタ
ビューの結果によると、割引や柔軟な支払い条件といった価格戦略を明示的に実施した
回答者はいなかった。SME6は、プロモーション戦略の下で暗黙のうちに価格戦略を
とっていた。同社は新たなプロモーションやポイントによる割引など、会員に特典を与
える会員制のオンラインショッピングプラットフォームを開発した。SME3と10は、
危機下で価格戦略の導入を検討しなかったと明言している。それよりも、ほとんどの回
答者は利益を維持するために、他のマーケティングミックス要素（製品、流通、プロモー
ション）、コスト削減戦略（固定費の削減など）、政府補助金の取得に重点を置いた。

それでも、価格戦略の範囲には顧客の知覚価値への配慮が含まれる場合がある
（Sánchez-Fernández & Iniesta-Bonillo, 2007）。前のセクションで述べたように、
製造業と卸売・小売業の中小企業は、品質、体験、価値向上の重要性を強調し、製品や
サービスの機能的価値や金銭的価値を高めている。例えば、SME10は、ブランドの価
値を高めることがビジネスの成功を決定づけると述べた。

3. 流通：オフラインビジネスとオンラインビジネスのバランスをとる

日本の中小企業の流通戦略は主に、国内外の市場拡大のために仮想空間を創造して利
用し、顧客がコロナのパンデミック下でも製品やサービスに容易にアクセスできるよう
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にすることであった。また、オンライン小売やeコマースは、製造業の中小企業が仲介
業者を管理する際に発生するコストを削減するのに役立った（Chircu & Kauffman 

1999; Andonova, 2003）。表4によると、SME1、2、3はZoomアプリを通じてサー
ビスを提供しており、その他の回答者はウェブサイトやLINE、WhatsApp、WeChat
などのデジタルプラットフォームを通じてオンラインショッピング体験を提供してい
る。ほとんどの回答者（13社中12社）は、国内市場を拡大するか海外市場（ドイツや
台湾など）に進出するためにオンラインプラットフォームを導入した。回答者全員がコ
ロナ発生前にデジタルマーケティングを導入していたにもかかわらず（セクション4.「プ
ロモーション」参照）、回答者の4分の3がコロナ発生後にオンラインサービスやショッ
ピングプラットフォームを採用しており、パンデミックが中小企業のデジタル技術活用
レベルを加速させる役割を果たしたことがわかる。また、オンラインショッピングプ
ラットフォームを通じて、中小企業は国内市場の特定のセグメントに焦点を絞ることも
できる。例えば、SME9は、中国や台湾の農村地域でオンラインショッピングのトレン
ドが高まっているのを見て、ターゲット市場を日本の地方にも拡大することを目指し
た。小売店からの需要が急激に落ち込んだため、SME12は自社を卸売業者と小売業者
の中間に位置づけ、より多くの個人顧客を取り込もうとした。
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表4.　オンラインプラットフォームと市場拡大戦略

プラット
フォーム

コロナ
発生の前／後 コロナ後も継続 市場拡大

SME 1 Zoom 前 はい 国内

SME 2 Zoom 後 はい 国内および海外
（ドイツ）

SME 3 Zoom 後 はい 国内

SME 4 n/a n/a n/a n/a

SME 5
オンライン
ショッピング 前 はい 国内

SME 6
オンライン
ショッピング 後 はい* 国内および海外

SME 7
オンライン
ショッピング 後 はい 国内

SME 8
オンライン
ショッピング 前 はい* 国内

SME 9
オンライン
ショッピング 後 はい 国内（地方）

海外（台湾）

SME 
10 LINE 後 はい 国内

SME 
11

オンライン
ショッピング 後 はい 国内

SME 
12

オンライン
ショッピング
およびLINE

前 はい
国内

（卸売業者
小売業者）

SME 
13

WhatsApp 
およびWeChat

後 はい* 国内

注：n/a＝非公開。オンラインショッピング＝オンラインショッピングウェブサイト。  
*＝物理的な流通チャネルを重視。

中小企業は、サイバースペースの流通戦略と、従来の広告チャネルとデジタル広告
チャネルを組み合わせて利用するデジタルプロモーション戦略を実施した（セクション
4.「プロモーション」参照）。サービス業の中小企業（SME1～ 4）を除き、すべての回
答者がデジタル広告チャネルとオンラインショッピングプラットフォームを組み合わ
せ、特にパンデミック時に顧客の意思決定プロセスを加速させた（Gu et al., 2021）。
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回答者の4分の3以上が自社のウェブサイトで製品の宣伝や販売を行っており、
SME10と13はLINE、WhatsApp、WeChatといったソーシャルネットワーキング
サービス（SNS）で製品を宣伝し、顧客がこれらのアプリケーションを通じて製品を注
文できるようにしている。SME10と12では、オンラインショッピングプラットフォー
ムに加え、FAXやボイスメールといった従来型の通信手段が今なお受注のために使われ
ており、日本の消費者にサービスを提供するには従来型のプラットフォームとデジタル
プラットフォームを組み合わせることが重要であることを示唆している。

コロナ後の世界において、中小企業はオフライン事業とオンライン事業を維持する可
能性が高い。回答者全員が、危機下で不確実性が高いにもかかわらず、eコマースの導
入を継続することを固く決意していた。消費者行動が変化してオンラインショッピング
を好むようになり、eコマース市場の需要拡大に寄与したのである。ただし、いくつか
の企業（SME6、8、13）はオンラインショッピングでは提供できない物理的な体験を
必要とする製品（陶器やファッション用品）を扱っているため、サプライヤーや顧客と
より物理的な接触を持つことを好んだ。

それでも、中小企業5社（SME2、3、4、12、13）は、オンラインプラットフォー
ムでは十分なサービスを提供できないため、依然として物理的な場所での流通戦略を採
用している。ほとんどのサービス事業者（回答した4社中3社）は、サービスの性質や
顧客の好みを理由に、引き続き対面でサービスを提供している。SME2（空手道場）は
需要の増加に対応し、顧客アクセスを向上させるため、物理的な場所に新たに2つの道
場を開いた。SME3と4は予防器具（仕切りやアルコール系消毒剤など）を設置し、店
内のレイアウトを変更することで顧客に安全な環境を提供し、顧客アクセスや利便性を
向上させた。一方、SME12は、個人顧客が自社の素材を使った製品を展示できるよう、
店内に小さなクリエイティブスペースを設ける予定である。この流通（場所）戦略は、
プロモーション戦略と相まって、SME12の卸売業者としてのイメージを払拭し、ター
ゲット市場を広げてより多くの個人顧客を獲得することで、同社の流通チャネルを強化
するものだ。同様に、SME13は顧客満足度を高めるために、物理的な展示会などの機
会を利用して、アクセサリー製品に物理的に「触れる」体験を提供することを計画して
いる。

4. プロモーション：デジタルマーケティングの利用

総じて、中小企業の間ではコロナ発生前からデジタル広告が主なプロモーション戦略
となっていた。また、顧客エンゲージメントや顧客リレーション管理にもデジタルイノ
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ベーションを導入しており、デジタル技術の重要性が浮き彫りになっている。中小企業
はパンデミック前からデジタル技術をプロモーション戦略に利用してきたが、コロナ危
機は中小企業のデジタル技術利用のレベルを著しく加速させた。

パンデミックは消費者のデジタル技術の導入率と利用率も押し上げ、いわゆる
「ニューノーマル」を形作った（Accenture, 2020; McKinsey & Company, 

2020b）。Statista（2021）によると、2021年には日本の人口の79.7%がeコマース
を利用し、eコマース市場自体も10.5%成長した（GlobalData, 2021）。McKinsey 

& Company（2020b）によると、日本の消費者は危機前よりもオンラインショッピン
グが増えると予想しており、食料品、衣料品、家庭用品、娯楽商品およびサービスでは
最大14%の伸びが見込まれている。このニューノーマルは、事業活動においてデジタ
ル技術を利用し続けるという、中小企業の今後の行動にも影響を及ぼした。

表5は、中小企業が広告チャネルを従来型のチャネルからデジタルチャネルにシフト
させたことを示している。回答者全員が、コロナ発生前からデジタル技術をプロモー
ション戦略に利用しており、今後、パンデミック終息後も利用し続けると述べた。デジ
タル広告は、流通戦略とともに、中小企業が危機下でターゲット市場を国内外に拡大す
るのに役立った。
また、固定費の大部分を占める従来型広告の費用に懸念を示す回答者もいた。例えば、

SME3と4は今回の危機を受け、コスト削減戦略の下、従来型広告の回数と頻度を大幅
に減らした。したがって、市場の拡大とコスト削減が、中小企業のプロモーションミッ
クスにおいてデジタル広告チャネルの割合を高める主な動機となっている。

表5.　デジタル広告チャネルと従来型広告チャネル

デジタル広告

従来型広告ウェブ
サイト Instagram Facebook YouTube Twitter

オンライン
ダイレクト
メッセージ

SME 1 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓

SME 2 ✓ ✓ ✓ チラシ／
新聞

SME 3 ✓ ✓ ✓ ✓

SME 4 ✓ ✓ ✓ ✓ ウインドウ
ディスプレイ
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SME 5 ✓

SME 6 ✓ Eメール

SME 7 ✓ ✓ ✓ ✓ Eメール
新聞／

テレビコマー
シャル

SME 8 ✓ ✓ ✓

SME 9 ✓ ✓ ✓ LINE

SME 
10

✓

SME 
11

✓ ✓

SME 
12

✓ ✓ ✓ ✓ LINE

SME 
13

WhatsApp
／WeChat

中小企業は、ターゲット市場に応じて異なるプロモーションミックスを利用しており、デ
ジタルマーケティングチャネルと従来型マーケティングチャネルの比率はさまざまであっ
た。概して、中小企業は少なくとも1種類のデジタル広告を採用しており、その中ではウェ
ブサイトが最も一般的な（デジタル）チャネルであった（回答者13名中10名）。しかし、
SME2、4、7は、デジタルチャネルと従来型チャネル（チラシ、店頭のウインドウディス
プレイ、新聞、テレビコマーシャルなど）を組み合わせて利用していた。これらの企業は従
来型のマーケティングチャネルを利用して、近隣や同じ地域に住むターゲット顧客にアプ
ローチしている。Salathong and Korwatanasakul（近日中に発表予定）は、デジタルマー
ケティングツールよりも、地方紙、ローカルテレビ番組、掲示板など地域に密着した従来型
のコミュニケーションツールの方が、地域の人々にアプローチする上で効果的であることを
発見した。SME2は、現在のプロモーションミックスの結果、最初の非常事態宣言の解除後
に生徒が約30人増えたと報告している。同様に、SME4と7でもこのところ顧客数が徐々
に増えている（表3）。

ウェブサイト以外に、中小企業は Instagram、Facebook、YouTube、Twitter、
LINE、WhatsApp、WeChatといったソーシャルメディアプラットフォームを組み合わせ
て製品やサービスを宣伝していた。中小企業は、これらのプラットフォームをオンライン小
売（流通）戦略（セクション3.「流通」）とリンクさせ、顧客がオンラインショッピングプラッ
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トフォームを通じて直接購入できるようにすることができる。InstagramとFacebookが
最も利用されているプラットフォーム（回答者の4分の3）であり、LINE、WhatsApp、
WeChatなどオンラインダイレクトメッセージを送信するソーシャルネットワークサービ
スが最も好まれていなかった。表5は、サービス業の中小企業が最も技術に精通しているこ
とも示している。これらの企業はさまざまなデジタル広告チャネルをフル活用しており、平
均で4つのチャネルを利用している。一方、製造業と卸売・小売業では、中小企業のデジタ
ルメディア数の平均はそれぞれ2.8件と2.6件であった。

中小企業のプロモーションミックスに関する決定は、市場需要に応えるための生産能力や
人的資源にも左右される。デジタルマーケティングの普及が進んでいるにもかかわらず、回
答者の4分の1（SME5、6、10、13）がデジタルマーケティングのチャネル数を最低限（1
～ 2チャネル）に抑えている。これらの中小企業に共通する特徴は、生産能力や労働力が限
られた小規模企業であることだ。SME5、10、13は、すでに自社のウェブサイトを知って
いるか、Eメール、WhatsApp、WeChatなどの直接の連絡先を持っている既存顧客にの
み焦点を絞っている。SME5は、顧客の90%が常連客であり、これ以上顧客が増えて注文
量が増加すると対応できなくなると述べた。

意思決定

総じて、ほとんどの回答者は単独で意思決定を行っており、小規模であることの利点を活
かして危機時に迅速に行動した。危機を受けて消費者行動や政府規制が急激に変化したた
め、アジリティとレジリエンスが成功の鍵であるという点で意見が一致していた。それにも
かかわらず、回答者全員が、コロナ危機を受けても意思決定や非公式および公式のビジネス
協議のやり方は変わらなかったと答えた。危機にもかかわらず、不確実性に対応して臨機応
変に決定を下す能力を養い、維持したのである。相談相手としては、企業団体、コンサルティ
ング会社、家族、政府機関、経営陣、従業員、またはそれらの組み合わせのいずれかに相談
してビジネス戦略を決定している。

また、コロナのパンデミック下で売上高や顧客数の面で比較的成功を収めた中小企業
（SME1、2、5、7、10）の回答者には、共通の起業家マインドセットも観察された。成功
した起業家は、アジリティとレジリエンスほか、先見性も備えていた。SME1と5は、危機
の中でも一貫して売上を伸ばすことができた。その成功の要因はおそらく危機前にビジネス
をデジタル化したことであり、これは将来を見据えた意思決定を意味する。彼らはこのよう
な特性やマインドセットを持って、不測の事態や将来のポジティブなトレンドに対して十分
に備えていたのである。また、先見的な起業家（SME1、2、5、7、10）は、政府支援や現
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在の危機に関連するその他の問題を心配するよりも、製品やサービスの改善に力を注いだ。
さらに、成功した起業家は、オープンマインド、粘り強さ、セルフモチベーションなど、他
の起業家的特性も備えていた。彼らは試行錯誤を繰り返しながら、個人的な仕事の経験をも
とにビジネスを構築していった。

1. 危機下の作業慣行

コロナのパンデミックを受けて、すべての中小企業がマスク着用方針、ソーシャル
ディスタンス措置、定期的な消毒、体温検査といった基本的な予防策をバックオフィス
やフロントオフィスで実施したと答えた。従業員と顧客の両方にマスク着用が義務付け
られ、手の消毒もニューノーマルとなった。サービス提供エリア、会議室、オフィスに
入る前には、体温測定も必要になった。さらに、中小企業は従業員に対して、設備や作
業スペースの消毒を頻繁に行うよう奨励した。

ソーシャルディスタンス措置を実施するにあたり、中小企業は製品やサービスの性質
に応じて、時間戦略とツール戦略に大別されるさまざまな介入を行った。時間戦略には、
シフト勤務制、フレックスタイム制、在宅勤務、労働時間の短縮などが含まれる。サー
ビス業の中小企業は、シフト勤務制と労働時間の短縮を組み合わせて導入する傾向が
あった。会社と従業員の利益を最大化するために、スペースと定員、政府補助金の要件、
政府からの営業時間短縮要請という3つの観点から、勤務シフトの再編成が行われた。
勤務シフトを再編成する主な目的は、従業員同士の物理的接触を減らすことにあった。
また、シフト再編によって労働日数が十分に短縮された場合には、労働者が政府から補
助金を受け取れるようにした。さらに、勤務シフトの再編成は、特に飲食店を対象とし
た政府からの営業時間短縮要請に応えたものであり、この要請に従うことで中小企業は
政府から補助金を受け取ることができた。

一方、他の業種の中小企業は、在宅勤務やフレックスタイム制を利用するか、利用し
ようとした。しかし、約半数の中小企業、特に製造業の中小企業はその導入にあたって
困難に直面した。SME5～ 7は、従業員がオフィスや工場で機械や設備を使って製品
を生産しなければならないため、在宅勤務を全面的に実施するのは難しかった。
SME12は、顧客からの注文を在宅勤務で処理するのが困難であった。また、OJT研修
や従業員の監視に関する懸念もあった。そこで、中小企業は部分的な在宅勤務とフレッ
クスタイム制を組み合わせ、従業員同士の物理的接触を減らしつつ、仕事の質を維持し
ようとした。

加えて、中小企業は時間戦略を補うためにツール戦略を用いた。ツール戦略とは基本
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的に、在宅勤務を促進し、従業員、サプライヤー、顧客の物理的接触を減らすのに役立
つデジタルツールを指す。

ツール戦略には、物理的なツールが含まれることもある。例えば、SME3（語学学校）
とSME4（飲食店）は、ソーシャルディスタンス措置として各テーブルの間に仕切りを
設置した。マーケティングミックスのセクションで述べたように、中小企業はマーケ
ティングミックスのすべての要素にデジタル技術を導入し、従業員のリモートワークを
部分的に可能にしている。社内および社外とのコミュニケーションツールとしては、オ
ンライン会議とSNSアプリケーションが最も多く利用されている。これらのコミュニ
ケーションプラットフォームは、会議の手配のしやすさ、移動に要するコストや時間の
削減、ビジネス会議の時間短縮など、時間管理の改善という面で業務効率を向上させた。
また、海外の投入財や労働市場にアクセスする機会も増え、中小企業はよりコストパ
フォーマンスの高い外国の労働者やサプライヤーと協力できるようになった。しかし、
回答者はデジタルツールの限界も指摘している。物理的に触れることができないため、
サプライヤーに対する製品品質管理や、顧客の製品体験が損なわれることになった。ま
た、対面での会議の方が、従業員、サプライヤー、顧客の間でより緊密な関係が構築さ
れ、ひいては職場環境の改善やより良いビジネス取引につながると考える回答者もい
た。

2. 政府補助金

冒頭で簡単に説明したように、日本にはビジネスや雇用に関連する19種類の政府援
助がある。インタビューした13名のうち54%にあたる7名が、雇用調整助成金、小規
模事業者持続化補助金、事業承継のための3年間の補助金、緊急家賃支援補助金、事業
再開補助金、単発の一時支援金、緊急事対応として一時的に事業を閉鎖した中小企業に
対する補助金など、何らかの形の補助金を受け取っていた。1社（SME12）は、短期的
な事業維持を可能にするために7種類の補助金を受けていた。

補助金を受けた申請者7名全員が、実業家にはすぐに理解できない専門用語を多用す
る政府のウェブサイトからしか情報を得られないことに苦労した。そのため、受給資格
を調べるだけでも時間がかかってしまうのである。SME4は、事前にブックマークして
おいたリンクが再申請のときや詳細情報を調べようとしたときにはすでに機能しなく
なっていたため、苦労した。SME4は、お酒を飲むことでより密接の身体的接触が起こ
るパブやナイトクラブを飲食店と同一視すべきではないと主張した。SME3は、問い合
わせ先の電話番号が混み合っていてつながらないと指摘した。SME11は、支援を得る



101

3　日本のケーススタディ

ための競争率が高すぎると感じた。

ここで注目すべき点は、補助金交付の可否を左右する補助金申請のための個人や企業
の戦略の幅広さである。回答者は、政府補助金を獲得するために、以下の5つの戦略の
うち少なくとも1つを採用した。（1）同業者のツイートなど、ソーシャルメディアの
チェック、（2）会計士が提供する総合的な補助金情報のYouTube動画の視聴、（3）同
業者向けのクローズドFacebookグループへの参加、（4）関連情報をまとめたウェブ
サイトの閲覧、（5）同業者のインフォーマルなネットワークへの参加。

これら5つの戦略は、人的資本（すなわちデジタルリテラシー）や社会資本（すなわ
ち新規および既存のネットワーク）を駆使して不確実性を乗り切る中小企業の能力を証
明している。Twitter、YouTube、Facebookといったソーシャルメディアのデジタ
ルプラットフォームのおかげで、中小企業は既存および新規のネットワークを最大限に
駆使することができ、そうしたプラットフォームでは情報が多くの人に恩恵をもたら
す。インタビューでは、実証された粘り強さや多才さといった起業家としての共通の特
性も、好機を探り、事業を維持するための人的資本や社会資本を支えていることが浮き
彫りになった。

また、補助金の対象とならなかったSME10からは、補助金の配分は特に小売業に
とって不公平であり、小売業の仕事はその性質上、人々から見えにくいという指摘が
あった。小売業では、卸売業者や農家から原材料を調達し、安定したサプライチェーン
を確保するために物流を整備し、最終的に商品を市場に売りに出すまでの「裏方」の仕
事が隠されている。SME10は、「接客業向けだけでなく、より具体的な補助金があれ
ば状況は違っていただろう。（中略）我々は陰に隠れているが（中略）我々がいなければ、
飲食店は食材を（テーブルに）並べることができない」と述べ、業界別の補助金のあり
方について重要な検討事項を提起した。

3. ジェンダーと持続可能な開発

日本でのインタビュー結果を見ると、特にジェンダーに関する包摂性に積極的に取り
組んでいるところはほとんどあるいはまったくない。インタビューした中小企業の中で
は、たとえインタビュー対象者が女性であっても、事業運営におけるジェンダーについ
て社内ポリシーやガイドラインを策定しているところはなかった。インタビューした
13名のうち約70%の9名が、多様性と包摂性を推進するための取り組みにおいてジェ
ンダーに言及しなかった。注目すべきは、回答が経営陣におけるジェンダーバランスで
はなく、主に雇用におけるジェンダーバランス、すなわち女性従業員の数に集中してい
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たことである。インタビューしたうちただ1社（SME5）のみが、女性は勤勉かつ献身
的で、仕事の覚えも早いため、職場で女性を雇用することのメリットについて述べた。
全体的なインタビュー結果から、中小企業は事業運営における女性の活躍推進について
の理解が乏しく、その結果、中小企業の中核的なビジネス戦略においてジェンダーが重
視されていないことが明らかになった。

一方、4名（31%）の回答者が、障がい者や移民労働者との関わりを通じて包摂性を
推進する既存の取り組みについて話した。中小企業3社が、雇用を通じて障がい者や移
民労働者と関わりを持っていることを表明したが、その形は異なっている。例えば、
SME3は障がいのある学生を語学学校に積極的に受け入れ、それに合わせた教育を行っ
ている。SME4は、2人の移民労働者を雇用したことで、外国人居住者として日本で生
活することの難しさについて理解が深まり、飲食店をより外国人としても利用しやすい
環境にすることにつながった。

政策的含意と提言

企業レベル

コロナ危機により、デジタル化とデジタルトランスフォーメーションの重要性が浮き彫り
になった。我々の分析によれば、デジタル化の度合いとタイミングが、危機時における中小
企業の成功とリンクしている。しかし、日本の中小企業は依然としてeコマースやソーシャ
ルメディアプラットフォームに特化したシンプルなデジタル技術を採用しており、デジタル
トランスフォーメーションの初期段階にあることが明らかになった。デジタル技術を利用し
てさまざまなマーケティングミックス要素を組み合わせているにもかかわらず、その技術を
中核事業の目標、戦略、活動に根本的かつ包括的に組み込めていない。現在のデジタル技術
の導入はコスト削減のみにとどまり、真の生産性やサービスの向上にはつながらないかもし
れない（Sato, 2021; Tabrizi et al., 2019）。一方、我々の分析によると、生産能力の制約
が中小企業のデジタル化レベルを阻害している可能性もある（セクション4.「プロモーショ
ン」参照）。したがって、中小企業の次の大きなステップは、全体的なビジネス戦略に変化
を取り込んでより深みのあるデジタルトランスフォーメーションを導入し（Tabrizi et al., 

2019）、デジタル技術と中小企業の生産能力の同時開発を促すことである。起業家と労働者
は、利用可能なデジタル技術の選択肢とそのビジネス上の意義を認識し、ビジネスの性質に
合った最適なデジタル技術の組み合わせを選択しなければならない（Montagner & Reich, 

2018; Tabrizi et al., 2019）。そのためには、中小企業の起業家と労働者向けの、デジタ
ルトランスフォーメーションに関する能力開発プログラムが必要である。



103

3　日本のケーススタディ

さらに、コロナが業績に与える影響は製品の性質、ターゲット市場、サプライヤーの場所
によって異なることから、危機を乗り切るためには製品やサービス、ターゲット市場、サプ
ライチェーンにおける（リスクの）多様化が不可欠である。製品を多角化した中小企業、特
に製品の一部をデジタル化した企業（SME1、2、3など）は、危機の影響を受けにくくなっ
た。さらに、中小企業は特定の業界における非システマティックな経済ショックを回避する
ために、ターゲット市場、ひいては収入源を多様化することができる。例えば、コロナ危機
の第1波は観光産業に甚大な影響を及ぼした。したがって、外国人観光客や海外駐在のビジ
ネスマンのみをターゲットとした中小企業（SME3や6など）は、国内消費者をターゲット
とした中小企業よりも脆弱であった。デジタル技術の助けを借りたeコマースやデジタル
マーケティングは、中小企業が国内外で市場を多様化するのに役立つ（セクション1.「流通」、
セクション4.「プロモーション」参照）。最後に、調査結果からすると、海外のサプライヤー
と取引している中小企業は、危機時にサプライチェーンの混乱に見舞われやすい。したがっ
て、中小企業は混乱を回避するために、サプライチェーン多様化戦略を採用することができ
る。例えば、SME9と13は、コロナの感染拡大によるサプライチェーンの混乱に見舞われ
た後、徐々に国内サプライヤーにシフトしていった。

国レベル

第一に、政府はすべての中小企業がすぐに補助金情報にアクセスできるよう、ウェブサイ
トを改善する必要がある。本調査でよく聞かれた意見は、補助金申請に関する説明が記載さ
れた政府のウェブサイトは、自社の受給資格を判断し、必要な書類を確認し、申請書を提出
するために、操作・閲覧しやすいものでなければならないというものである。また、すべて
の中小企業が、補助金申請に必要な情報を取得するのに十分なデジタルリテラシーやビジネ
スネットワークを備えているわけではないことも明らかになった。したがって、「取り残さ
れる」中小企業がないように、政府は利用可能な補助金に関する情報を提供し、危機時の中
小企業のニーズを満たすという点で、サービスを改善することが重要である。

第二に、中小企業は国のパンデミック対策に関して、政府による業種別の配慮を必要とす
る。
調査結果は、断片的な政策対応や産業の性質が原因で、危機による中小企業への影響が一
様ではなかったことを示している。中小企業は、現在の政府補助金の仕組みに懸念を表明し
た。例えば、飲食店とパブやナイトクラブは、営業時間、物理的接触のレベル、ソーシャル
ディスタンス措置の度合いが異なるため、別々に分類されるべきである。また、中小企業が
政府や国民に認知されているかどうかにかかわらず、政府は補助金の対象となるすべての業
種を完全にカバーするようにしなければならない。したがって、中小企業の声をタイムリー
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に反映させるためには、本調査のような緻密なヒアリングが欠かせない。

第三に、政府は民間セクター、特に中小企業のデジタル化を改善するために、政府資金に
よる能力開発プログラムを提供することができる。日本の中小企業はまだデジタル化の初期
段階にあり、この分野での政府支援を必要としていることがわかった。テレワークやeコ
マースなど、中小企業の ITソリューションを支援する政府補助金はいくつかあるものの
（OECD, 2021; 厚生労働省、2021）、デジタル化を支援する取り組みの有効性は極めて低
い。さらに、政府が提供するデジタル化支援について言及したインタビュー対象者は皆無で
あり、最初の政策提言で指摘した政府情報へのアクセス改善の必要性が改めて浮き彫りに
なった。

第四に、中小企業庁が立ち上げた IT支援サービスのプラットフォームと同様に、日本政
府も効果的で強固なグローバルサプライチェーンを促進するプラットフォームを十分に推進
し活用することができる。経済産業省傘下の日本貿易振興機構（JETRO）は、「JETRO DX
プラットフォーム」を立ち上げた（JETRO, 2021a, 2021b）。このプラットフォームは、日
本企業と東南アジア、インド、イスラエル、オーストラリア、米国、欧州の海外スタートアッ
プ企業をマッチングさせ、革新的なコラボレーションを実現するものである。このようなプ
ラットフォームは、パンデミック関連の問題が発生した際に、中小企業が新たなビジネス
パートナーを積極的に開拓し、つながりを持てるよう後押しできる。

最後に、パンデミック後の世界で職場の女性が直面する構造的な不平等や障壁を防ぐに
は、ジェンダー包摂的な政策が欠かせない。パンデミックの際、女性は男性よりも燃え尽き
やすい傾向がある。McKinsey（2021）によると、一般女性の3人に1人がキャリアのダウ
ンシフトを考えたことがあると答えた。また、女性の10人に4人は、コロナによって家事、
育児、仕事のバランスをとるプレッシャーが高まったため、退職や転職を検討したことがあ
る。しかし、コロナ関連のほとんどの政策対応にはジェンダーの視点が欠けていた（OECD, 

2020）。企業レベルでは、今回の調査でインタビューした日本の中小企業でも、ジェンダー
への配慮が欠けていることがわかった。OECD（2020）は、ジェンダー平等に配慮した政
策のメリットとして、2025年までに経済成長を最大でGDP比2%押し上げ、労働力参加に
おけるジェンダーギャップを25%縮小させることを強調している。日本の労働力全体の約
70%が中小企業で働いているため、ジェンダー包摂に対する意識をさらに高めることは、
日本におけるジェンダー包摂の推進に極めて大きな影響を与える可能性がある。中小企業
は、より主体的に行動し、より幅広い恩恵を享受するために、まずは多様性ポリシーと包摂
性ポリシーを導入して事業の変化を促し、採用と昇進に関するポリシーやプロセスを見直す
ことから出発できる。ポリシーは、女性に恩恵を与えるだけでなく、すべてのジェンダーを
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対象として、ジェンダー包摂的な職場文化を制度化するものでなければならない（Razavi 

& Miller, 1995）。

結論

本章では、サービス業、製造業、卸売業、小売業に属する日本の中小企業の課題と戦略に
ついて述べた。業種内や業種間でまちまちなコロナ危機の影響に対応するために、日本の中
小企業がデジタル技術の力を借りてアジリティとレジリエンスを発揮したことが示されてい
る。日本の中小企業の間でよく利用された主なビジネス戦略は、商品・サービスの開発（製
品）、市場拡大のためのeコマース（流通）、デジタルマーケティング（プロモーション）で
あり、価格戦略は危機時には重要ではなかった。製品戦略は主に、サービスのデジタル化、
コロナ予防のサービスへの組み込み、製品の品質、体験、価値の向上など、危機と政府の政
策対応によって生まれた最新の市場需要に対応するものであった。しかし、どの戦略を採用
するかは、その中小企業の業界や製品の性質（有形か無形か）に応じて決定された。さらに、
流通戦略では国内外での市場拡大のためにeコマースに重点が置かれ、危機下でも顧客が製
品やサービスにアクセスしやすいような対策が講じられた。プロモーション戦略について
は、中小企業は主にデジタルマーケティングプラットフォームを活用して商品やサービスを
宣伝し、Instagram、Facebook、YouTube、Twitter、LINE、WhatsApp、WeChat
といったソーシャルメディアプラットフォームを組み合わせて顧客エンゲージメントや顧客
リレーションを管理している。危機による消費者行動の急激な変化を受けて、中小企業は事
業計画や事業活動へのデジタル技術の迅速かつ包括的な組み込みを加速させた。それでも、
日本の中小企業は依然としてシンプルなデジタル技術を採用しており、デジタル化の初期段
階にあることが見て取れる。したがって、日本の中小企業にとっては、デジタル技術の完全
統合に向けたアップグレードが次の大きなステップとなる。

さらに、本章では、単独かつ独立した意思決定が、小規模な組織とともに、特に危機下に
おける中小企業のアジリティに貢献した可能性があることを明らかにした。成功した中小企
業の起業家は、アジリティとレジリエンスに加え、先見性、オープンマインド、粘り強さ、
セルフモチベーションなどの特性を備えていた。これらの起業家的な特性が、危機に対する
行動、すなわち政府補助金の申請や労働慣行の変更につながった。労働慣行については、日
本の中小企業はマスク着用方針、ソーシャルディスタンス措置、定期的な消毒、体温検査と
いった基本的な予防策を実施した。また、時間戦略と（デジタル）ツール戦略を駆使してソー
シャルディスタンス措置を強化するとともに、政府補助金による自社と従業員への恩恵を最
大化した。
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この分析では、政府補助金や特にジェンダーに関する包摂性などの問題についても論じ
た。その結果、中小企業が政府補助金を利用できるかどうかは、デジタルリテラシーのレベ
ル、ビジネスネットワーク、起業家的な特性（すなわち粘り強さや多才さ）に左右されるこ
とがわかった。包摂性については、中小企業は女性が活躍できる職場を作るためのポリシー
やガイドラインに言及せず、ジェンダーがビジネス戦略の主要な検討事項になっていないこ
とがうかがえた。

分析に基づき、本章の最後では企業レベルと国レベルでの政策提言を行った。企業レベル
では、中小企業は将来の危機やニューノーマルの世界に備えるために、より深みのあるデジ
タルトランスフォーメーションとリスク分散戦略の採用を検討することができる。国レベル
では、危機下における中小企業の競争力を強化するために、政府はデジタルリテラシー、イ
ノベーション、包摂性に関する補助金や能力開発プログラムへのアクセスを改善すること
で、中小企業を支援することができる。本章は、日本の中小企業の課題と戦略に関する研究
の基礎となるものである。今後、特定の企業レベルのイノベーションポリシーやジェンダー
ポリシーに関する研究が進めば、中小企業がパンデミック後の世界に備えてアジリティ、レ
ジリエンス、革新的マインドセットをさらに構築する上で恩恵をもたらすことができるだろ
う。
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略語のリスト

ART 抗原迅速検査
CB サーキットブレーカー
DRB デジタル適応力ボーナス
DOS （シンガポール）統計局
DRC 外国人雇用上限率
 EFS 企業金融スキーム
ERP 企業資源計画
ETL 強化されたトレードローン
EWCL 強化された運転資金ローン
FWL 外国人雇用税
F&B 飲食店
GDP 国内総生産
IRAS シンガポール内国歳入庁
JSS 雇用支援制度
MATO 製造業同盟トランスフォーメーションオフィス
MCO 活動制限令
MOH シンガポール保健省
MTI 通商産業省
NPL 無給休暇
PCR ポリメラーゼ連鎖反応
PCPs 職業転換プログラム
PSG 貧困解決助成金
RWF 賃料免除枠組み
SBF シンガポールビジネス連盟
SIAA シンガポール産業自動化協会
SME 中小企業
SMF シンガポール製造業者連盟
SPETA シンガポール精密工学技術協会
STEER シンガポール企業レジリエンスプログラム
TACs 同業組合・商工会議所
TBLP 一時つなぎ融資プログラム
TTV 検査・追跡・ワクチン接種プログラム
WFH 在宅勤務
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シンガポールの中小企業：
コロナ危機下で勢いを取り戻す

世界的に、コロナの状況は急速に変化しており、デルタ株が引き続き世界の成長見通しに
水を差している。過去1年、シンガポールはパンデミックとの長期にわたる戦いを免れな
かった。シンガポール経済は、需要ショックと供給ショック、サプライチェーンの混乱など、
パンデミックの波及効果への対処を迫られたほか、2020年4月7日から6月1日にかけて
は国内でサーキットブレーカー（CB）措置 1を余儀なくされた。これらのショックの影響は
2020年前半に最も顕著に現れ、シンガポール経済は5.4%縮小し、通年では最悪の景気後
退の1つとなった22。

コロナは国内企業に大きな打撃を与えており、中小企業か大企業かを問わず、企業の3分
の2がコロナによる悪影響を報告している 3。パンデミックの状況は、シンガポールの企業、
特に同国の企業全体の99%を占める中小企業に新たな課題をもたらした。報告された課題
の中で最も多かったのは、事業のサービスや製品に対する需要の不確実性、人件費の高止ま
り、パンデミックに関連した新たな旅行制限、ビジネス上の競争などであった 4。パンデミッ
クの世界的な影響によって生じた新たな課題は、人件費という従来からの課題と重なって、
事業を維持しようとしている中小企業により大きな複雑性をもたらしている。

ウイルスの状況が変化し続け、シンガポールが地域社会における感染者数の増減の波に直

1 シンガポールにおけるサーキットブレーカーは、部分的なロックダウンである。この措置には、学校向
けの完全な在宅学習と、シンガポール経済に不可欠な業種と必要不可欠なサービスを提供する企業を除
くほとんどの物理的職場の閉鎖が含まれていた。

2 Ministry of Trade and Industry (MTI). “Economic Survey of Singapore 2020.” https://www.
mti.gov.sg/-/media/MTI/Resources/Economic-Survey-of-Singapore/2020/Economic-
Survey-of-Singapore-2020/FA_AES2020.pdf （2021年9月20日閲覧）

3 Singapore Business Federation (SBF). “National Business Survey 2020/2021.” https://
www.sbf.org.sg/images/2021/SBF_National_Business_Survey_2020_-_2021_Summary_
Report_Final.pdf （2021年9月20日閲覧）

4 Singapore Business Federation (SBF). “National Business Survey 2020/2021.” https://
www.sbf.org.sg/images/2021/SBF_National_Business_Survey_2020_-_2021_Summary_
Report_Final.pdf （2021年9月20日閲覧）
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面する中、政府は市民を感染や治療入院から守るために頭を悩ませ、一連の規則や対策を施
行した。それぞれの規則変更は、あらゆる規模の企業の業務に影響を及ぼしている。

コロナの規則変更をうまく乗り切ることの難しさは、ホーカーセンターと呼ばれる地元の
飲食施設の座席配置に表れている。このような施設はシンガポール各地に14,000カ所ほど
点在しており、シンガポールの人々に安価な食事を提供している。その多くは住宅街や団地
内にあり、住民は近所の人や友人と気軽に食事をすることができる。コロナによる規制の間、
ホーカーセンターはまずは完全に閉鎖され（サーキットブレーカー期間中）、その後テイク
アウトのみの再開が許可され、2人グループの座席が許可され、5人グループの座席が許可
され、8人グループの座席が許可され、2人グループの座席が許可され、対面での食事が再
び禁止され、2人グループでの食事が再開され、ワクチン接種者2人グループのみの食事に
制限された。規則が変わるたびに、利用客用のテーブルと椅子を配置し直す必要があった。

規則の変更と強い経済的逆風に直面する中、シンガポール政府の支援は、景気回復に向け
て中小企業を支え、特に雇用を維持し構造変化を加速させる上で不可欠なものとなってい
る。企業や労働者が危機を乗り越え、より力強く立ち上がるために、助成金、信用融資制度、
雇用奨励制度、構造改革プログラム 5などの一連の措置が、早くも2020年2月にシンガポー
ルの2020年度予算で発表された。2021年には、影響を受けた業種の中小企業と従業員が
コロナの長引く影響に対処するのを助けるために、新たなインセンティブやいくつかの支援
制度や助成金の延長も提供された。

2021年以降、シンガポールの経済は勢いを取り戻しつつある。感染者数の急増を受けて、
2021年5月から8月にかけて規制強化が実施されたが、シンガポール政府は先般、2021
年のGDP成長率予測を従来の4～6%から6～7%に引き上げた 6。人口比80%というワク
チン接種率の基準達成によって国内および国境の規制が段階的に緩和される中、シンガポー
ル経済は2021年後半も緩やかな景気回復が続くと予想されている。建設、食品、宿泊など
国内消費に依存する業種は依然として制限や規制の影響を受けており、国際貿易に依存する
業種は外需や世界経済の回復ペースに頼っているため、業種ごとの回復は今後も一様ではな
いだろう。

本章の残りの部分では、シンガポールの中小企業が直面している課題と、一部の中小企業

5 デジタル化、イノベーション、スキル研修などの分野

6 Ministry of Trade and Industry (MTI). “MTI Upgrades 2021 GDP Growth Forecast to “6.0 
to 7.0%.” https://www.singstat.gov.sg/-/media/files/news/gdp2q2021.pdf （2021年9月20
日閲覧）
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がコロナの試練を軽減し、新たなビジネスチャンスを見出すために取った戦略について検討
する。また、中小企業の観点から政策提言も行う。その目的は、シンガポールとアジアの政
策立案者や規制当局を支援し、パンデミック中およびパンデミック後の新たな市場環境の中
で中小企業とその従業員が回復と成功を遂げ、レジリエンス（回復力）を構築できるような
政策を策定できるようにすることにある。

コロナのタイムライン

2020年1月、新型コロナウイルスの潜在的脅威を認識したシンガポール政府は、コロナ
の感染拡大に対処するために、「政府全体」と地域社会の対応を指揮する複数省庁によるタ
スクフォースを設置した。地域社会で感染者が出る中、タスクフォースの共同議長やメン
バーがプレスリリースを通じて感染拡大を抑制するための新たな措置を発表した。これらの
措置は、さまざまな業種にさまざまな形で影響を及ぼしている。

ソーシャルディスタンス措置に加え、コロナの感染拡大を食い止め、外国人労働者の寮で
発生したクラスターを封じ込めるため、4月7日から全国で部分的なロックダウン、すなわ
ちサーキットブレーカーが開始された。ほとんどの物理的な職場は閉鎖されたが、製造業、
銀行サービス、社会サービス、運輸など、サプライチェーンに不可欠なサービスを提供して
いるか重要とみなされている職場は例外で、これらは最低限の人員での業務継続が許され
た。小売業では、スーパーマーケット、薬局、飲食店など、必要な商品やサービスを提供す
る小売店のみが営業を続けた。スポーツ施設やレジャー施設、アトラクション、礼拝所も閉
鎖された。影響を受ける企業は、通商産業省から通達された。

物理的な職場で業務継続が認められた「必要不可欠な事業」は、2020年4月14日に発表
されたソーシャルディスタンス規制やマスク着用義務を遵守する必要があった。サーキット
ブレーカーは当初5月4日に終了する予定だったが、6月1日まで1カ月延長された。

サーキットブレーカー後の期間は、3フェーズのアプローチで徐々に緩和が進められた 7。
フェーズ1では、ほとんどの製造業企業がフル生産を再開し、ほとんどのオフィスが営業を

7 フェーズ1 （安全な再開）では感染拡大を制御し抑制する能力を向上させ、フェーズ2（安全な移行）では
安全管理措置の下で経済の大部分を再開し、フェーズ3（安全な国家）では社会活動と日常生活を再開す
るためのニューノーマルを想定している。右記を参照：https://www.gov.sg/article/postcircuit- 
breaker-when-can-we-move-on-to-phases-2-and-3
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許可された 8。在宅勤務が可能な業種は、リモートワークで業務を継続しなければならなかっ
た。フェーズ2では、ほとんどの事業活動や社会活動が再開された。物理的な小売店舗、パー
ソナルヘルス&ウェルネス、在宅サービスも再開が許可された 9。フェーズ3ではさらに、食
事や社交的集まりのグループ人数を1グループ8人に増やし、ショッピングモールや単独小
売店の収容人数制限を10平方メートルあたり1人から8平方メートルあたり1人に引き上
げた 10。

8 フェーズ1で活動再開が認められた事業者の一覧は右記を参照：https://www.moh.gov.sg/docs/
librariesprovider5/default-document-library/annexa05667c7d43454b05b072239ceb582
db1.pdf

9 Gov.sg. “Broader re-opening in Phase Two: What businesses and activities will resume?.” 
https://www.gov.sg/article/broader-re-opening-in-phase-two-what-businesses-and-
activities-will-resume （2021年9月21日閲覧）

10 Singapore Ministry of Health (MOH). “Moving Into Phase Three of Re-opening.” https://
www.moh.gov.sg/news-highlights/details/moving-into-phase-three-of-re-opening
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表1.　企業向け措置の強化・緩和のタイムライン

タイムライン 政府措置の内容

サーキット 
ブレーカー
・ 2020年4月7日～

6月1日

・ 飲料、パッケージスナック、菓子類（スイーツ、トフィーなど）、
デザートのみを販売する独立型の飲食店は閉店が義務づけられ
た。食事を提供する他のすべての飲食店は、テイクアウトとデ
リバリーサービスのみが許可された

・ 不要不急のサービス（美容院や理髪店など）は店を閉めるよう要
請された

・ 必要不可欠なサービスを提供する企業や、地域およびグローバ
ルなサプライチェーンにとって重要な特定の業種を除き、ほと
んどの物理的な職場が閉鎖された

サーキット 
ブレーカー後
フェーズ1
2020年6月2日～
6月18日

・ ほとんどの製造・生産拠点でフル生産の再開が許可された

・ ほとんどのオフィスは、可能な限り在宅勤務の体制を整えれば、
再開することができた

サーキット 
ブレーカー後
フェーズ2
2020年6月19日～
12月27日

・ 実店舗の営業再開が認められ、飲食店での食事は5人グループ
まで許可され、2020年12月28日からは8人グループにまで拡
大された（フェーズ3）

・ 最大で従業員の75%は常時、職場にいることができる

サーキット 
ブレーカー後
フェーズ3
2020年12月28日
～ 2021年5月4日

・ 会食や社交的集まりの人数を5人から8人に引き上げ

・ ショッピングモールや大型単独店の人数制限を引き上げ

サーキット 
ブレーカー後
フェーズ2 
（警戒の強化）
2021年5月16日～
7月13日、2021年
7月22日～ 8月18
日

・ すべての飲食店での食事を禁止

・ 在宅勤務が引き続きデフォルトの勤務体制に
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サーキット 
ブレーカー後
フェーズ2 
（警戒の強化）
2021年8月10日 
以降

・ 食事はワクチン接種者のみの5名ブループまで可能

・ 特定業種の労働者を対象とした「ワクチン接種または定期検査」
制度

・ 最大で50%の従業員が職場に復帰可能（8月19日以降）

パンデミックの発生と安全管理措置 11の実施以降、シンガポールの企業は政府が発表する
さまざまな段階での規制措置の変更に注意を払い、適応しなければならなかった。これらの
規制措置としては、可能な限りの従業員のリモートワーク体制への移行、時差始業やフレッ
クスタイム制の導入といった職場の安全管理措置の実施、1メートル以上の物理的間隔の確
保、訪問者管理システム「SafeEntry」の導入による従業員および訪問者の入場記録などが
挙げられる。

フェーズ2（警戒の強化）では、在宅勤務が可能な業種では引き続きリモートワークがデ
フォルトとなっているが、在宅勤務者の50%までは職場に戻ることが許可される可能性が
ある。スポットチェックでは、規制の遵守状況を確認するほか、屋内では常にマスク着用が
義務付けられているなど、セーフディスタンス措置が継続されていることを確認する。

規制や安全管理措置によるシンガポール企業への影響の大きさは、業種によってばらつき
がある。例えば、シンガポールの部分的ロックダウンの影響を最も強く受けたのは「不要不
急の」事業やリモートでは実施できない事業であり、これには宿泊・飲食サービスや、職場
の閉鎖、安全管理措置の実施、サービスへの需要低下の影響を受けた建設サービス業者が含
まれる。小売店や飲食店も、特定の時間帯の飲食禁止による影響を受けた。

11 職場での安全管理措置の詳細については右記を参照：https://www.mom.gov.sg/COVID-19/
requirements-for-safe-management-measures
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経済・企業支援策

影響を受ける業種を支援するために、シンガポール政府はシンガポール企業、特に中小企
業を対象に一連の助成金や取り組みを実施した。2020年に発表された4つの予算 12を合わ
せると、930億シンガポールドルに近いかなりの額が、雇用の喪失を回避し、労働者と企業
が成長分野で再就職したり新たな機会を見つけたりできるようにするために費やされた 13。
シンガポール人オーナーの企業が利用できる政府のコロナ救済措置には、雇用主が従業員に
支払った給与の一定割合について助成金を受け取れる雇用支援制度（JSS）、労働許可証また
はSパス所持者の雇用主に課される外国人雇用税（FWL）を免除して外国人労働者の雇用コ
ストを軽減する外国人雇用税の還付、中小企業の資金調達を政府が支援する企業金融スキー
ム（EFS）などがあった。

12 2020年2月から5月にかけて発表された4つの予算は、統一予算、連帯予算、レジリエンス予算、不屈
予算と呼ばれ、合計で約930億シンガポールドルに上る。

13 The Straits Times. “Four Budgets projected to help avert $23.4 billion in economic 
losses.” https://www.straitstimes.com/politics/four-budgets-projected-to-help-avert-234-
billion-in-economic-losses （2021年9月21日閲覧）
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表2.　中小企業向けの主なコロナ支援策の概要

企業向け政府支援
のカテゴリー

中小企業向けの
コロナ支援策 説明

キャッシュフロー
支援

雇用支援制度
（JSS）

・ 企業のキャッシュフローを支援し、賃金の一
部を補助することで雇用者の維持を援助し
た。

・ JSSの下で、企業は現地従業員に支払う月額
総賃金のうち4,600シンガポールドルまで
を対象として、一定割合の支援を受けた。現
地従業員に強制的に無給休暇を取得させた
り、リストラしたりした雇用主は、強化され
た JSS給付を受ける資格がなかった。

・ フェーズ2およびフェーズ3（警戒の強化）
では強化された JSS支援が提供され、最も大
きな打撃を受けた産業については2021年9
月末まで最大6カ月間、制度が延長された。
安全管理措置が強化された閉鎖業種（飲食店、
スポーツジム、舞台芸術など）に対する補助
の割合が50%から60%に引き上げられた。
小売業、映画館、観光業など、多大な影響を
受けた業種に対する補助の割合は30%から
40%に引き上げられた 14。

14 Inland Revenue Authority of Singapore (IRAS). “Job Support Scheme.” https://www.iras.
gov.sg/irashome/schemes/businesses/jobs-support-scheme--JSS-/ （2021年9月21日閲覧）
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変革と成長 企業成長
パッケージ

・ 企業成長パッケージの目的は、企業のニーズ
をサポートし、デジタル技術の導入を促進
し、企業の新規市場進出を支援することに
あった。企業成長パッケージは以下から構成
されている 15。

-  ゴービジネス（GoBusiness）プラット
フォームは、企業が政府と簡便に取引し、
有用な情報や支援制度をワンストッププ
ラットフォームで見つけられるように支援
した。

-  2017年に開始された中小企業ゴーデジタ
ル（Go Digital）プログラムは、デジタル
技術の導入拡大を推進するために拡充され
た。プログラムは、コンサルティングサー
ビス、デジタルソリューション導入のため
の共同出資、中小企業が海外で販売を行う
ためのeコマースプラットフォームへの接
続支援などで構成されている。

・ デジタル適応力ボーナス（DRB）では、適格
デジタルソリューションを導入した飲食サー
ビス企業や小売企業に最大1万シンガポール
ドルが支給された 16。

-  強化された市場準備支援交付金は、資金援
助と適用範囲が拡充され、自由貿易協定に
関するコンサルティングサービスなども対
象に含まれるようになった。

15 Gov.sg. “Solidarity Budget 2020: Further support for businesses through the circuit 
breaker period.” https://www.gov.sg/article/solidarity-budget-2020-further-support-for-
businesses-through-the-circuit-breaker-period （2021年9月21日閲覧）

16 DRBは、中小企業ゴーデジタルプログラムに基づくデジタル化支援に加えて提供される。
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変革と成長

生産性
ソリューション
助成金 17 

・ 2020年4月1日 か ら2022年3月31日 ま
で、シンガポールの中小企業が ITソリュー
ションや IT機器を購入する際に最大80%の
資金援助を行った 18。

Eコマース・
ブースター・
パッケージ

・ 2021年5月16日から11月16日まで、対
象となるシンガポールの小売業者に対し、指
定されたeコマースプラットフォーム
（Lazada、Shopee、Qoo10、Mummys 
Market、Zaloraなど）のコストを軽減す
るために1回限りの支援を提供し、国内小売
業者のeコマース能力をサポートした 19。

信用支援 一時つなぎ
融資プログラム

・ 年利5%を上限とする金利で、企業に運転資
金へのアクセスを提供した 20。

信用支援

トレードローン
および運転資金
ローンのための
強化された

企業金融スキーム

・ 6種類のビジネスローンを対象とした強化さ
れた企業金融スキーム（EFS）では、トレー
ドローンの融資限度額が（500万シンガポー
ルドルから）1,000万シンガポールドルに引
き上げられ、政府のリスク負担率も（70%
から）80%に引き上げられた。

・ 強化されたEFSにおける中小企業向け運転
資金ローンの融資限度額は（60万シンガポー
ルドルから）100万シンガポールドルに引き
上げられた。

17 https://www.mti.gov.sg/-/media/MTI/Resources/Economic-Survey-of-Singapore/2020/
Economic-Survey-of-Singapore-Second-Quarter-2020/FA_2Q20.pdf （6ページ）

18 Enterprise Singapore. “Productivity Solutions Grant (PSG).” https://www.enterprisesg.
gov.sg/financial-assistance/grants/for-local-companies/productivity-solutions-grant 
（2021年9月22日閲覧）

19 Enterprise Singapore. “E-Commerce Booster Package.” https://www.enterprisesg.gov.sg/
industries/type/retail/e-commerce-booster-package （2021年9月22日閲覧）

20 Enterprise Singapore. “Temporary Bridging Loan Programme.” https://www.enterprisesg.
gov.sg/financial-assistance/loans-and-insurance/loans-and-insurance/temporary-
bridging-loan-programme/overview （2021年9月22日閲覧）
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コストの軽減

外国人雇用税
（FWL）の還付

・ 2020年4月と5月のサーキットブレーカー
期間中、すべての企業を対象に、労働許可証
またはSパス所持者の雇用主に課される毎月
の外国人雇用税が免除された。2020年7月
以降、延長された雇用税の還付と免除は、建
設業、海洋造船所、プロセス労働許可証所持
者、および操業再開が許可されていない事業
者にのみ提供された 21。

賃料補助

・ 2020年度不屈予算の一環として、年間売上
高が1億シンガポールドル以下の中小企業お
よび適格非営利団体は、2020年4月から5
月まで、または4月から7月まで、公共およ
び民間所有の商業スペースの賃料補助を受け
る資格を得た 22。

総額1,000億シンガポールドル近い財政支援は、2020年と2021年に平均で約15万
5,000人の雇用を保護または創出したと推定される 23。

業種別では、卸売業と建設業が最も多くの政府助成金を受け取った。支給された助成金全
体のうち、JSSが最も大きな割合を占め、中でも卸売業、専門サービス業、金融サービス業
が最も多額の JSS助成金を受け取った 24。

21 Singapore Ministry of Finance (MOF). “Correction of Reopening Dates Affecting Jobs 
Support Scheme Payouts and Foreign-worker Levy Waivers/Rebates.” https://www.mof.
gov.sg/news-publications/press-releases/correction-of-reopening-dates-affecting-jobs-
support-scheme-payouts-and-foreign-worker-levy-waivers-rebates. （2021年9月22日 閲
覧）

22 Singapore Ministry of Finance (MOF). “Support Package to Help Workers and Businesses 
during Phase Two (Heightened Alert).” https://www.mof.gov.sg/news-publications/press-
releases/support-package-to-help-workers-and-businesses-during-phase-two-
(heightened-alert) （2021年9月22日閲覧）

23 Singapore Ministry of Finance (MOF). “An Interim Assessment of the Impact of Key 
COVID-19 Budget Measures.” https://www.mof.gov.sg/docs/default-source/default-
document-library/news-and-publications/featured-reports/interim-assessment---COVID-
19-budget-measures-(19-feb-2021).pdf （2021年9月22日閲覧）

24 2020年4月～ 12月に、JSSから226億シンガポールドルが支給された。
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政府によるリスクシェアリングに支えられた金融スキームの下で、約21,000社の中小企
業が恩恵を受けた 25。承認された申請者の大半は、卸売業、建設業、製造業の企業であった。

図1.　金融スキームの支援を受けた企業数

金融スキームの
支援を受けた企業数

零細企業 小企業 中企業 大企業

出典：Ministry of Finance (MOF)

25 金融スキームとは、一時つなぎ融資（TBL）プログラム、強化された運転資金ローン（EWCL）、強化され
たトレードローン（ETL）である。Singapore Ministry of Finance (MOF). “An Interim Assessment 
of the Impact of Key COVID-19 Budget Measures.” https://www.mof.gov.sg/docs/default-
source/default-document-library/news-and-publications/featured-reports/interim-
assessment---COVID-19-budget-measures-(19-feb-2021).pdf （2021年9月22日閲覧）
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政府の支援スキームとは別に、シンガポールの政府機関は業界団体と緊密に連携し、特に
中小企業に追加支援を提供した。シンガポール企業庁（ESG）が支援するシンガポール企業
レジリエンスプログラム（STEER）26は、同業組合・会議所（TACs）や業界団体が設立した
基金の支援を目的としていた。ESGは、1基金につき100万シンガポールドルを上限とし
て、対象となる業界主導の取り組みによって調達された2シンガポールドルごとに1シンガ
ポールドルを上乗せした。コロナがもたらした試練を企業が乗り切る手助けをするために、
この資金は事業の維持、成長、能力向上のために使用され、変革に向けた取り組みを推進し
た。ESGとのパートナーシップの下で設立された業界基金の例としては、シンガポールビ
ジネス連盟（SBF）による企業復興支援（Rising in Support of Enterprises：RISE）基
金や、シンガポール製造業者連盟（SMF）が立ち上げたSMF ACTS! STEER基金が挙げら
れる。

また、ESGは業界パートナーと協力して、中小企業の資金ニーズについて指針を示し、
金融知識を強化するために追加リソースを提供した。これには、中小企業センターに特別ア
ドバイザーを常駐させ、中小企業の資金ニーズについて助言サポートを行うことが含まれ
る。

中小企業のニーズは、関係省庁への定期的なフィードバックや連絡を行う業界団体やビジ
ネス団体によっても代弁された。例えば、いくつかのビジネス団体は、フェーズ2（警戒の
強化）で課された強化措置に先立ち、賃料割り戻しの増額、賃金補助の強化、銀行融資の元
本返済猶予の延長を主張した 27。影響を受けた中小企業のニーズを考慮し、コロナ（臨時措置）
（修正第4号）法案に基づく賃料免除枠組み（RWF）が後に議会で可決され、適格なテナン
トは2週間の賃料免除を請求できるようになった 28。

26 シンガポール企業庁は貿易産業省傘下の政府機関であり、企業の発展を支援するために設立された。

27 Choo Yun Ting. “Businesses call for more rental relief, wage support and loan 
moratoriums amid tightened COVID-19 measures,” The Straits Times. https://www.
straitstimes.com/business/economy/businesses-call-for-more-rental-relief-wage-
support-and-loan-moratoriums-amid （2021年9月24日閲覧）

28 Singapore Ministry of Law (MOL). “2021 Rental Waiver Framework for SMEs and NPOs.” 
https://www.mlaw.gov.sg/COVID-19-relief/rental-waiver-framework-2021 （2021年9月24
日閲覧）
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コロナによる中小企業への影響

MTIの「シンガポール経済調査」によると、コロナがシンガポールの経済や企業に与えた
影響は、（1）観光客の減少、（2）国内消費の低迷、（3）世界需要の減少とサプライチェーン
の混乱、（4）労働力の混乱と安全管理措置の義務付け、（5）国内経済活動の減速による負の
波及効果、という5つの主要な伝播経路を通じて現れた 29。混乱と需給ショックの経路は、中
小企業の事業内容によって異なる影響をもたらす。

2020/2021年の全国企業調査によると、パンデミックの影響が最も大きかったのは建設
業で、不動産業、飲食店・宿泊業、製造業がそれに続いた。一方、物流・運送業、IT・専門
サービス業、銀行・保険といった業種では、それぞれの売上高にプラス効果があった 30。

コロナによるシンガポール経済への悪影響が最も顕著だったのは、サーキットブレーカー
が実施された2020年第2四半期で、GDP成長率は前四半期比で -13%となった。

29 Singapore Ministry of Trade and Industry (MTI). “Economic Survey of Singapore 2020.” 
https://www.mti.gov.sg/Resources/Economic-Survey-of-Singapore （2021年9月22日閲覧）

30 Singapore Business Federation (SBF). “National Business Survey 2020/2021.” https://
www.sbf.org.sg/images/2021/SBF_National_Business_Survey_2020_-_2021_Summary_
Report_Final.pdf （2021年9月20日閲覧）
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表3.　シンガポールの産業別GDP、前四半期比成長率、季節調整済み

2020 
1Q

2020 
2Q

2020 
3Q

2020 
4Q

2021 
1Q

2021 
2Q

全体のGDP -0.6 -13.1 9.0 3.8 3.3 -1.8

製造業 10.5 -7.6 9.7 -1.4 11.5 -2.5

建設業 -1.5 -65.6 37.5 55.6 4.3 -7.6

卸売・小売業、運輸・倉庫業 -1.6 -10.4 2.0 4.1 3.5 -1.1

情報通信、金融・保険、
専門サービス業 -2.9 -3.8 3.4 5.1 -1.2 0.4

宿泊・飲食サービス、不動産、
事務・サポートサービス、
その他のサービス

-7.6 -17.7 12.0 5.7  -1.1 -2.7

出典：Singapore Department of Statistics 31

製造業

シンガポールの製造業は、サプライチェーンの混乱、世界需要の減少、外国人労働者の不
足によって大きな打撃を受けている。サプライチェーンネットワークの多様化が遅れている
企業は、工場の閉鎖や労働者の隔離など、業種を問わず世界中で発生した混乱の波に起因す
る遅延や原材料価格の高騰、輸送コストの上昇に見舞われた。

全体として、2020年の製造業生産は2019年と比べて8.6%減少し、石油精製品の生産
と輸送機器の製造が最も低調であった（表3）。しかし、パンデミックは医薬品やコンピュー
ター、電子機器、光学製品の生産を押し上げ、製造業がより深刻な不況に直面するのを防い
だ。

31 使用データについてはシンガポール統計局のサイトを参照：https://www.singstat.gov.sg/find-
data/search-by-theme/economy/national-accounts/latest-data
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表4.　シンガポールの製造業生産高（業種別）

製造業 2020 2019 増減率
製造業全体 297,019 324,948 -8.6%
食品・飲料・たばこ 10,017 10,459 -4.2%
石油精製品 21,580 38,203 -43.5%
化学品・化学製品 37,626 44,938 -16.3%
医薬品・バイオ製品 16,010 14,399 11.2%
金属加工製品 7,035 7,722 -8.9%
コンピューター、電子機器、光学製品 137,407 136,272 0.8%
電気機器 3,370 3,707 -9.1%
機械・設備 27,232 27,282 -0.2%
その他の輸送機器 12,724 16,691 -23.8%
その他の製造業 15,318 14,980 2.3%

出典：Singapore Department of Statistics (DOS)

サーキットブレーカー期間中の製造業への影響も企業によってさまざまで、国内およびグ
ローバルなサプライチェーンにとって重要と見なされた主要な製造業企業とそのサプライ
ヤーに対しては事業を継続するための免除措置が適用された。これには、電子機器製造、バ
イオメディカル製造、化学品製造の主要企業や活動が含まれる。

義務付けられた安全管理措置も、ソーシャルディスタンスの要請や労働者の始業時間をず
らす必要性から、企業の生産に影響を及ぼした。さらに、世界的な封じ込め策が引き起こし
た世界需要の減退やサプライチェーンの混乱を受けて、必要な原材料や部品を入手するため
のリードタイムが伸び、生産の減速につながった。さまざま業種の小規模企業は、世界の一
部でロックダウンが実施されたため、海外からの原材料の調達でより大きな困難に直面し
た。中小企業は、包装材、原材料、半完成品などの資材の調達に悪戦苦闘した。食品製造業
の中小企業は、医療分野でも手袋やマスクなどの個人用防護具の需要が高かったため、従業
員用の個人用防護具の調達に苦労した 32。

さらに、国境管理が厳しくなり、外国人労働者をシンガポールに呼び寄せることが難しく

32 Ovais Subhani. “Surviving supply-chain shocks caused by COVID-19 pandemic,” The 
Straits Times. https://www.enterprisesg.gov.sg/media-centre/news/2020/june/surviving-
supply-chain-shocks-caused-by-COVID-19-pandemic （2021年10月11日閲覧）
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なったことから、製造業企業は国内労働市場での熟練労働者の不足にも直面した。したがっ
て、製造業の中小企業は、人手不足に対処するために、技術やツールを活用して生産を自動
化する必要性が高まっている 33。

シンガポールの製造業企業を支援するために、製造業最大の組織であるシンガポール製造
業者連盟（SMF）も、地域の他の業界団体との業界ネットワークを通じて、加盟企業が新規
サプライヤーを探すのを手助けした。その他の支援として、製造業などリスクの高い業種で
はワクチン未接種の労働者に対する定期検査が義務化されたことから、加盟企業のためによ
り安価な検査キットの調達なども行った。

卸売・小売業

シンガポールの卸売・小売業は、悲観的な経済見通し、内需の低迷、安全管理措置の実施
などを背景に、売上高の減少をもたらす数々のハードルに直面した。

表5.　シンガポール小売売上高指数（2017年＝100）、連鎖数量ベース、四半期別

データ系列 2021 
2Q

2021 
1Q

2020 
4Q

2020 
3Q

2020 
2Q

2020 
1Q

合計 83.154 88.97 94.007 84.942 55.125 88.095

デパート 52.807 64.561 79.366 62.124 17.585 76.231

スーパーマーケット、
ハイパーマーケット 123.671 121.352 118.94 118.985 147.135 120.532

ミニマート、
コンビニエンスストア 93.427 96.329 96.944 97.792 104.481 101.067

食品・酒類 55.593 64.225 60.204 55.784 42.214 87.722

自動車 69.049 72.204 71.14 75.149 24.973 69.305

化粧品、
トイレタリー、
医療用品

72.701 76.47 80.439 75.672 59.415 96.547

衣料品・履物 74.398 91.452 93.735 74.648 22.338 86.765

33 Choo Yun Ting. “Automation helps firms ease labour crunch, shorten processes,” The 
Straits Times. https://estates.jtc.gov.sg/jid/stories/automation-helps-firms-easelabour-
crunch-shorten-processes （2021年10月11日閲覧）
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家具・家庭用品 101.048 105.368 122.086 105.153 59.026 92.741

娯楽用品 98.375 103.316 124.879 104.089 42.203 85.824

時計・宝飾品 70.877 82.503 78.277 67.229 16.727 70.947

コンピューター、
通信機器 103.567 101.048 138.842 90.407 76.981 82.974

光学用品・書籍 66.141 76.886 98.943 73.483 34.979 80.544

出典：Singapore Department of Statistics (DOS)34

観光客の急激な減少を発端として、観光客相手の飲食店を含む小売業者は国内の顧客基盤
へのシフトを余儀なくされた。ソーシャルディスタンス措置の強化やグループでの集まり・
飲食の制限も、ショッピングモール内の小規模小売業者に大きな影響を及ぼした。人々が外
出の頻度を減らし、ショッピングモールのような混雑した場所を避けるようになったからで
ある。また小売業者は、顧客に入店管理システム「TraceTogether」でチェックインして
もらい、接触追跡を可能にしなければならなかった。顧客が試着するアクセサリーや衣服を
販売している店は、できる限り頻繁に消毒を行う必要があった。

小売業の中でも、飲食店はソーシャルディスタンス措置や、サーキットブレーカーおよび
フェーズ2（警戒の強化）期間中の会食人数の制限変更や店内での飲食禁止など、コロナ規
制の変更に迅速に対応するための業務上の試練からも悪影響を受け、これは定員の制限や売
上高の減少につながった。また、リモートワークの導入によって都市部では昼休みに食事に
出かける人が大幅に減少し、売上が減ったことから、中小企業は一部の従業員のレイオフを
余儀なくされた。

直近では、2021年8月に実施されたフェーズ2（警戒の強化）の下で、店内での飲食は最
大5人までのワクチン接種者に制限された。外国人労働者に依存している飲食店は、国境管
理の強化や、企業が雇用できる労働力全体に占める外国人労働者の最大許容比率である外国
人雇用上限率（DRC）の引き下げを受けて、労働力の確保でも困難に直面した 35。マレーシ
アで実施された活動制限令（MCO）も、シンガポールとマレーシアの間を毎日通勤してい

34 データのアクセス先：https://www.singstat.gov.sg/find-data/search-by-theme/industry/
services/latest-data

35 Tang See Kit. “No takers for 1,000 F&B jobs, says restaurant association,” Channel News 
Asia. https://www.channelnewsasia.com/business/food-beverage-jobs-notakers-1000-
jobs-restaurant-association-517526 （2020年9月23日閲覧）
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る外国人労働者の利用可能性に影響を及ぼしている 36。

これまでの店内での飲食禁止は、近隣にある他の小売業者にも負の外部性をもたらした。
例えば、ショッピングモールに出店している中小小売店のオーナーは、店内での飲食が禁止
されたことで買い物に来る客が減り、買い物に来た人もテイクアウトしかできないためモー
ル内で過ごす時間が短くなったと指摘した。小売業者はオンラインチャネルを利用して商品
を販売できたが、オンライン販売に移行できない中小小売業者は大きな打撃を受けた。これ
には、身につけるアクセサリーやユニークなデザインの手工芸品など、顧客が自分で「見て、
感触を確かめる」ことが必要な商品を提供する中小企業が含まれる。

リモートワークへの移行や特定業種の閉鎖は、オフィスや影響を受けた企業に商品を提供
する小売業者や流通業者にも負の波及効果を及ぼした。オフィス用品を扱うある中小流通業
者は、シンガポールのオフィス閉鎖によって事業が多大な影響を受けたと述べた。同社は、
販売できない20万シンガポールドル相当の余剰在庫を寄付せざるを得なかった。建設会社
に機械や工具を販売している別の中小流通業者も、ほとんどの建設プロジェクトが中断した
ため、商品の需要低下によって打撃を受けた。

さらに、卸売・小売業の中小企業は、商品のリードタイムを長期化させるサプライチェー
ンの混乱や、商品価格の上昇につながる輸送コストの上昇に対処しなければならなかった。
重機械や部品の流通に携わるある中小企業は、機械や部品のリードタイムが90日から240
日へと大幅に長期化し、リードタイムの長さが不確実性を高めたことで製品の販売に支障が
出たと報告した。このような製品のリードタイムや輸送時間の増加は、顧客への製品納入の
遅れ、ひいては支払いの遅れを意味し、中小企業のキャッシュフローに影響を与え、資金流
動性の問題に直面している中小企業にとってもう1つの試練となった。

36 Joyce Lim. “Only 50% of Malaysian workers have returned since border reopening,” The 
Straits Times. https://www.straitstimes.com/business/economy/only-50-ofmalaysian-
workers-have-returned-since-border-reopening （2020年9月23日閲覧）
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その他のサービス業

その他のサービス業、特にデジタルサービスを提供するテクノロジーおよび ITセクター
の中小企業にとって、パンデミックの影響は比較的軽微であったようだ。通常通り業務を継
続し、デジタルやリモートでサービスを提供できる中小企業は、安全管理措置や物理的オ
フィスの閉鎖による影響を受けにくかった。通信およびサイバーセキュリティサービスを提
供する中小企業へのインタビューでは、サービスに対する需要の増加によって増収となった
ことが報告された。このようなデジタル化されたサービスを提供する一部の中小企業では、
2020年の売上高がコロナ以前の2倍以上に増え、雇用も増加した。

リモートワーク体制

製造業と小売・卸売業は、現場で労働集約的な作業を行ったり、顧客と直接接する役割を
こなしたりしなければならないという業務の性質上、リモートワーク体制に移行できない場
合が多かった。しかし、デジタル化されたサービスを提供する中小企業の大半は、業務をリ
モートで行い、全員とは言わないまでもほとんどの従業員に在宅勤務を認めることができ
る。

リモートワーク、すなわち在宅勤務の必要性については、雇用主と従業員からさまざまな
反応があった。中小企業12社のオーナーまたは経営者と従業員へのインタビューに基づく
メリットと課題を以下にまとめる 37。

雇用主と従業員の観点から見た在宅勤務の課題：

・ 仕事用デスク、高品質のカメラやヘッドセットなど、適切な機器の不足

・ 適切な作業環境の欠如

・ オンライン会議を通じて取引をまとめることの難しさ

・ 必要なファイルや情報を入手することが困難

・ 同僚との対面での交流の欠如

・ 業種によってはリモートワークが不可能

・ 在宅勤務が「デフォルト」設定のままであるため、使用できないオフィスや会社のスペー
スに支払わなければならない（通常は非常に高い）賃料

37 合計12社の中小企業のオーナー／経営者と従業員にインタビューを行った。
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雇用主と従業員の観点から見た在宅勤務のメリット：

・ 他の作業を行うための移動時間の節約

・ 柔軟な対応と作業管理

・ 生産性向上のためのデジタルツールの導入拡大

・ オフィスの縮小や閉鎖に伴うオフィス賃料と光熱費の節約 38

リモートワーク体制は、物理的な場所やオフィスでの営業が許可されていない業種の一部
の中小企業雇用主や従業員に大きな課題をもたらしている。従業員は自宅で仕事をこなし、
電話や会議に出なければならないため、快適な作業スペースや環境を確立することが重要で
あった。その結果、限られたスペースを複数の家族メンバーが共有して仕事をすることにな
り、誰が何を優先してスペースを使うかを管理する複雑さが生まれた。同じ家で働いている
家族メンバーは、周囲の騒音を避けるために会議の時間をずらしたり、同じスペースや機器
を共有している場合には仕事用デスクへの投資の是非を判断したりするなど、これらの課題
に対する新たな解決策を検討しなければならなかった。シンガポールの学校は大半のオフィ
スほど長期にわたって閉鎖されたわけではないが、コロナ禍中はシンガポールの学生も長期
にわたりリモート学習を余儀なくされ、手狭になりがちな家の中のスペース管理に苦労し
た。

仕事の遂行の面でも、従来は情報へのアクセスが容易で、同僚との密接なコミュニケー
ションも可能なオフィススペースで働いていた労働者にとって困難が生じる恐れがある。事
務作業をしている労働者は多くの場合、オフィスに保管されているファイルや文書への依存
度が高く、それらを家に持ち帰って仕事をしなければならなかった。また、対面でのやりと
りがモバイルチャットアプリケーションやオンライン会議に置き換わったことで、同僚との
頻繁なチャットや新しいアイデアの共有も制限された。

バーチャル会議で販売関連の活動を行う労働者にとっては、顧客リレーションや顧客エン
ゲージメントの管理の有効性も損なわれた。ある中小企業の販売担当者は、議論の専門性や
いくつかの図面を提示する必要性から、「通常、顧客はZoomやMicrosoft Teamsを使っ
て会議することを好まず、直接会って話すことを好む」とコメントした。したがって、リモー
トワーク体制への移行は一部の労働者、特に顧客とやり取りしなければならず、収入を販売
手数料に依存している販売員に影響を及ぼした。契約や取引を成立させるのに、オンライン

38 インタビューしたある中小企業は物理的なオフィスを閉鎖し、従業員全員がリモートで仕事をしている。
節約分の一部は、労働者への手当として分配される。
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チャネルでのコミュニケーションがさほど有効でない場合はなおさらであった。

一方、リモートワークへの移行は、一部の中小企業のオーナーや経営者、従業員には恩恵
をもたらしている。国内の移動時間の削減と海外出張の減少が相まって、他の業務に使える
時間が増えた。オンラインコラボレーションツールや企業資源計画（ERP）ソフトウェアの
利用も、一部の中小企業労働者の生産性を向上させている。

中小企業のオーナーや経営者は、柔軟性を高めることで従業員が自ら時間を管理できるよ
うにし、仕事の生産性を落とさなければ、勤務時間中に家事やその他の用事を行うことを許
可した。

リモートワークの期間が長くなったため、中小企業はオフィススペースを手放すことで賃
料を節約できる可能性を模索している。シンガポールで通信サービスを提供しているある中
小企業のオーナーは、リモートワークによる生産性の低下がないことを知り、リース期間終
了後にオフィスを閉鎖した。節約で得た利益の一部は、電気代やインターネット料金を補助
する手当として従業員に還元した。しかし、ほとんどのオフィス賃貸契約は最低3年である
ため、多くの企業は不要な商業スペースを手放すことができず、使用できない不動産の賃料
を全額支払い続けなければならなかった 39。

リモートワークや在宅勤務とオフィス勤務のハイブリッドモードへの移行は、従業員に時
間計画や生産性向上のためのより大きな柔軟性をもたらす一方、仕事と私生活の境界を曖昧
にし、ストレスや燃え尽き症候群を引き起こす恐れもある。雇用主と従業員の双方が、新た
な勤務体制の下で表面化した問題について理解を深め、それらを軽減するための戦略を一致
結束して採用すべきである。パンデミック以前から、シンガポールの労働者は長時間働いて
いた。リモートワークへの移行は、「常時オン」という仕事文化を悪化させた。

包摂的なビジネス慣行

包摂的なビジネス慣行の採用と維持は、シンガポールの中小企業の間では優先度の低い分
野であった。インタビューした中小企業は、雇用慣行において従うべき、あるいは持続可能
な慣行を採用するための明文化されたポリシーや具体的な戦略を策定していなかった。しか
し、採用慣行は応募者の年齢、人種、性別を考慮するのではなく、「文化とリーダーシップ」
に依存し、会社の「観察されたニーズ」にも左右される場合が多いという指摘がいくつかあっ

39 シンガポールでは賃貸の早期解約が極めて困難であり、その結果、多くの企業が賃料のせいで資金難に
陥っている。
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た。シンガポールは外国人労働者に依存していることから、インタビューした中小企業もさ
まざまな国、人種、年齢、性別の多様な従業員を雇用していた。

インタビューにしたシンガポールの中小企業の大多数にとって、持続可能なビジネス慣行
はさほど注目すべき問題ではなかった。廃棄物のリサイクルと削減、炭素排出量の削減など、
サステナブル対策を実施できるかどうかは、ビジネスの性質に左右されることが多い。小売・
流通業のある中小企業は、ペットボトル飲料を輸入しておらず、ダンボール箱をリサイクル
していると述べた。機械の販売業者である別の中小企業は、カタログの印刷を控え、代わり
にリンクやデジタルカタログを送付した例を挙げた。こうした慣行はパンデミック中も変
わっておらず、パンデミック後も続くだろう。

世界的な景気減速と感染拡大を抑制するための封じ込め策は、さまざまな業種の中小企業
に多様な影響を及ぼしている。政府の補助金やスキームは、中小企業に対するパンデミック
の影響を軽減するのに役立ち、特にサーキットブレーカー期間中の売上高の減少や事業の閉
鎖によって生じた損失の一部を埋め合わせた。これらの政府補助金や支援は影響を受けた業
種を対象としており、打撃が最も大きかった業種はより大きな支援や支給を受けた。しかし、
インタビューした中小企業のオーナーの一部は、外国人であるためこれらの補助金や支援ス
キームを利用するのに必要な「シンガポール人の株式保有率30%以上」という要件を満た
せず、特定の政府補助金や奨励金を受けることができないと答えた。他の企業も、支援や救
済の基準を満たす上でさまざまな困難を経験した。例えば、賃料支援は特定の家主から借り
ている中小企業のみに提供され、それ以外の家主から借りている中小企業は対象外である。
さまざまなスキームが複雑で条件が変化することも、多くの企業が紙の上では受給資格があ
るかもしれない支援をどの方法でも実際に申請することを難しくした。全体として、政府に
よる大規模な支援パッケージがあるにもかかわらず、多くの中小企業は業務に必要な資金の
すべてまたは大部分を自前で確保した。

厳しい試練をよそに、ほとんどの中小企業は依然として前向きで、パンデミックは一時的
な後退であり、企業は従来とは異なる労働力学を持つ環境で業務を行いながら回復に向かう
だろうと考えている。資金や人材が限られているにもかかわらず、これらの中小企業は利用
可能なリソースやインセンティブ制度を利用して、目下の試練に対処するためのレジリエン
スを発揮した。

以下では、シンガポールの中小企業が事業の存続、回復、繁栄のために利用した戦略につ
いて検討する。具体的には、中小企業のオーナーや意思決定者が通常通りの業務を継続し、
売上高が打撃を受ける中でも従業員を維持するためにとったアプローチを紹介するととも
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に、政府、業界団体、民間企業が協力し、回復と成長に向けて共同で取り組める分野に焦点
を当てる。

企業のレジリエンス：コロナの課題を軽減し、 
新たなビジネスチャンスを見出すための戦略

コロナの影響に対処するために、この困難な時期に企業が優先したのは引き続き基本的な
こと、すなわち売上高の向上、キャッシュフローの構築、コスト削減などであり、企業はサー
キットブレーカーやコロナ関連の政府措置による売上高の減少を取り戻した 40。

総じて、インタビューした企業は売上高への悪影響を考慮して事業開発やイノベーション
に積極的なアプローチをとらなかったが、多くの企業はコロナの影響やシンガポール政府が
課した職場の安全管理措置の影響には素早く対応した。安全管理措置には、ソーシャルディ
スタンスガイドラインの遵守、定期的な消毒と殺菌 41、従業員の勤務時間をずらすための準
備、可能な場合の在宅勤務の許可、さらには衛生と職場の安全に関する研修への従業員の派
遣が含まれる。シンガポールの小企業は、規制措置の変更に適応するアジリティ（機敏性）
を発揮し、職場では従業員にマスクを着用させ、特に昼休みにマスクを外したときには同僚
との会話を最小限に抑えさせるなど、予防的なアプローチに注意を払った。

また、キャッシュフローを改善するために、利用可能な補助金や支援も利用した。これに
は、従業員の給与の一部を補償する JSS、新規採用者のスキル習得やキャリア転換のための
職業転換プログラム（PCP）など、新規従業員の雇用やスキル向上のための助成金、および
適格な商業用不動産を借りている中小企業に対する賃料割戻しなどが含まれる。インタ
ビューした中小企業からのフィードバックによると、このような政府補助金はタイムリーな
財務支援が行えるよう効率的に提供された 42。

40 Singapore Business Federation (SBF). “National Business Survey 2020/2021.” https://
www.sbf.org.sg/images/2021/SBF_National_Business_Survey_2020_-_2021_Summary_
Report_Final.pdf （2021年9月20日閲覧）

41 これはオフィスの清掃のほか、顧客がアクセサリーを試着する小売業者にも適用される。

42 中小企業によれば、補助金や奨励金を利用するための「書類作成は不要」で「支援は自動的に提供された」。
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キャッシュフローに制約があることから、中小企業は事業拡大や投資の計画を保留し、支
出に慎重になっている。売上高の減少を報告した中小企業は、業務のためにスリムなチーム
を維持し、追加の従業員を雇用していない。また、インタビューした中でマイナス影響を受
けた業種の中小企業は、従業員の給与を現金で支払い、現在の従業員を解雇せずに済むよう
に、マーケティングの予算や支出を増やしていない。マイナス影響を受けた業種の中小企業
の従業員も、今年の昇給はごくわずかかまったくないと予想している。

コロナの発生を受けて、ほとんどの業種でリモートワーク体制への移行が進んだことか
ら、中小企業によるデジタルツールやサービスの導入も増えている。自社のビジネスのオン
ラインプレゼンスを確保することは、中小企業のオーナーや経営者にとってますます重要に
なっている。本研究でインタビューした中小企業はすべて、少なくともウェブサイトを維持
し、従業員や顧客とのコミュニケーションにデジタルツールを導入している。予想通り、す
でにデジタルでサービスを提供していた中小企業は、製造業や小売業といった伝統的な業種
よりも、デジタルツールの利用で一歩先を行っている。例としては、ウェブサイトを通じた
顧客へのオンラインプレゼンテーションの提供、従業員のバーチャル学習向けにカスタマイ
ズしたトレーニング教材の作成、従業員の協働や対話のためのチーム生産性ツールの利用な
どが挙げられる。また、インタビューしたある中小企業はESG生産性助成金を利用して、
生産性を高め、従業員の作業負荷を軽減し、より接触の少ない業務を可能にするハイエンド
ERPシステムを導入した。新たなデジタルツールや技術を工夫に富んだ革新的な方法で導入
したことが、一部の中小企業の在宅勤務環境における生産性向上に寄与している。

地域全体でのデジタル化の加速が、中小企業に低コストで新たな市場に参入する機会をも
たらした。デジタル化の普及が進んだことで、中小企業の潜在顧客はテレビ会議プラット
フォームを通じての会議や売り込みを受け入れやすくなり、その結果、有料広告やテレマー
ケティングへの支出が減少した。中小企業は同様のデジタルツールを導入することにより、
地域市場で新規顧客を見つける上で恩恵を得られるかもしれない。

労働力不足や外国人労働者の雇用枠に対処するために、シンガポールの製造業の中小企業
でもデジタルソリューションの導入が進んでいる。ある中小食品メーカーは、新たな機械を
導入してより多くの手作業を自動化したところ、生産能力が向上し、現場の従業員数も削減
することができた 43。精密工学のある中小企業は、自動化ラインを導入したことで、生産を

43 Sue-Ann Tan. “More manufacturers transform themselves digitally amid pandemic,” The 
Straits Times. https://www.straitstimes.com/business/economy/moremanufacturers-
transform-themselves-digitally-amid-pandemic （2021年10月13日閲覧）
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フルタイムで行い、生産物の品質を向上させ、労働者を解放して自動化ラインを維持するた
めの新たなスキルを習得させることが可能になった 44。

地方の中小小売業者は、サプライチェーンの混乱に直面し、地元で作られた製品の調達を
試みている。食品やスナックを販売するある中小流通業者は、出荷の遅れに見舞われた後、
地元産の商品をより多く求めるようになっている。地元経済の支援にもつながるこの取り組
みは、顧客からも高い評価を得ている。美術・工芸品を扱う別の小売業者も、家で過ごす時
間が増えたことに伴う生活空間を改善したいという消費者の嗜好の変化による販売機会を活
かし、地元で新商品を探して調達するという戦略を採用している。また、この小売店のオー
ナーは、客足が少ない間に2つの店舗を改装し、シンガポールがやがて旅行者や観光客に対
して国境を開放した後の将来的な売上改善に備えることにした。

政府機関、業界団体、民間パートナーの連携は、人材、市場アクセス、事業拡大など中小
企業のさまざまなニーズを支援するためのシナジー効果を高めるとともに、安全管理措置の
義務化やワクチン未接種の従業員に対するコロナ定期検査の義務化による現在および差し
迫った課題にも対処するものであった。

例えば、製造業の中小企業は、多くの業界団体、政府機関、その他のパートナーが共同で
提供する業界イニシアチブを利用することができる。これには、SMFがシンガポールの他
の4つの業界団体とともに主導し、インダストリー 4.0に向けた製造業のデジタル化と自動
化を支援する製造業同盟トランスフォーメーションオフィス（MATO）が含まれている 45。
MATOは2021年1月の発足以来、100社を超える企業を支援してきた。また、SMFは今
年、検査・追跡・ワクチン接種（TTV）プログラムを立ち上げ、産業労働者の安全な職場復
帰を支援した。このプログラムは、海外出張や日常的な検査ニーズのために、コロナのポリ
メラーゼ連鎖反応（PCR）検査、抗原迅速検査（ART）、血清検査を優遇価格で提供するもの
である 46。別のイニシアチブとして、ESGのGlobal Ready Talentプログラム（インターン
シップ）は、高等教育機関や業界団体と協力し、事業拡大計画を支える人材パイプラインを
構築しようとするシンガポール企業への資金提供を可能にした。学生インターンシップを提

44 Choo Yun Ting. “Automation helps firms ease labour crunch, shorten processes,” The 
Straits Times. https://estates.jtc.gov.sg/jid/stories/automation-helps-firms-easelabour-
crunch-shorten-processes （2021年10月11日閲覧）

45 MATOは、SMFがパートナーのSBF、SGTECH、シンガポール産業自動化協会（SIAA）、シンガポール
精密工学技術協会（SPETA）とともに主導する3年間のプログラムである。

46 TTVには2つのプログラムがある。出国前検査は、海外の製造拠点訪問などの出張を許可するための検査
である。名簿式定期検査は、SMF支配下の飲食業や建設業などの業種に義務付けられている検査である。
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供するシンガポール企業は、毎月の給与に対して最大70%の払い戻しを受けることができ
る。

国内および地域の業界団体や商工会議所の緊密な協力関係やネットワークも、情報やベス
トプラクティスの共有拡大を可能にし、海外で新たな機会を求めるビジネスコミュニティに
恩恵をもたらした。SBFやSMFなどの業界団体は、国内企業と海外の企業グループやネッ
トワークをつなぐ巨大なネットワークを有している。例えば、SBFのBusinessASEAN 

NetworkやGlobalConnect@SBF、SMFが地域パートナーとともに支援するバーチャル
見本市などが挙げられる。政府の取り組みや助成金に加え、産業界の支援によって、中小企
業はパンデミックに対処し、新たなサプライヤーや顧客を見つけて新規市場に進出すること
で、新たな機会を見出すことができた。

提言

コロナがシンガポールの中小企業に与えたさまざまな影響、政府や業界団体が提供した支
援策、一部の中小企業が事業の存続と回復を可能にするために採用した戦略を考慮すると、
経済の成長と持続を達成するための道筋では、（1）イノベーションとデジタル化、（2）国境
管理、（3）貿易協力という3つの主要分野に焦点を当てる必要がある。

イノベーションとデジタル化

中小企業の準備金を枯渇させたパンデミックとの長期にわたる戦いと、影響を受けた業種
の企業に対してシンガポール政府が提供した一連の財政措置の下、今後の中小企業支援は業
界内の特定の企業に的を絞り、最も必要とされるところに援助を行う必要がある。政策立案
者は、不確実なパンデミック環境において中小企業がレジリエンスを高め、持続可能な成長
を達成する助けとなる戦略的な優先事項を特定しなければならない。

多くの中小企業がキャッシュフローや資金流動性の問題を抱える中、イノベーションや市
場拡大のための計画は、ビジネスのより重要な側面を管理するためにしばしば棚上げされ
た。これは、事業を発展・拡大させるための分野への投資不足につながるため、中小企業の
将来の成長に影響を及ぼす。

中小企業向けの金融スキームや助成金はあったが、コロナ金融スキームに申請して融資を
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受けた中小企業は全体の約7.8%に過ぎない 47。また、労働集約的ではない業種の一部の中小
企業では、デジタルトランスフォーメーションや従業員のスキル向上に向けた取り組みの優
先度も低く、中小企業は内需の低迷や景気回復の遅れを背景に投資収益率の低下を予想して
いた。したがって、これらの中小企業のさらなる成長を可能にするために、より伝統的でデ
ジタル化が進んでいない業種の産業改革や革新的なデジタルツールの導入を引き続き支援す
る必要がある。また、中小企業は独自の製品やサービスを提供しており、個別のニーズがあ
るため、生産性や自動化のためのインセンティブ措置や支援パッケージは、さまざまな業種
に合わせてカスタマイズする必要がある。

助成金や支給金のより的を絞った支援はさまざまな業種の企業に提供することが可能で、
追加給付の理由を立証できる企業に加え、影響を受けた業種の企業もより多くの給付金や強
化された支援を受けられるようにすることができる。これにより、マイナス影響を受けてい
る企業が助成金やインセンティブを利用できるようになるとともに、コロナによってプラス
の影響を受けた企業への政府補助を避けることができる。

国境管理

国境を管理しながらも、必要な物資、原材料、労働力がシンガポールに入ってこられるよ
うにすることは、天然資源に乏しい小規模経済国にとって極めて重要なことである。過去
18カ月にわたる国境管理措置の強化によって、特に建設業、製造業、飲食サービス業で労
働力不足が深刻化している。シンガポールに入国する労働者の検疫や検査にかかるコストの
高さは、外国人労働者への依存度が高いシンガポールの中小企業のコストをさらに押し上
げ、中小企業の出張削減を促した。シンガポール企業の中には、地方に製造工場を持ち、定
期的な現地視察を必要としていたり、出張を通じて市場拡大の機会を求めていたりするとこ
ろもある。このようなビジネス活動は、国境規制の強化によって中断された。

シンガポール国境の段階的な開放は、多くの業種の成長を後押しし、急激に落ち込んだ観
光産業を復活させるために必要である。帰国した出張者の検疫や検査にかかる費用を削減
し、中小企業が海外で新たな市場機会を模索できるようにする方法を見つけることも、政府
の既存の戦略を補完し、中小企業の国際化を手助けすることになる。

47 一時つなぎ融資（TBL）プログラム、強化された運転資金ローン（EWCL）、強化されたトレードローン
（ETL）の下で融資を受けた中小企業の数と、2019年のシンガポールの中小企業の数を用いて計算した値。
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貿易協力

シンガポール政府は、小規模小売業者が売上向上のためeコマースプラットフォームに参
加するのを助けるために多大な支援を提供したが、中小企業が新規市場に参入するには取引
や規制上の大きなハードルが残っている。例えば、消費者保護やデジタル課税に関する新た
なeコマース規則が策定されたことで、中小企業は新たなデジタル取引規則を読み解く負担
を強いられている。さらに、関税障壁や非関税障壁といった従来からの貿易上の課題も、こ
の地域の中小の製造業者や貿易業者にとって依然として大きい。

このような貿易上の課題を解消するには、各国が相互に協力し、自由貿易協定や了解覚書
を締結して貿易手続きを合理化し、中小企業貿易の障害をなくさなければならない。中小の
製造業者や小売業者にとっての重要な課題として指摘されたサプライチェーンの混乱や出荷
の遅れに対処するには、業界団体や業界ネットワークによる知識交換や業界支援を強化し、
中小企業が新たなサプライヤーを見つけてサプライチェーンを多様化できるようにすること
が必要となる。

結論

シンガポールの中小企業は、業務を維持し、キャッシュフローを構築し、コストを削減し、
デジタルツールや技術を導入することで、パンデミックの悪影響を軽減するとともに政府が
課した安全管理措置を遵守するための戦略を採用している。売上高の減少に対処するため
に、一部の中小企業は支出を切り詰め、短期的にリターンが見込めない事業開発やインフラ
更新のための投資を先送りした。

シンガポールのほとんどの中小企業は、利用できる助成金や補助金を活用してキャッシュ
フローを改善し、何らかの形でデジタルツールを導入してオンラインプレゼンスを維持し、
従業員や顧客とコミュニケーションを取っている。WhatsAppやTelegramのようなメッ
セージングアプリケーションによるチャットボットや情報発信など、シンガポール政府によ
るコミュニケーションやコロナ対応にもデジタルツールやインフラが使われた。これによ
り、企業のより迅速な対応が可能となり、国民にはコロナの最新状況が伝えられた。政府と
業界の取り組みは、キャッシュフロー、成長と変革、資金調達、コスト軽減といった面で中
小企業に支援を提供した。

得てしてリソースの乏しい中小零細企業は、事業の開発・拡大のための支出に慎重な姿勢
を崩していない。しかし、シンガポール経済の回復や開放拡大が見込まれる場合には、新た
な計画や戦略を打ち出す用意がある。シンガポールのワクチン接種率は2021年8月末時点
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で80%を超えており、企業は今後のビジネス活動について楽観的であった。不確実な事業
環境でレジリエンスを維持する手段を身につけることが、新たな課題を克服する鍵となるだ
ろう。

中小企業向けの政策は、現在のニーズを満たすだけでなく、より持続可能な成果を得るた
めに、力強い成長とイノベーションを生み出す取り組みも組み込むべきである。シンガポー
ルの成長は外需に大きく左右されるため、パンデミックの状況がもたらす不確実性の下、中
小企業の貿易を支援するために域内の政府や業界団体間の協力を強化する必要性が高まって
いる。
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コロナとアジアにおける
  ビジネスの展望：
中小企業と労働者の
 ベターノーマルを目指して

コロナのパンデミックはアジア全域の企業に多大な影響を与え、各国政府が感染拡大を抑
制するために実施したさまざまなロックダウン措置により、需要は落ち込み、サプライ
チェーンは混乱をきたした。将来の景気回復を巡る不透明感も、消費者や投資家の信頼感を
低下させた。各国とも、さまざまな形や厳しさのロックダウン規制に起因する独自の課題に
直面したが、企業や業種の特性の違いにもかかわらず、アジア全体で共通する難局が中小企
業に影響を及ぼした。これまで危機を乗り越えてきた中小企業は奮闘を続けており、変化す
る市場環境に耐え、新しいビジネスのやり方に適応しながらも、従業員の健康と安全を優先
している。

本報告書では、パンデミックが日本、シンガポール、タイ、フィリピンの中小企業に与え
た影響を検証するとともに、Wenzel et al.,（2020）の枠組みを用いて危機に対する戦略
的対応を調査し、対応戦略を縮減、忍耐、イノベーションに分類した。

この分析に基づき、上記4カ国の中小企業がパンデミック期間を通じて、総じて厳しい市
場環境にどのように対処し、事業を維持し、イノベーションを導入し、レジリエンス（回復
力）を構築したかについて、主な洞察を論じた。また、企業の戦略的対応が従業員にどのよ
うな影響を与えたかや、企業が従業員の保護と福祉のために具体的な戦略を採用したかどう
かについても調査した。最後に、中小企業が危機を受けて戦略的刷新を行うにあたり、より
包摂的または持続可能なビジネス慣行を導入したかどうかを検証した。分析を通じて得られ
た洞察から、中小企業とその従業員がより良い復興を果たし、ネクストノーマルでの成功に
向けて態勢を整えられるよう、地方政府と国の政府が支援を提供し、環境を整備する上での
提言を行った。
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コロナのパンデミックに対する政府の対応

各国のロックダウン規制と厳しさの比較

本研究で取り上げた4カ国が採用したコロナ封じ込め戦略の中心的要素は移動・活動制限
とロックダウンであったが、移動制限の程度、ロックダウンの総期間、ロックダウンの厳格
度の変更頻度は国によって異なっていた。表1.1に、日本、シンガポール、タイ、フィリピ
ンで実施されたさまざまなロックダウン規制の概要を示す。2020年3月に世界保健機関
（WHO）がパンデミックを宣言した後すぐに、この4カ国の政府はリスクの高い国からの渡
航禁止、不要不急の事業活動の制限、大規模な集会の制限といった対応策を講じた。2020
年第2四半期から第3四半期にかけて、4カ国はいずれもそれぞれの規制を徐々に緩和し、
人と物のより広範な移動や、学校や企業の段階的な再開を認めた。しかし、2020年第4四
半期に毒性と感染力が強い変異株が登場したことで厳しい規制の再導入を余儀なくされ、こ
れは2021年第2四半期まで続いた。4カ国のワクチン接種プログラムが程度の差こそあれ
上向き始めるのに伴い、各国政府は2021年第3四半期までに再び徐々に規制を緩和し始め
た。

表1.1.　特定のアジア諸国におけるコロナロックダウン規制と緩和措置

日本 シンガポール タイ フィリピン

2020 
Q1

・ 中国の特定地域
からの旅行者に
対する入国制限
の実施

・ リスクの高い地
域からの訪問者
に対する渡航禁
止の強化
・ 集会の一部制限
・ 一般国民に対す
る外出自粛の呼
びかけ

・ リスクの高い地
域からの国際渡
航禁止
・ 不要不急のすべ
ての企業・職場
の閉鎖

・ 国内外の旅行制
限の実施
・ 外出禁止令や自
宅待機令の発令
・ 不要不急の事業
の閉鎖
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日本 シンガポール タイ フィリピン

2020 
Q2

・ 入国禁止を数カ
国に拡大した
が、四半期後半
には渡航制限を
緩和
・ 外出自粛要請
・ 学校や公共施設
の閉鎖

・ 4月に不要不急
の職場や学校を
すべて閉鎖
・ 人の限定的な移
動を許可
・ 学校、企業、宗
教施設、観光施
設の再開を許可

・ 国際旅客便の禁
止、四半期前半
における外出禁
止令の実施
・ 四半期後半にプ
ロトコルを緩
和：一部事業の
再開、外出禁止
令の短縮、国境
を越えた旅行の
緩和

・ 国民に外出自粛
を呼びかけ
・ 不要不急の企業
引き続き閉鎖
・ 一部国内線の再
開

2020 
Q3

・ 東京から他府県
への移動制限
・ 2国間の必要不
可欠なビジネス
交流を許可

・ シンガポールと
マレーシアの国
境を再開

・ 入国便の制限を
解除
・ 国境沿いや学校
の検問を再開

・ 一部地域におけ
る段階的な制限
解除と首都圏の
部分的再開
・ 地域の状況に応
じて、特定の都
市のロックダウ
ンと再開を切り
替え
・ 不要不急の出国
の制限を解除

2020 
Q4

・ 学生、扶養家
族、海外からの
ビジネス旅行者
の入国を許可
・ すべての国から
の入国を制限

・ 大規模集会およ
び外出自粛を奨
励されている高
齢者を除き、平
常状態に完全に
復帰

・ 外国人観光客の
受け入れを再開
・ 年末年始を祝う
ための大規模集
会に対する規制
を実施

・ 特定の国からの
旅行者の入国を
禁止



150

新型コロナウイルス感染症とアジアにおけるビジネスの展望
中小企業と労働者のベターノーマルを目指して

日本 シンガポール タイ フィリピン

2021 
Q1

・ 飲食店の営業時
間短縮とテレ
ワークの導入
・ 不要不急の外出
の自粛
・ 特定の国への出
張手配の停止
・ 東京オリンピッ
ク観戦のための
外国人観光客の
入国を禁止

・ 社交的集まりの
制限や公共の場
での人数制限を
緩和

・ レッドゾーン地
域に規制を適
用：休校、リス
クの高い活動を
禁止

・ 新規感染者の急
増により、首都
圏で外出禁止時
間を延長
・ 観光施設やその
他の施設を再開

2021 
Q2

・ コロナ検査証明
書に関する入国
ルールを厳格化

・ 特定の国からの
旅行者に対する
国境措置を強化
・ 職場措置を強化
・ 社交的集まりを
禁止

・ さまざまな入国
制限を課す地域
を追加
・ 2週間にわたる
休校と集会およ
びリスクの高い
活動の制限（4
月）
・ 特定の国からの
旅行者に対して
国境を閉鎖

・ 特定の国からの
旅行者の入国を
禁止
・ 国境管理地点で
の措置を強化

2021 
Q3

・ 約20の国と地
域に対する厳し
い検疫措置を緩
和

・ ワクチンで差別
化した国境措置
を実施
・ 予定していた地
域対策の緩和の
第2段階を継続
・ 対面での集まり
を制限

・ 全国的な集会禁
止、ダークレッ
ドゾーン地域へ
の国内商業便の
禁止、ロックダ
ウンの2週間延
長（8月）
・ 四半期後半に規
制を緩和：外出
禁止時間の短
縮、バンコクや
その他のリスク
の高い地域を発
着地とする国内
便の許可

・ 特定の国からの
渡航禁止を延長
・ 首都圏できめ細
かなロックダウ
ンを試験的に実
施
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日本 シンガポール タイ フィリピン

2021 
Q4

（10月）

・ オミクロン株対
策としてすべて
の外国人旅行者
の新規入国を禁
止し、航空会社
に国際線の新規
予約の停止を要
請

・ オミクロン株対
策として到着し
た旅行者向けの
検査プロトコル
を強化

・ 新型オミクロン
株のリスクが高
いとされたアフ
リカ8カ国から
の渡航者の入国
を禁止

・ 新型オミクロン
株を入国させな
いための国境管
理強化、アフリ
カ7カ国と欧州
7カ国への渡航
禁止

出典：Asian Development Bank. (2021). United Nations Economic and Social Commission 
for Asia and the Pacific. (2021). Center for Strategic and International Studies. (2021).

オックスフォードコロナ政府対応トラッカーでは、学校、職場、公共交通機関の閉鎖、国
内外の旅行制限、集会の制限などの指標を用いて、各国のコロナ対応の厳格さを測定してい
る（Blavatnik School of Government, University of Oxford, 2021）。図1.1に示す
ように、2020年1月から2021年9月にかけて、フィリピンが最も長く、継続的で、最も
厳しいロックダウンを一貫して実施した一方、日本は国内の企業活動や移動に対する制限が
最も緩やかであった。本報告書の後述部分では、ロックダウン規制の厳しさ、期間、変更頻
度が、パンデミック発生後の中小企業の業績や戦略的対応にどのような影響を及ぼしたかを
考察する。
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図1.1.　コロナ厳格度インデックス
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出典：オックスフォードコロナ政府対応トラッカー（OxCGRT）コロナ厳格度インデックス

中小企業とその従業員に対する政府の支援

危機の影響を和らげるために、各国政府は中小企業を支援するさまざまなプログラムを実
施した。日本、シンガポール、タイ、フィリピンにおける中小企業向けのさまざまなコロナ
対応支援策の概要を表1.2に示す。最も一般的な介入は、補助金付き融資、債務再編、債務
返済猶予といったのデットファイナンスによるものであった。ほとんどの政府は、特に中小
企業に融資を行う金融機関に対しても追加流動性を提供した。パンデミック以前から、金融
へのアクセスは中小企業の存続と成功を左右する最も重要な要素の1つであった
（Corredera-Catalan et al., 2021）。パンデミック危機が長引くにつれ、資金援助を必要
とする中小企業の割合は大幅に増加した。

日本では売上高の減少を報告した企業に対して特別低金利ローンを提供し、シンガポー
ル、タイ、フィリピンは中小企業向け貸付プログラムの融資限度額と最大融資支援額を引き
上げた。中小企業に提供された融資の総額は、本研究に含まれる先進国と発展途上国で大き
く異なっている。シンガポールでは、2020年初め以降にシンガポール政府が中小企業に提
供した融資は160億米ドル相当を超えるが（See, 2021）、フィリピンで同様のファシリティ
を通じて提供された融資は1億1,000万米ドル相当に過ぎない（Small Business 

Corporation, 2021）。

その他の企業支援としては、賃料の減免、政府関連費用の引き下げ、減税などが挙げられ
る。現在の雇用を維持するために、政府は企業支援として賃金補助も行った。

シンガポールの包括的な支援策は、その先見性で特に際立っていた。シンガポール政府は、
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企業のレジリエンスを強化し、中小企業の競争力を高める上でデジタル化が重要な役割を果
たすことを認識し、ITソリューションや IT機器の購入と導入に直接補助金を支給するとと
もに、中小企業によるデジタルソリューション（eコマースを含む）の導入を促進するために、
広報および支援キャンペーンを実施した。例えば、シンガポールのプログラムの1つは、対
象となる小売業者に1度限りの支援を提供するEコマースブースターパッケージを拡充した
もので、eコマース事業の立ち上げおよび運営コスト（最長3カ月）の90%を補助するもの
であった。

表1.2.　日本、シンガポール、タイ、フィリピンにおけるコロナ対応中小企業支援

デットファイナンス

国

金融機関
への流動性
支援／資本
注入

債務再編／
債務返済
猶予

貸出条件の
緩和／金利
引き下げ

中小零細企業
向け新規融資

／
緊急借り換え
ファシリティ

特別信用
保証 規制猶予

日本 √ √
シンガポール √ √ √ √
タイ √ √ √ √ √ √

フィリピン √ √ √ √ √ √

減税

国 法人税減税 税還付の迅速化 投資家向け
インセンティブ

給与税、
社会保障税、
付加価値税、
土地税

日本 √
シンガポール √ √
タイ √ √ √

フィリピン
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雇用支援

国 賃金補助

インフォー
マル労働者／
自営業者への

支援

失業給付 新たな
勤務体制

職業訓練
補助金

日本 √ √
シンガポール √ √ √
タイ √ √

フィリピン √ √ √ √

企業支援

国 公共料金の
引き下げ

賃料／
リース料の
引き下げ

政府関連
費用の減免

輸入規制の
緩和

フォーカス
グループ
支出

プログラム

リモート
ビジネス

サービス用の
バウチャー

日本 √
シンガポール √ √ √ √
タイ √ √ √

フィリピン √ √ √ √

注：この表は、Shinozaki & Rao（2021）を基に、世界銀行の「Map of SME-Support 
Measures in Response to COVID-19」の最新情報に基づいて編集したものである。

過去の危機では、中小企業が政府の直接介入をほとんどあるいはまったく受けずに自力で
生き延びたことが観察されているものの（Musa & Priatna, 1998; Shinozaki, 2012）、
政府支援の性質、金額、期間の違いがパンデミック後の回復のペースや質に大きな影響を与
える可能性がある。本報告書の最後に示した政策提言は、中小企業がパンデミック危機にど
のように対処し、戦略的に対応したかについての調査結果に基づき、パンデミック後の回復、
レジリエンスの構築、中小企業の競争力向上に焦点を当てている。
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危機時の中小企業の戦略的対応

Wenzel et al.（2020）は、危機に対する企業の潜在的対応に関する研究を最近体系的に
レビューし、戦略的対応の4つのカテゴリー、すなわち、縮減、忍耐戦略、イノベーション
戦略、撤退について述べている。Wenzelらがレビューした論文が研究した危機には、経済・
金融危機（1997年のアジア金融危機、2000年のドットコムバブル、2008年の大不況）の
ほか、「自然災害」や「人災」（2011年の福島原発のメルトダウン、2015年の移民危機、さ
まざまな政治危機など）が含まれる。さまざまな種類の危機を経験する中、企業は危機の長
さや危機の特定の段階に応じてさまざまな方法で対応した。

危機に直面した一部の企業は、特に短期的な流動性懸念の高まりに対処するために、縮減
が必要だと判断した。縮減の目的は、コスト削減（Pearce & Robbins, 1993）、事業範囲
の縮小（Pearce & Robbins, 1994）、複雑さの軽減、および透明性の向上（Benner & 

Zenger, 2016; Gartenberg, 2014）であった。短期的な縮減戦略の採用は、業績を安定
させ、焦点を絞ることによって長期的な回復を図るためには重要かもしれない（Robbins 

& Pearce, 1992）。しかし、長期にわたって縮減を続けると、企業の重要なリソース、能力、
文化が損なわれる恐れがある（Ndofor et al., 2013）。

中期的には、現状を維持し、活動をできる限り「通常通り」に近づけ、危機が業務に与え
る悪影響を最小限に抑えることを目的とした忍耐戦略を採用した企業もあった（Wenzel, 

2015）。忍耐戦略は、企業が危機下で頻繁な状況変化に直面する場合に特に有用であろう。
さもなければ、戦略的方向性を頻繁に変更せざるを得なくなり、企業の成功が妨げられる恐
れがあるからだ（Stieglitz et al., 2016）。しかし、危機が長引くにつれリソースの制約が
厳しくなり、忍耐戦略を維持することが難しくなった。

危機が拡大する中、一部の企業は、戦略的刷新の機会として危機に取り組み、事業範囲の
拡大やシフトによる代替収益源を求めてイノベーション戦略を採用した（Reymen et al., 

2015）。忍耐を続けるためのリソースの制約が次第に強まることを考えると、危機が長引く
につれ、企業は長期的にはイノベーションを起こさざるを得なくなるかもしれない（Wenzel 

et al., 2020）。イノベーション戦略を採用するにはタイミングが重要である。忍耐の期間
が長すぎてリソースが尽きてしまうと、ますます不足するリソースをイノベーションに割り
当てる機会がすぐに失われてしまう恐れがあるからだ。これらの対応が失敗したり、さまざ
まな制約により効果的に実施できなかったりした場合には、撤退してすべての事業活動を中
止することが、危機に対する企業の最終手段となる可能性がある。
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データと調査方法

本報告書では、日本、フィリピン、シンガポール、タイの調査チームが中小企業のオーナー
／経営者への定性的な専門家インタビューから収集し、統合されたデータを用いることで、
回答者の主観的な経験（Graebner et al., 2012）を綿密に捉え、事例間の類似点と相違点
（Guest et al., 2006）について洞察を得ることができた。調査チームは、中小企業のオー
ナー／経営者へのインタビューに加え、調査対象各国の国および地方レベルで中小企業政策
に関与するさまざまな政府機関に対しても定性的な専門家インタビューを実施した。さら
に、中小企業から収集した定性的データと三角測量を行い、開発テーマを完全に理解するた
めに、中小企業の従業員にもインタビューを行った（Dana & Dana, 2005）。

データは半構造化インタビューを用いて収集した。特定の国にとっての重要性に応じて一
部の質問は異なっていたが、既存の文献（Perry, 1998）から導き出された関心分野の焦点
となるトピックはすべての国で共通であった。インタビューは2021年7月から8月にかけ
て、ビデオ会議によるオンラインで行われた。インタビューは平均して75分ほどかかり、
訓練を受けたインタビュアーが実施した。回答者が企業のトップマネジメントやオーナーを
代表する主要な情報提供者であること、企業が中小企業に分類されていること、企業が3大
経済セクター（製造業、卸売・小売業、その他のサービス業）のいずれかに属していること
を保証するために、有意抽出法（Morse et al., 2002）を採用した。

国別の回答者の特性の概要を図2.1に、各回答者の詳細な説明を付録Aに示す。調査対象
4カ国の合計46社の中小企業のオーナー／経営者にインタビューを行った。いずれの国で
も、インタビューした中小企業の大部分はサービス業（卸売・小売業を含む）であった。調
査対象各国ではほとんどの中小企業がこの業種に属していたためである。インタビューした
中小企業の大多数は、企業年齢が10年以上であった。
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図2.1a.　中小企業の回答者の業種別分布
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図2.1b.　企業年齢の分布

企業年齢の分布

10年以上 7～ 9年 4～ 6年 0～ 3年

企業年齢の範囲

中
小
企
業
の
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日本 フィリピン タイ シンガポール

インタビューは総じて、都市化が進んだ大都市圏（東京首都圏、マニラ首都圏、シンガポー
ル、バンコク）に限定された。そのため、調査結果や提言には、農村地域の中小企業の経験
が反映されていない可能性がある。それでも、対象4カ国の中小企業の経験は概ね比較可能
である。

半構造化インタビューガイドを使用することで、インタビュアーは関心のあるトピックを
探りながら、回答者に洞察をより詳細に説明してもらい、経験を自然な形で紹介してもらう
ことができた。インタビュアーはフォローアップ質問が可能な自由回答形式の質問も行った
ため、回答者はインタビューガイドには記載されていないが本研究に関連するポイントにつ
いて詳しく述べることができた。インタビューでは、以下のような幅広いテーマを取り上げ
た。

・ コロナのパンデミックが中小企業の業績に与えた影響

・ ビジネスのアジリティ（機敏性）、イノベーション、レジリエンス、従業員との関係を
反映し、中小企業が採用した戦略的対応

・ 危機に対する中小企業の戦略的対応が今後のビジネス活動に与える影響

・ 危機の中で採用された持続可能で包摂的なビジネス慣行

・ 中小企業とその従業員に対する政府の支援策
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推奨されるテーマ分析のアプローチ（Fereday & Muir-Cochrane, 2006）に従い、収
集した定性的データを分析し、上記の分野におけるテーマを明らかにした。

調査結果

コロナが中小企業の業績に与えた直接的な影響

パンデミック中のある期間、4カ国すべての中小企業の大多数が売上高の減少に見舞われ
たものの、その深刻さは業種や特定の事業によって異なる。タイ、シンガポール、フィリピ
ンの中小企業では、移動の制限、事業活動の制限、ソーシャルディスタンスプロトコルに
よって、市場の需要と企業の生産がともに減少した。国が厳格なロックダウンを実施しな
かった日本では、パンデミック中に事業活動が大幅に低下したと報告した中小企業は著しく
少なかった。

しかし、危機以前の市場環境の違いが、4カ国の中小企業の成り行きを平準化した可能性
がある。パンデミック発生前、フィリピン、シンガポール、タイの中小企業は業績が好調で、
市場環境について概ね楽観的であった。対照的に、日本の一部の中小卸売・小売企業はコロ
ナ発生前から業績が低迷していたため、日本のロックダウンが他国ほど厳しくなかったにも
かかわらず、危機に見舞われたときにはその影響を受けやすかった。

サービス業、特に卸売・小売業の多くの企業は、客足が激減したため売上高が著しく落ち
込んだと報告した。対面での取引やサービス提供に大きく依存している企業（飲食店、イベ
ント業者、観光業者など）が最も大きな影響を受けた。

一部の国の企業、特に製造業企業は、供給サイドに重大な問題があると報告した。シンガ
ポールでは、渡航制限や厳しい国境管理の結果、外国人労働者や海外からの原材料の不足が
生じた。日本の一部の中小企業も、従業員がウイルス感染を恐れて自宅待機を選択したため
人手不足に陥り、製造業の生産能力が低下したと報告している。

インタビューした中小企業の大多数にとって、パンデミックによる業績への直接的な影響
はマイナスであったが、危機が続く中で売上高が増加したと報告した企業も少数ながら存在
した。シンガポールと日本では、情報技術やその他のデジタルサービス（サイバーセキュリ
ティ、動画編集など）を提供する中小企業が、デジタルツールやプラットフォームの導入が
加速したことで売上高が増えたと報告している。タイとフィリピンでは、衛生設備や医療用
品（フェイスマスクなど）を生産する中小企業が売上を伸ばした。
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中小企業が採用した危機対応戦略

これまでに経験したことも予想したこともないような性質、深刻さ、期間の危機に対応す
るために、4カ国すべての中小企業は、パンデミックが進むにつれて継続的に進化する複数
の戦略を採用した。日本、フィリピン、シンガポール、タイでインタビューした中小企業の
経験から得られた主要な所見を以下に示す。

1.  ロックダウン規制の影響を大きく受けた中小企業は、流動性を守り、当面の存続を確保
するために、縮減戦略を採用した。

市場での移動や業務が厳しく制限され、売上高が大幅に減少したため、中小企業は流
動性を維持するためにさまざまなコスト削減戦略を講じた。ロックダウンが特に厳し
かったタイ、シンガポール、フィリピンのほとんどの企業は、労働時間の短縮、ボーナ
スやインセンティブの見送り、フルタイム従業員の削減などを行い、給与支出を切り詰
めた。一方、厳しいロックダウンが実施されなかった日本では、給与削減や意図的な人
員削減を報告した中小企業はなかった。

一部の卸売・小売業者は、eコマースへの移行や業務のデジタルオートメーションと
ともにダウンサイジングを行った。フィリピンの1社とタイの1社は販売チームを完全
に廃止して、一元化されたデジタルプラットフォームを通じたオンライン販売に完全に
移行した。間接費の削減を目的とした他の戦略もデジタルツールの導入と関連してい
る。例えば、従来の広告費を削減してよりコスト効率の高いデジタルキャンペーンに移
行したり、ビジネス支援サービスを内製化したり、従業員のリモートワークを認めるの
に伴い賃貸オフィススペースを手放したりした。

2. 中小企業は、生産性を維持するためにテレワークを導入し、デジタルコミュニケーショ
ンツールを最大限に活用してレジリエンスを示す一方、政府が定めた安全衛生プロトコ
ルを厳格に遵守した。

政府の指令に従い、回答したすべての中小企業は、リモートで行える業務について在
宅勤務制度を採用した。大半の企業では主に管理部門やバックオフィス部門がその対象
となり、一部の企業では販売およびマーケティング部門も対象となった。回答した一部
の中小企業は、テレワークを可能にする生産性ソフトウェア、デジタルツールやアプリ
ケーション、コンピューター機器を購入するための追加費用のほか、通信手当のための
新たな間接費を負担しなければならないと報告している。しかし、テレワークへの移行
により、交通費、付随費用、光熱費、オフィス賃料などが削減された企業もある。すべ
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ての業種と国の中小企業が、社内外のコミュニケーションのために、Eメール、SMS、
インスタントメッセージ、ビデオ会議などのデジタルコミュニケーションツールの利用
を強化した。インスタントメッセージ（Viber、Facebook Messenger、WeChatな
ど）は、顧客からの問い合わせや注文を受ける新たなチャネルとして、フィリピンの中
小卸売・小売企業にとって特に重要になった。一部の企業は、デジタルコミュニケーショ
ンツールの利用によるコスト効率の向上が、制限緩和後もそれらのツールを利用し続け
る動機になったと指摘した。

しかし、すべての業種の中小企業が、あらゆる業務をリモートで行えるわけではない
と回答している。ソーシャルディスタンスプロトコルや在宅勤務の義務付けは、特に物
理的な取引や現場での活動を必要とする企業の業務に大きな影響を及ぼした。テレワー
クが「奨励」されたものの、強制はされなかった日本では、従業員がウイルス感染を恐
れて出勤しないことを選択したため、労働力不足に陥ったと報告した製造業の中小企業
もあった。

公衆衛生対策を実施するための追加費用を負担しなければならないにもかかわらず、
すべての企業は従業員と顧客の健康を維持するために、しばしば政府が求めている以上
の具体的な措置を講じた。中小企業は、定期的な衛生・消毒措置の実施、職場の安全衛
生トレーニングの実施、防護壁や衛生設備（体温計、手指消毒器など）の設置などのた
めの追加費用を負担した。多くの企業にとって、これらの措置は資金面の圧迫を増大さ
せるものであった。

3. 中小企業は、デジタル化を通じてビジネスプロセスのイノベーションを迅速に進めた。

4カ国すべてにおいて、すべての業種の中小企業の回答者が、変化する市場環境に対
応してデジタル化を伴うプロセス改善を導入した。また、すべての企業が、ビジネスの
さまざまな側面でのデジタル化の進展を報告している。中小企業が中核的な事業活動の
デジタル化を加速させるのに伴い、多くの企業が間接費の削減、市場リーチの拡大、頻
繁に変更されるロックダウン規制に対するレジリエンスの向上など、業務をデジタルト
ランスフォーメーションするメリットを実感し始めた。

一部の企業は、このようなプロセスイノベーションをパンデミック後も続ける意向を
示している。

危機下の中小企業にとっては、デジタル決済とeコマースの導入が重要な対応戦略で
あった。卸売・小売業であれ製造業であれ、物理的な製品を販売している多くの企業は、
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ロックダウンによって移動が著しく制限された顧客や、対面での取引をためらう顧客に
アプローチするための代替手段を求めて、マーケティング活動をオンラインに移行し
た。パンデミック以前は中小企業におけるデジタルマーケティングの導入がまだ初期段
階にあったタイとフィリピンでは、危機が発生するとすぐにほとんどの企業がソーシャ
ルメディアやオンラインコミュニティを通じて製品のプロモーションを開始した。これ
には、企業対消費者（B2C）マーケティングと企業対企業（B2B）マーケティングの両
方が含まれる。デジタルプラットフォームを通じて製品を宣伝するコストが比較的低い
ことは、それを初めて試みる中小企業にとって特に心強いことであった。中小企業がデ
ジタル技術を利用して（会社のウェブサイトやソーシャルメディアなどを通じて）製品
の宣伝や販売を行うことがすでに一般的であった日本とシンガポールでは、企業がeコ
マースの導入を加速させるにつれ、デジタルマーケティングの利用がさらに拡大した。
中小企業がデジタルマーケティングに利用している最も人気の高いプラットフォーム
は、Facebookと Instagramであった。

フィリピンとタイでは、インスタントメッセージ（Viberグループなど）を使った低
コストのプロモーションも、B2BマーケティングとB2Cマーケティングの両方で中小
企業の間で非常に人気があった。これらの国では、インスタントメッセージという形式
を好む顧客もいた。ウェブサイトやオンラインマーケットプレイスでの取引にまだ慣れ
ていない顧客や居心地の悪さを感じる顧客がいる中、チャットでのやり取りはそれらと
比べて対面でのやり取りに近いためである。フィリピンの金物卸売・小売業者とタイの
薬局はいずれも、「チャットコマース」を利用して、店頭での顧客体験にできるだけ近
い顧客対応（製品やその用途に関する質問への対応、お得なサービスの提供、注文詳細
の収集など）をオンラインで行っていることを強調した。この形式のeコマースの導入
に必要なトレーニングや機器は最小限で済むため、ライブチャット形式を採用した中小
企業は、店頭販売員の職務内容を変更するだけでオンライン販売を行うことができた。

すべての国の中小企業では、電話／ SMSまたはインターネット（Eメール、ウェブ
サイト、インスタントメッセージ、eコマースプラットフォーム）を介した代替チャネ
ルでの商取引が大幅に増加した。インタビューしたすべての中小企業がパンデミック以
前からすでにデジタルプラットフォームを通じて何らかのプロモーションを行っていた
日本でも、インタビューした企業の3分の2以上が危機の発生後に初めてeコマースを
導入した。

オンラインマーケットプレイスやオンデマンドデリバリーサービスといったより高度
なプラットフォーム上のeコマースに移行した中小企業は、多くの場合、会計や在庫管
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理など他の業務の大幅な変更を余儀なくされた。多くの企業は、電子送金やさまざまな
形のデジタル決済も受け入れ始めた。インタビューした中小企業のうち、サービス業（建
設・住宅修繕、飲食サービス、教育・研修など）の企業、次いで卸売・小売業の企業は、
製造業企業と比べて、総じてデジタルマーケティングやeコマースの利用が進んでいる。

パンデミック下で主要なビジネスプロセスのイノベーションを行った中小企業のほと
んどはマーケティング業務に焦点を当てたが、一部の企業は生産や配送方法も革新し
た。例えば、回答した中小企業2社、すなわち空手道場と外国語学校はいずれも、当初
は教師が躊躇していたにもかかわらず、対面授業に対する需要の減少を補うためにオン
ライン授業を開始した。

4. 中小企業は、eコマースを通じて新たな顧客と市場へのアクセスを得た。

eコマースとデジタルマーケティングチャネルを導入したことで、中小企業は地理的
な多様性を追求し、従来の地理的市場の外にいる新規顧客にアプローチできるように
なった。例えば、英語を勉強している日本人学生と日本語を勉強している在日外国人を
主な対象としている日本の外国語学校は、Zoomを使ったセッションを通じて、日本
語を学びたいという新たな顧客を欧州で見つけることができた。フィリピンでは、キオ
スクが設置されている地元の交通ハブを通過する通勤客を主な顧客としていた飲食サー
ビス企業が、マニラ首都圏の他の都市で、オンデマンドフードデリバリーサービスを通
じて家族全員の食事を自宅から注文する新規顧客を見つけた。

また、eコマースに移行することで、一部の製造業者や卸売業者は従来の小売業者を
介さずに自ら直接小売販売を行うことが可能になった。回答した中小企業の多くは、顧
客のデジタル習慣の変化やeコマースによって開拓に成功した新たな市場を踏まえ、パ
ンデミック危機が終息した後もマルチチャネル（オンラインとオフライン）の販売・流
通戦略を維持すると予想している。

5. 一部の中小企業では、デジタル化やeコマースの導入に対する不安感や課題が残って
いる。

ロックダウン規制下の中小企業にとっては、重要なビジネスプロセスのデジタル化や
eコマースの迅速な導入が生命線となった。しかし、ビジネスのデジタルトランス
フォーメーションは、多くの中小企業にとって課題がないわけではない。新たなアプリ
ケーションやプラットフォームを利用するのに必要なデジタルスキルを、すべての従業
員が持っているわけではない。フィリピンのある卸売・小売業者は、同業他社がすでに
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オンラインマーケットプレイスでの販売に移行しているにもかかわらず、eコマースへ
の移行を最小限にとどめた（すなわち、Eメールとインスタントメッセージ／ SMSに
よる常連客からの受注と銀行振込の確認）。オーナー経営者は、オンラインプレゼンス
の確立、デジタル販促資料の作成、オンラインマーチャントアカウントや決済ゲート
ウェイを管理するための店員のトレーニングなど、予想されるコストを負担したくない
と述べた。日本では、物理的チャネルを通じた売上高が減少しているにもかかわらず、
回答した中小企業の4分の1は、新たな取り組み（ソーシャルメディアやeコマースプ
ラットフォームなど）を管理する有能なスタッフが不足しているため、パンデミック以
前からすでに行っていたこと（ウェブサイトやEメールでのキャンペーン）以外にデジ
タルマーケティング活動を広げようとしなかった。

中には、「サバイバルモード」時に導入した最近の変更の持続可能性に疑問を抱き、パ
ンデミックが終息したら「通常業務」に戻る意向を示した企業もあった。4カ国すべての
ほとんどの製造業企業は、製品（陶器、手工芸品、衣服、身につけるアクセサリー、包
装材など）の紹介や、B2B顧客や小売業者とカスタマイズ協議を行うには、ビデオ会議
やデジタルカタログよりも対面での訪問販売や製品デモの方が効果的だと考えている。

また、一部の中小企業は、自社のコアコンピタンスを完全にはオンラインに転用でき
ないこと、あるいはeコマースへの移行によって競争優位が失われることを懸念してい
た。タイのある靴小売企業は、最近のeコマースブームやオンライン販売業者の増加に
よって、これまで競争優位を持っていた品質やデザインではなく、主に価格での競争を
強いられていると嘆いている。フィリピンのある金物・建材の卸売業者は、特にオンラ
インマーケットプレイスを通じたeコマースに移行すると、この同族企業が2世代にわ
たって築いてきた社会資本や常連客・請負業者の信頼できるネットワークを活用できな
くなると指摘した。

6. 中小企業はアジリティを発揮し、製品のイノベーションと多角化を通じて急速に変化す
る市場環境に対応した。

インタビューしたほぼすべての企業がデジタル化を急速に進めてさまざまなプロセス
を改善したことや、eコマースに大きく移行したことは、そのアジリティを示しており、
これが危機下における中小企業の存続とレジリエンスに直接貢献した。
Tahmasebifard（2017）はアジリティの本質を、「変化を感知して素早く対応できる
こと」と述べている。パンデミック危機を特徴づける市場環境の変化に対応するには、
迅速な意思決定、実験への意欲、リスクテイクが必要であった。
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インタビューした企業の大多数は、市場環境が激動しているにもかかわらず、プロセ
スの改善や新たなマーケティングチャネルに加え、新製品の導入、新規事業への進出、
サプライヤーネットワークの多様化も行った。すべての業種の中小企業が新たな顧客
ニーズや変化する顧客ニーズを認識し、中には迅速に製品イノベーションや新製品ライ
ンの導入を行い、新たに生まれた市場機会を活用できた企業もあった。サービス業の企
業は同心多角化または関連多角化（concentric or related diversification）によっ
てこれを行い、オリジナルの製品ラインに類似あるいは密接に関連する新製品を追加し
た。例えば、タイのある化粧品販売会社は、化粧品の需要が減少した一方、マスク着用
による肌トラブルを理由にニキビ・シミ対策商品を求める消費者が増えたため、スキン
ケア商品をカタログに加えた、同様に、ある広報・イベント管理会社は、対面でのイベ
ント（会議、カンファレンス、展示会）の開催から、ウェビナーやデジタルキャンペー
ンの開催へと素早くシフトした。

eコマースへの移行や新たな流通チャネルの採用は、製品のイノベーションや新製品
群の導入を行う機会をもたらした。タイの飲食店とフィリピンのミルクティー小売業者
は、オンデマンドフードデリバリーサービスを通じて家から注文する顧客向けに、新た
に「コンボミール」やファミリーサイズのメニューを導入した。

よりリスクの高い水平多角化や非関連多角化（horizontal and unrelated 

diversification）を追求し、自社の存続可能性を守るために、一時的に無関係な製品
ラインや新サービスに進出した企業も少数ながら存在した。タイのある靴小売企業は、
オーナー経営者が自社ブランドへの影響を危惧して躊躇していたにもかかわらず、靴の
需要減少を補うためにオンラインプラットフォームで家庭用品（装飾品、キッチン用品
など）の販売を開始した。フィリピンのGPS機器販売企業は、オンデマンドフードデ
リバリーサービスの下請け業者となり、従業員の一部をフードデリバリーの配達員とし
て配置したものの、GPS機器の配送・設置ニーズは低いままである。いずれのケースも、
オーナー経営者は、大きな資金流動性の困難に直面し、大切な従業員を手放したくない
との思いから、水平多角化や非関連多角化を「必要な」対処戦略と考えた。

中小企業のオーナー経営者は、自社のアジリティの源泉はトップの迅速な意思決定
（往々にして企業で一人の意思決定者しか関与しない）と、多くの場合、「同族企業であ
ること」にあると述べている。
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7. 日本とシンガポールの中小企業が政府の支援を活用してレジリエンスを強化した一方、
タイとフィリピンの中小企業は戦略的危機対応においてより大きなリスクを負い、より
自立的に行動することを強いられた。

シンガポールと日本では、政府の補助金や支援プログラムの利用が容易で、資格のあ
る企業は難なくアクセスできたため、回答した中小企業の大多数が政府から何らかの直
接支援を受けていた。場合によっては、政府の要件を満たすための営業時間の短縮、勤
務シフトの調整、従業員数の維持など、政府の支援やインセンティブの適格基準を満た
すことを明確な目的とした戦略を採用した企業もある。両国の中小企業の回答者は、流
動性の制約に対処する上では、政府からのタイムリーな資金援助が重要であることを強
調した。

一方、フィリピンの中小企業の回答者の中は、政府から資金援助や補助金付き融資を
受けている者はいなかった。タイでは、政府の支援を利用したと答えた中小企業はわず
かに過ぎず、利用可能な支援プログラムに関する情報が不足しており、支援の申請が難
しく感じられたことから、ほとんどの回答者は支援を求めなかった。

フィリピンとタイの一部の中小企業は、事業の存続可能性を大きく脅かす深刻な資金
流動性の困難に直面し、日本やシンガポールの中小企業よりも積極的な危機対応を余儀
なくされた。

特にパンデミック初期に拡大した資金流動性のずれを埋めるため、フィリピンの中小
企業の回答者の中には、公式な融資へのアクセスが限られていたことから、オーナーま
たはオーナーの家族の個人貯蓄からの借り入れに頼ったところもある。ある中小企業の
オーナー経営者は、短期の支払義務を果たすために、自宅を抵当に入れなければならな
かったと報告した。

オリジナル製品の需要減少に対処し、企業としての存続を守るために、フィリピンや
タイの中小企業の中には、リスクの高い非関連多角化戦略に頼ったところもある。日本
とシンガポールの中小企業の回答者の中には、危機を受けて非関連多角化を追求したと
ころはなかった。

企業が中核製品とは無関係の新たな製品ラインや事業活動に参入する場合、コアコン
ピタンスが新規事業と整合せず、リーダーシップをとれる人材が逼迫すると、生産性が
悪化したり、ブランドのイメージダウンに繋がったり、長期的な戦略的方向性が損なわ
れるリスクがある（George & Kabir, 2011; Chang et al, 2013; Alli et al., 2016）。
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多角化は、大企業にとっては、財務面のシナジー効果やサプライヤーおよび流通チャネ
ルへの影響力を通じてプラスの効果をもたらす可能性がある（Haberberg & Rieple, 

2008）。中小企業を対象とした研究は限られているが、最近の研究によれば、中小企業
は成長の初期段階ではやはり中核製品に集中した方がよく（Bachtiar, 2020）、特に製
品の非関連多角化は中小企業の業績を損なう恐れがある（Benito-Osirio et al, 

2020）。

8. 中小企業は、社会的セーフティネットのギャップに対処するために、雇用主としての役
割を拡大した。

政府からの支援の有無にかかわらず、4カ国すべての中小企業は従業員の福祉、健康、
所得保障を雇用主としての責任の一部として受け入れた。中小企業は、地方や国の政府
機関と連携し、公衆衛生や安全に関するガイドラインを厳格に遵守し、従業員が感染か
ら十分に保護されるよう徹底した。これは、政府がソーシャルディスタンスやテレワー
クなどの予防措置を命令するのではなく「要請」した日本にも当てはまる。日本の一部
の中小企業は包摂的なビジネス慣行を採用し、パンデミック下で特に障がいを持つ労働
者や技能実習生を雇用した。

政府の社会的セーフティネットに大きなギャップがあり、脆弱な労働者がリスクにさ
らされていたフィリピンでは、中小企業は大きな流動性圧力に直面しながらも、従業員
の福利厚生と所得保障の保護を優先させた。政府の失業給付や社会支援プログラムがな
いことから、中小企業のオーナー経営者は、従業員が収入源を失えば生きていくことが
非常に難しいことを認識していた。多くのオーナー経営者は、危機の間、従業員の雇用
を維持することが最優先事項であったと報告している。流動性の極端な制約に直面し、
数人の従業員を一時帰休させなければならなかったある中小企業は、地元のビジネス
ネットワークを利用して、離職した従業員が臨時の仕事を見つけるのを助け、市場環境
が改善すれば直ちに再雇用すると約束した。回答したフィリピンの中小企業は、従業員
の所得保障に努めたほか、従業員に金銭的支援（現金前貸しや給与ローンなど）と非金
銭的支援（無料の食料品やビタミン剤など）も提供した。

4カ国すべてにおいて、中小企業はデジタル技術の利用やコロナの安全衛生予防に関
する従業員の研修やスキル向上にもリソースを費やした。また、インタビューしたオー
ナー経営者の間では、パンデミック危機により、人的資源が事業の存続可能性に果たす
役割の重要性が浮き彫りになったという認識もあった。

これらの行動は、小企業、特に同族企業は大企業と比べて従業員に対してより責任あ
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る行動をとり（Chrisman et al., 2005）、必ずしも純粋に経済性や利益だけを追求す
るのではない価値観に沿った戦略的決定を下す（Dyer & Whetten, 2006）、という他
の研究の所見と合致している。

政策提言

ここ2年間は、日本、シンガポール、タイ、フィリピンの中小企業にとって極めて困難な
時期となっている。中小企業はパンデミックの期間中、さまざまな戦略的対応をとり、一部
の企業は政府支援をほとんど受けずに、自社のリソースを使って営業制限や売上高の減少と
いう課題を見事に克服した。しかし、企業を取り巻く環境はなお先行き不透明であり、中小
企業の長期的な存続は依然として大きな危険にさらされている。

危機下における中小企業の脆弱性を認識し、各国政府は危機による企業と従業員への影響
を緩和するための政策や取り組みを導入した。しかし、こうした措置にもかかわらず、市場
環境が「ネクストノーマル」へと変化し続ける中で事業環境をさらに改善し、企業の存続、
回復、将来に向けた準備を支援するためには、対処すべき課題がまだ残っている。

実施中のプログラムへのアクセス改善と認知度の向上

中小企業向けの政府支援に関しては、アクセスと認知度が重要な改善点である。4カ国す
べてで適格な企業には補助金や支援プログラムが用意されているものの、回答した中小企業
は、煩雑な要件や難解な手続きが原因で、政府プログラムに関する情報にアクセスしたり、
申請手続きを完了させたりするのが困難であると指摘した。特筆すべき例外はシンガポール
であり、回答した多くの中小企業が、政府の支援、特に支援の申請と受領の容易さについて
肯定的に評価した。政府は、利用可能なプログラムに関する企業の認知度を高めるとともに、
要件を最小限に抑え、融資手続きを迅速化することで、補助金付き融資へのアクセスを促進
しなければならない。一部の中小企業は、補助金付き融資の獲得という難しそうな課題を回
避しつつパンデミック下の差し迫った流動性制約に対処するために、よりコストのかかるイ
ンフォーマルな借り入れに頼った。

支援の範囲、対象、期間の拡大

金融支援を目的とした既存の政府の取り組みも拡大し、より多くの企業を受け入れなけれ
ばならない。例えばフィリピンでは、パンデミック時に政府から直接支援を受けたと答えた
中小企業は皆無であった。
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パンデミック下で企業が生き残り、従業員の福祉、健康、所得保障を守れることは証明さ
れているものの、危機が長引くと、短期的な生き残りを目的とした最適とはいえない決定に
より、長期的な競争力が低下する恐れがある。例えば、多くの中小企業が危機に起因する流
動性制約を緩和するために融資を受けていることを踏まえると、政府は、新規または未払い
の債務を抱える企業を対象に、その長期的な存続可能性を支援するための暫定的な減税や信
用供与を検討することができる。収益を生み出す可能性が限られている小企業は、長期的な
能力開発やイノベーションを損なうことなく、ますます増大する債務負担を返済することが
困難になるかもしれない。

支援プログラムの質は、その範囲と同じくらい重要である。調査の結果、中小企業が置か
れてる状況は、業種やビジネスモデルによって異なることがわかった。そのため、すべての
小企業が危機を乗り越えられるような万能のアプローチは存在しない。危機の影響や回復の
ペースは業種によって異なるため、政府は業種別の支援を検討すべきである。したがって、
当局は企業の種類や規模、ショックへの抵抗力に応じた支援策の調整を検討しなければなら
ない（Shinozaki & Rao, 2021）。

イノベーションとデジタルトランスフォーメーションの支援

4カ国すべてで、移動や業務に対するロックダウン規制に対処する上で、デジタル化はe
コマースの導入と並んでほとんどの企業にとって生命線となった。企業回復のスピードと質
を確保するためには、デジタルトランスフォーメーションが不可欠である。しかし、多くの
小企業にとって、デジタル化に必要な追加コストや設備投資が本格導入の大きな障害となっ
ている。シンガポール政府は中小企業のデジタル化とeコマース導入に対して包括的な支援
を提供したが、他の国は同レベルの支援を行っていない。パンデミック後の中小企業の存続
可能性を確保するために、政策立案者はデジタル技術の導入を産業ロードマップの柱とし
て、パンデミック後のトランスフォーメーションを支援すべきである。企業のデジタル化を
支援するためには、的を絞った技術援助を提供し、人材開発を通じてオーナー経営者や労働
者のスキル向上を支援することが重要である（Business at OECD, 2021）。

危機はイノベーションの機会と推進力を与えてくれる。挫折は、企業にとって事業運営を
再編し、改善するチャンスとなる（Lim et al., 2020）。パンデミック下で、企業の間では
革新的な取り組みが増えているものの、新たに採用したデジタルプロセスや、専門知識と
ソーシャルネットワークの移転可能性をパンデミック後も維持することは、企業にとって依
然として大きなハードルである。政府がイノベーションの奨励や支援を怠れば、危機は中小
企業の進化を後押しする機会を失うことになるだろう。したがって、政策立案者は、企業が
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危機後もイノベーションを継続するよう奨励するために、実行可能なインセンティブや支援
策を検討しなければならない。さらに、政府は主要産業の研究開発への資金配分も増やす必
要がある（Business at OECD, 2021）。今後の政府の補助金や融資は、シンガポールのよ
うに、企業のイノベーションやデジタル化を直接支援したり、持続させたりする方向にシフ
トしていくかもしれない。

人材開発とスキル向上の支援

今回の危機が企業に「創造的破壊」を促す触媒として作用するのに伴い、従業員の競争力
を維持するための人材開発がこれまで以上に重要になっている。パンデミック危機はデジタ
ル技術やeコマースの導入および業務の合理化を加速させるとともに、大小さまざまな企業
の縮減を促進した。しかし、大企業の方が中小企業と比べて人材トレーニングや人材開発に
投資する可能性が高いため、中小企業の従業員は特に危機の際には不利な立場に置かれる
（Almeida & Aterido, 2015）。競争力を維持するために、労働者は継続教育や生涯学習に
おいて政府資金による支援を必要としている。中小企業も新たな技術やビジネスモデルを導
入している最中であるため、その成功には、競争力があり将来に対応できる人材によって企
業の戦略的な刷新を補完することが欠かせない。

ベストプラクティスはシンガポールを参考にすることができる。同国では、特に中小企業
における従業員トレーニングへの投資不足とリソース不足を回避するために、いくつかのプ
ログラムが実施されている。シンガポールの「強化された中小企業向け従業員トレーニング
支 援（Enhanced Training Support for SMEs：ETSS）」 で は、SkillsFuture 

Singapore（SSG）を通じて小企業の従業員トレーニングを支援している（SkillsFuture 

Singapore, 2020）。また、貿易産業省（MTI）のイノベーション能力バウチャー
（Innovation Capability Voucher：ICV）プログラムのようなデジタル化を可能にするプ
ログラムもある。このプログラムは、中小企業がシンガポールの適格民間サービス事業者を
通じて情報通信技術（ICT）システムを導入する際にかかるコンサルティング費用やトレー
ニングサービス費用をカバーするものだ（ILO, 2017）。

官と民が積極的に協力することで、小企業の労働者のスキル向上を目的としたプログラム
の適用範囲を広げ、効果を高めることができる。また、業界団体と連携することで、効率的
な知識移転が可能になる。政府はパフォーマンス向上プログラムに資金を提供することがで
き、民間セクターはプログラムを各産業に適したものにするため、トレーニングの専門知識
を提供することができる。
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結論

危機発生から約2年が経過し、アジアの中小企業は慎重な楽観をもってゆっくりと再浮上
している。この地域の中小企業は2020年と2021年に大きな試練に直面したが、困難を完
全に脱したわけではなく、より良い復興に向けて新たな障害に直面している。各国政府はこ
の間に、どの政策対応戦略が最小限の影響で効果をもたらしたか、どの政策対応戦略がメ
リットよりも長期的なダメージをもたらす恐れがあるかを、より明確に評価できるように
なった。企業も同様に、長期にわたる売上低迷への対応として採用した戦略の変化が、危機
から前進するための業務や長期的な事業計画にどのような影響を及ぼしたかを学んだ。

パンデミックの長期的な影響を和らげるために各国政府が政策対応を講じたにもかかわら
ず、今回の危機は前例のないほどの不確実性を生み出した。このような不確実性を背景に、
投資や全体的な意思決定プロセスが予想される結果に大きく左右される企業にとって、回復
への道のりはより困難なものとなっている。市場の価格変動は外生的ショックの後に生じる
当然の帰結だが、政府は効果的な政策オプションを通じて不確実性の影響を軽減することが
できる（McMahon, 2020）。不確実性が減れば、企業はより慎重に計画を立てられると同
時に、変化する市場環境に対してより柔軟に対応できるようになるため、ショックの影響を
受けにくくなる。目下の中小企業支援プログラムへのアクセスと認知度を向上させ、デジタ
ルトランスフォーメーションと人材開発をサポートする政府主導の取り組みは、企業がより
前向きにイノベーションを受け入れ、より良い復興に注力するよう促すことができる。

危機はアジアの中小企業の脆弱性を試したが、生き残った中小企業は危機を乗り切るため
にデジタル化やeコマースといった革新的なビジネス慣行や戦略転換を取り入れた。政策立
案者にとっての大きな課題は、企業にとっての不確実性を減らし、景況感と起業活動を高め、
イノベーションと人材開発を支援する包摂的な政策を、タイムリーかつ効率的に策定するこ
とである。それと同時に、中小企業は政府の支援を最大限に活用し、将来のショックに対す
るビジネスの堅牢性を高めるためにイノベーションを継続しなければならない。
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付録

付録A：回答者の特性

回答者 業種 従業員数 設立年 回答者の役職

日本

JP1
サービス業

（ビデオ撮影）
10人（正規
従業員4人） 2019 代表取締役

JP2
サービス業
（空手道場） 5 2012 道場長

JP3
サービス業
（語学学校）

80人（正規
従業員8人）

2000年
（池袋）／

2007年
（飯田橋）

代表（飯田橋）／
校長（池袋）

JP4
サービス業
（飲食店）

6人（正規
従業員1人） 2017 常務取締役

JP5
製造業

（コーヒー焙煎所）
4人（正規
従業員3人） 2002

創業者／
エグゼクティブ
ディレクター

JP6 製造業（陶器） 5人（正規
従業員2人） 1914 常務取締役

JP7
製造業

（卵および関連
製品）

40 2020 常務取締役

JP8
製造業

（衣料品／バッグ）

3人（正規
従業員1人＋
外注スタッフ）

2018
創業者／

エグゼクティブ
ディレクター

JP9
卸売・小売業
（衣料品） 5 2006 創業者／取締役

JP10
卸売・小売業
（農産品） 30

1983年
（個人事業）

2002年
（会社）

エグゼクティブ
ディレクター

JP11
卸売・小売業

（ファッション／
宝飾品）

2人＋
外注スタッフ 2019 代表取締役
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JP12
卸売・小売業
（ビーズ）

6人（正規
従業員5人）

1997年
（個人事業）

2004年
（会社）

代表取締役

JP13
卸売・小売業
（天然石／
アクセサリー）

1 2016 代表取締役

フィリピン

PH1
病院用機器の
製造・販売 <50 1951

人事担当副社長
兼ビル管理者

PH2 飲食業 未回答 2018 オーナー

PH3
金物・建材の
卸売・小売 48 2001 オーナー／経営者

PH4 建設・不動産開発 26 2017
オーナー／社内業務
マネージャー

PH5 物流 450～ 500人
（配達員のみ） 2011 オーナー

PH6 物流

15人
（配達員か管理
スタッフかに
ついては記載
なし）

2017 オーナー

PH7
オートバイ・部品・
アクセサリーの
製造・小売

90-100 2010
オペレーション
マネージャー

PH8 建設 23-25 2016
共同オーナー／
ゼネラル

マネージャー

PH9
プラスチック包装
製品の製造・販売 未回答 2015 オーナー

PH10 人材サービス 15 2017
オーナー／

マーケティング
ディレクター
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5　マルチカントリーレポート

PH11 GPS機器の
卸売・小売

30人（正規
従業員および
下請け契約者）

2010
オペレーション＆

セールス
マネージャー

PH12
屋根材・建材の
卸売・小売

45人（正規
従業員および
下請け契約者）

1996/1997
オーナー／セールス
マネージャー

タイ

TH1 製造業（木材工場） 15 1980年代 マーケティング
マネージャー

TH2

製造業
（印刷サービス → 
包装製品および
サービス）

12 2000年代 経営者

TH3
製造業

（アクリル製品）

正規従業員
13人、
外注15～

20人

1994 経営者

TH4 製造業（鉄） 40 1995 経営者

TH5
サービス業

（輸出入サービス
プロバイダー）

7 2009 経営者

TH6
サービス業

（イベント代理店）

正規
従業員8人、
パートタイム

5～ 10人

2000年代 経営者兼アカウント
エグゼクティブ

TH7
サービス業

（マーケティング
代理店）

10 2014
マネージング
ディレクター

TH8
サービス業
（飲食店）

正規従業員
7人、

パートタイム
2～ 5人

2019 経営者兼創業者

TH9
小売業

（オンライン靴店） 10 2018 経営者
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TH10
小売業

（鞄の正規販売
代理店）

正規従業員
2人、

フリーランス
3～ 4人

2012
ゼネラル

マネージャー

TH11 小売業（薬局） 15 1995 経営者

TH12
小売業（化粧品の
ブランディング／
マーケティング）

30 2014 共同創業者兼CEO

シンガポール

SG1 サービス業 11-50 1999
オペレーション
ディレクター

SG2 小売・卸売業 >50 2011
人事・総務 
マネージャー

SG3 サービス業 11-50 2019 最高医療情報責任者

SG4 サービス業 フィリピンの
下請け業者 2017 CEO

SG5 小売・卸売業 15 2017 取締役

SG6 サービス業 7 2014 常務取締役

SG7 サービス業 下請け業者 2014 創業者兼CEO

SG8 小売・卸売業 6 1983
事業開発

マネージャー

SG9 小売・卸売業 4 2004 オーナー
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